
 

 
 

博 士 論 文 

 

実利用環境での利用経験に基づく製品評価構造 
 
 

安藤 昌也 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総 合 研 究 大 学 院 大 学

文 化 科 学 研 究 科

メ デ ィ ア 社 会 文 化 専 攻

 

平成 20 年度 

（ 2 0 0 8 ） 

 

主任指導教員 黒須 正明 教授 

指導教員 加藤 浩 教授 

指導教員 高橋 秀明 准教授 

  

 
 



 

 
 

 

 

 

 

 



要旨 

i 
 

要旨 

1章 序論 

ユーザビリティや人間中心設計は、我が国の産業界だけでなく、世界的にも次第に定着

しつつある。しかし近年、ユーザの実利用の実態と乖離したユーザビリティ評価に対する

批判がなされるようになった。User Experience (UX: ユーザ体験) に対する議論の広がり

や、ユーザビリティ指標の批判的研究などは、その動向の一例である。 
本研究は、インタラクティブな操作を伴う製品 (インタラクティブ製品と呼ぶ) を対象

に、製品を購入したユーザが実利用環境において、長期に渡り製品を利用することで形成

する製品評価の構造を研究対象とする。 
ユーザビリティ研究分野において、実利用環境や長期の利用に関する先行研究には、フ

ィールドユーザビリティやユーザビリティ評価の経時的変化に関する研究などがある。し

かし、実利用環境における製品評価構造に関する研究はこれまで行われていない。また、

消費者行動論における顧客満足研究では、製品の利用過程そのものが研究の焦点となって

おらず、ユーザビリティと顧客満足に関する研究は行われていない。 
本研究の目的は、インタラクティブ製品の実ユーザが、実利用環境での利用経験に基づ

いて行う製品評価の構造を明らかにすることである。そのため本研究ではまず、実利用環

境における製品評価について定性的研究アプローチにより把握し、ユーザの製品評価構造

及びの心理的要因を明らかにする。次に、導出した製品評価構造に基づき、定量的に把握

可能な変数を定めた上で、定量的研究アプローチによって実際の評価構造を検証する。な

お、定量的研究では、ユーザの心理的要因と製品評価との相互関係に着目し分析を行う。 

2章 実利用経験に基づく製品評価構造 

製品の長期利用の実態と評価の関係を把握するために、7 名のインフォーマントに対し

て、製品利用の来歴を記入する利用年表を用いた回顧的なデプスインタビューを行った。 
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デプスインタビュー結果の分析から、長期にわたる製品の利用と評価に対する洞察を得

た上で、利用経験 (出来事) と評価の関係性に注目し、修正版グラウンデッド・セオリー・

アプーチ (M-GTA) により、共通の事象を概念として抽出し、「製品評価プロセスモデル」

を導出した。分析過程では、発話データのコーディングに基づいて 20 個の概念を抽出し、

さらにそれを 10 個のカテゴリにまとめた。 
製品評価プロセスモデルでは、利用経験と製品評価の関係については把握できたものの、

インタラクティブ製品の利用に対するユーザの心理的要因の影響については十分ではなか

った。そこで、改めて同一のインフォーマント 6 名と追加の 4 名の計 10 名に対して、イ

ンタラクティブ製品を利用する際の態度や感情などに注目して、デプスインタビューを行

いM-GTA を用いて分析を行った。 
その結果、ユーザの心理的要因として「インタラクティブ製品の利用に対する自己効力

感(自己効力感)」と「利用対象製品に対する製品関与(製品関与)」の 2 つの要因を抽出した。 
これら二つの調査と分析の結果から、「実利用環境での利用経験に基づく製品評価構造

(製品評価構造)」を導出した。 

3章 製品利用に関する心理尺度の構成 

3 章では、2 章で導出した製品評価構造に基づいて、ユーザの心理的要因である自己効

力感を測定する心理尺度と製品関与を測定する心理尺度を、それぞれ構成した。 
自己効力感尺度は、1,200 件の訪問留置法による質問紙調査によりデータを把握し、因

子分析等によって項目選択を行い、 終的に1因子20項目で構成される尺度を作成した。 
製品関与尺度は、製品の普及率のバランスを考慮し、8 種類のインタラクティブ製品と

2 種類の白物家電を取り上げ、それぞれの製品に対する関与度を把握するウェブ調査を実

施した。有効回答数は 600 件である。分析では、因子分析等によって項目選択を行い、10
項目の尺度原案を作成した。ウェブ調査はサンプルの偏りが大きいことが指摘されている

ため、ウェブ調査データの補正法である傾向スコアによる共変量調整法を用いて、データ

の補正を行った。補正後のデータを用いて、10 項目の尺度原案の因子構造が安定的である

ことを確認した。これらの手続きにより、 終的に 3 因子 10 項目による尺度を構成した。 

4章 ユーザの心理的要因と製品評価 

4 章では、2 章で導出した製品評価構造に基づいて、実際の製品の製品評価を把握した。

対象とした製品はアップル社の「iPod nano」である。iPod はユーザビリティや User 
Experience を考慮した製品だといわれており、また、普及率も高くデータを収集しやすい

ことから調査対象とした。 
調査方法はウェブ調査とし、サンプリングは 2 年未満の利用期間を 5 つの区分に分割し
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て、各期間のユーザの回答を収集した。有効回答数は 262 件である。 
製品評価は、ユーザビリティ評価に関するものとUser Experience に関するもので、合

計 85 項目について回答を得た。因子分析を行った結果、「使う喜び・愛着感」「主観的ユ

ーザビリティ評価」「不満感」の 3 つの評価因子が抽出された。これらの評価因子の因子

得点を、利用期間ごとの平均値で比較したところ、利用期間によって大きく異なる傾向が

あり、2 章で示した製品評価プロセスモデルの特徴と類似する傾向が見られた。 
また調査では、3 章で構成した自己効力感尺度及び製品関与尺度を把握し、尺度得点を

算出した。 
ユーザの心理的要因と製品評価の関係を分析するために、自己効力感及び製品関与の尺

度得点と、3 つの評価因子の因子得点を用いて、共分散構造分析を行った。分析モデルは、

2 章の製品評価構造に基づいてパス図を作成した。その結果、自己効力感は「主観的ユー

ザビリティ評価」に正の影響があり、製品関与は「使う喜び・愛着感」と「主観的ユーザ

ビリティ評価」の両方に正の影響があった。 
また「使う喜び・愛着感」が利用経験に基づく製品評価の総合的な評価であることを示

した。 
製品評価の特徴をわかりやすく分析するために、自己効力感尺度得点と製品関与尺度得

点の分布に基づいて、ユーザを 4 群に分割し、製品評価、利用経験 (出来事) 及び利用実

態の特徴を分析した。その結果、ほとんどの項目で各群に有意な差があり、ユーザの特性

に応じた製品評価の特徴を、的確に把握・分析できることを示した。 

5章 結論 

本研究で得られた、実利用環境での利用経験に基づく製品評価構造及び、ユーザの心理

的要因が製品評価に及ぼす影響に関する知見を整理し、ユーザビリティ活動において実利

用環境での製品評価を把握することの重要性を、従来のユーザビリティテストと対比させ

て考察した。 
また、ユーザの心理的要因尺度の尺度得点によってユーザを分類し、製品評価を分析す

る手法の有効性を示し、実利用環境における製品評価の分析手法として提案した。この手

法は、SEPIA 手法 (Self-Efficacy & Product Involvement Analysis) と名付けた。また

SEPIA 手法は、新しいユーザ支援のあり方の検討にも応用することができ、試みとして自

己効力感を高めることにより、ユーザビリティの問題点を緩和するアイディアについて検

討を行った。 
本研究は、得られた知見の一般化にはなお限界があり、今後の研究により知見を蓄積す

ることが必要である。また他にも検討すべき課題があるものの、今後の研究の基礎となる

研究成果は得られており、実ユーザの利用体験をより快適で満足度の高いものとするため

に、貢献できるものと考えている。 
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1章. 序論 

1.1. 研究の背景 

1.1.1. ユーザビリティおよび人間中心設計の普及 

1990 年代以降、情報技術やネットワークの高度な発達を背景に、私たちの身の回りには

インタラクティブな操作を必要とする、多機能な製品があふれるようになった。かつては、

誰でも使える簡単操作の代名詞であったテレビでさえも、放送のデジタル化と相まって、

複雑な操作が必要な電子機器へと変貌しつつある。 
より多くの多様な人々が、技術発展の恩恵を享受するためには、特別な能力を用いるこ

となく容易に機器や製品、サービスを利用できることが不可欠である。そのため、技術と

人間が実際に接するユーザインタフェースにおけるユーザビリティ (usability) が、ます

ます重要になっている (e.g. ISO 9241-11, 1998, JIS X 8341-1, 2004)。 

ユーザビリティの定義 

ユーザビリティの概念は、情報技術の発展に伴って発達してきた歴史がある。特に、1980
年代にパーソナルコンピュータが普及するに伴い、利用の際の「わかりにくさ」や「覚え

にくさ」、「使いにくさ」といった認知的な問題が多発したことが、ユーザビリティという

問題意識を明確にする契機になった (黒須, 2003)。 
ユーザビリティについては、さまざまな研究者および研究分野において定義や提案がな

されている。多様なユーザビリティ概念をレビューした黒須 (2003) によると現在、世界

的にもほぼ標準的な定義となっているのが、ISO 9241-11 (1998) における定義である。規

格としての ISO 9241-11 の目的は、コンピュータディスプレイ (VDT: visual display 
terminal) を利用したオフィス作業を設計し評価する際に、ユーザビリティを測定する効
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用と測定指標について述べたものである。 
ISO 9241-11 では、ユーザビリティを次にように定義している。 

ある製品が、指定された利用者によって、指定された利用の状況下 (context of 
use) で、指定された目標を達成するために用いられる際の有効さ (effectiveness)、
効率 (efficiency) 及び満足度 (satisfaction) の度合い 

[日本語訳は JIS Z 8521 (1999), p.2 による] 

つまり、ユーザビリティはユーザの作業に対する有効さと効率という作業成績と満足度

という主観的評価によって測定できるもの、としている。また、それぞれの指標には、次

のような定義が与えられている。有効さは、「ユーザが、指定された目標を達成する上での

正確さと完全さ」。効率は「ユーザが、目標を達成する際に正確さと完全さに費やした資源」。

満足度は「不快さのないこと、及び製品使用に対しての肯定的な態度」。利用の状況につい

ては、「ユーザ、仕事、装置（ハードウェア、ソフトウェアおよび資材）、並びに製品が使

用される物理的および社会的環境」とされている。 
この定義は、ユーザビリティに関する様々な規格 (e.g. ISO 13407, 1999; ISO/TR 18529, 

2000; ISO/PAS 18152, 2003; ISO/IEC 25062, 2006) や、障害者・高齢者への設計上の配

慮である、アクセシビリティ (accessibility) に関する様々な規格 (e.g. JIS X 8341-1, 
2004, ISO 9241-171, 2008) にも広く採用されている。 

人間中心設計の発展 

ユーザの認知的な側面を考慮したデザインの必要性は、Norman (1986) によって初め

て提唱された。Norman は、システムとユーザとの認知的なインタラクションに注目し、

認知心理学を背景とした新しい研究分野として、認知工学 (cognitive engineering) を提

唱した。また同時に、認知工学の知見を応用することにより、利用の際のわかりにくさや

使いにくさを排除し、よりよいデザインを実現するための方向性として、ユーザ中心設計 
(user centered design) の必要性と重要性を主張した。 

1990年代になると、ユーザビリティ工学 (usability engineering) が、Nielsen (1993) に
よって体系化され、ユーザビリティを評価する手法として、ヒューリスティック評価法 
(heuristic evaluation) が提唱された。具体的な方法論が開発されたことにより、ユーザビ

リティ上の問題点を発見し、製品における利用品質の改善に貢献する道筋がつけられた。 
ユーザビリティ評価法は、人間工学や認知工学などで用いられる手法を応用し、様々な

ものが開発された。中でもユーザビリティテスト (usability test) は、現在でも製品開発

の現場で広く利用されている。 
しかし、ユーザビリティ工学のアプローチは評価を中心としたもので、“問題つぶし”
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的な取り組みに過ぎず、より積極的にユーザビリティを高めるような取り組みが必要であ

る、という批判もあった (黒須, 1999)。 
このような批判に対し、具体的な方向性を提起したのが人間中心設計 (HCD: human 

centered design) の考え方である。人間中心設計の考え方は、1999 年に ISO 13407 とし

て体系化され、広く認知されるようになった。 
ISO 13407 は、ユーザビリティの高いシステムを開発するための設計プロセスを示し

たものである。この規格の重要な点は、人間中心の設計活動を繰り返し行うことを、製品

開発の全工程に対して行うべき、としている点である。製品開発の全工程とは、製品の設

計、開発だけでなく、販売後のサポート期間をも含んだものである。 

わが国の産業界における人間中心設計の普及 

日本国内においては、ISO 13407 の翻訳規格である JIS Z 8530 (2000) が公開された

2000 年前後から、ユーザビリティや人間中心設計に対する理解が広がった。 
2006 年に行われた、組み込みソフトウェア業界におけるユーザビリティ活動実態調査に

よると、「ユーザビリティという概念を知っている」という問いに対して、55%が「よく知

っている」と回答している。また、「ユーザビリティは組み込みソフトウェアの製品品質を

高める上で、重要だと思いますか」との問いには、「大変重要」と「重要」を合わせると

98%にのぼり、ユーザビリティの重要性の認識が浸透していることを示している (鱗原, et 
al., 2006)。 
また、日本における人間中心設計の実践例を多数掲載している『ユーザビリティハンド

ブック』 (2007) には、家電・情報機器だけでなく、乗用車やバイク、衣服や日用雑貨、

さらにはオフィスや空港といった、あらゆる種類の人工物に対する実践事例があり、広く

わが国の産業界全体に人間中心設計が普及し、実践されていることを示している。 
 

1.1.2. 長期・実利用環境におけるユーザ評価の重要性の指摘 

実利用から乖離したユーザビリティ評価に対する批判 

現在、一般的に実施されているユーザビリティテストは、数名の被験者 (インフォーマ

ント) に対して実験室環境であるユーザビリティ・ラボで行われる。被験者には、対象と

なる機器やシステムに初めて触れる人が選ばれることが多い。また実施する操作タスクは、

事前に用意されたものが指示され、被験者の自発的な意図や意欲はほとんど考慮されない。 
このような方法でユーザビリティテストが実施される理由は、主に操作上の問題点を事

前に発見し、製品の品質を向上することが目的だからである。こうした実験的な評価は、

認知的な問題点を洗い出すには有効である。 
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だがこの方法は、実際に機器やシステムを購入し、長期にわたって使い続ける実際のユ

ーザの環境や利用法とはあまりにもかけ離れている。ユーザビリティテストでは問題とな

らなかった点が、実際の利用環境では使いにくいと判断されることもあり得る。 
昨今では、ユビキタスという言葉に代表されるように、いつでも・どこでも利用できる

情報技術やサービスが、開発・普及しつつある。こうした技術やサービスは、多様な利用

方法を許容するものであり、それゆえに設計者が想像もしない使い方をする可能性も高い。 
こうした背景から、ラボだけで行われるユーザビリティテストや、操作性のパフォーマ

ンス測定だけに終始するユーザビリティ活動に対して、近年批判的な考え方が広まりつつ

ある。その一つの例が、User Experience (UX: ユーザ体験、ユーザ経験) に関する議論で

ある。 

User Experienceに対する議論の広がり 

User Experience (UX) は、ユーザの実利用環境での製品利用を前提とした、製品デザ

インの考え方を表す用語である。UX の定義には様々なものがあり、未だコンセンサスを

得たものがない (Swallow et al., 2005; Hassenzahl & Tractinsky, 2006; Beauregard & 
Corriveau, 2007; Law et al., 2008)。代表的な定義では、以下のようなものがある。 

エンドユーザが、企業や提供するサービスあるいは製品と行うインタラクション

のすべての側面を指す。模範的なユーザエクスペリエンスの第一要件は、イライラ

や面倒さを取り除き、顧客の正確なニーズを満たすことである。次に、所有する喜

びや使う喜びを感じるような、シンプルさとエレガントさを持った製品を提供する

ことが必要である。  
[Nielsen-Norman Group, online, 著者訳] 

ユーザの内的状態の結果（傾向、期待、ニーズ、動機付け、気分など）であり、デザイ

ンされたシステム（たとえば、複雑さ、目的、ユーザビリティ、機能性など）およびイン

タラクションが生じる文脈・環境（たとえば、組織的・社会的条件、活動の重要さ、利用

の自発性）の特徴である。 
[Hassenzahl & Tractinsky, 2006, 著者訳] 

いずれの定義も、ユーザの必要性や所有の動機、使う喜びといったユーザの内的な状態

に着目しているのが特徴であり、実利用環境における製品とユーザの相互作用全般をとら

えようとしている。 
現在UX に関する研究や取り組みは、大きく 2 つに別けられる。一つは、ユーザビリテ

ィの上位概念としてUX をとらえようとするものである。ユーザが製品を利用することに
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よって感じる楽しみや喜びといった感情面も評価対象としてとらえるべきであるとし、そ

の理論的な枠組みを検討する研究的なアプローチによるものである (e.g. Dillon, 2001; 
Hassenzahl & Tractinsky, 2006; Thüring & Mahlke, 2007)。 
しかし、先にも述べたようにUX の理論的定義はあいまいで、概念フレームワークもコ

ンセンサスを得たものが、いまだにないのが現状である。 
もう一つの取り組みは、ユーザが実利用環境で体感する楽しさや喜びといった感情面を

デザインの一部としてとらえ、より良いデザインを生み出そうとする User Experience 
Design (UX Design) に関するものである (e.g. Jordan, 2000; Rosenbaum et al., 2002; 
Norman, 2004; Wright, et al., 2004) 。 

UX Design に関する議論は、主にデザインコンセプトに関するものが中心で、実証的研

究に基づいたものではない。それぞれ「エモーショナルデザイン (emotional design)」
(Norman, 2004) や「プレジャラブルデザイン (pleasurable design)」 (Jordan, 2000) な
どとキーワードは異なるが、いずれもユーザの感性的側面を重視し、製品やサービスをデ

ザインすることの重要性を主張したものである。 
こうしたUX に関する議論は、ISO 9241-11 が定義するような操作性のパフォーマンス

測定だけにとらわれた評価から脱却し、より現実のユーザの主観的な評価を重視し、デザ

インや製品づくりに反映しようとするものであり、いわば“ユーザビリティを超えよう 
(beyond usability)”という取り組みだと言える (Dillon, 2001; Hornbæk, 2006)。 

Hornbækによるユーザビリティ評価指標の問題点の指摘 

また、ユーザビリティ評価指標そのものが、実利用を考慮していないとする指摘もある。

Hornbæk (2006) は、主にHCI（human computer interaction）分野で発表されたユー

ザビリティ評価に関する 180 編の論文について、ユーザビリティ評価の指標に関するレビ

ューを行った。Hornbæk によると、現在行われているユーザビリティ評価の指標および

測定方法にはいくつかの問題点がある。主な問題点として、① 主観評価と客観評価のバラ

ンスが考慮されておらず、適切な指標になっていない、② 学習可能性 (learnability) と
保持力 (retention) に関する指標がなく、ほとんどのケースで測定されていない、③ 長期

にわたって使用する際の評価がほとんど考慮されていない、④ 満足度評価では、単なる使

用後アンケートにとどまっているケースが多く、標準化された満足度評価質問紙を用いた

測定があまりなされていない、などを挙げている。 
より現実に即したユーザビリティ評価を行うために、Hornbæk が特に必要性を主張し

ているのが、実利用環境での利用を考慮した、長期的な視点に基づくユーザビリティ評価

である。一般的に行われるユーザビリティテストは、テスト時間内で行われた操作に対す

る評価である。たとえば、ワープロソフトのような高機能なソフトウェアの場合、習熟性

やカスタマイズ性、普段あまり使わない機能の使い勝手など、長期・実利用を前提とした
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評価が不可欠だと考えられる。しかし、Hornbæk が行ったレビューでは、長期にわたる

ユーザビリティ評価はほとんど行われていなかった (Hornbæk, 2006)。 
一般的に考えても、長期間の利用では利用法の変化だけでなく、ユーザの主観的評価に

も変化が生じるものと考えられる。Hornbæk によると、ユーザの満足度と有効さが時間

の経過に伴い、どのように発展するかは明らかになっておらず、長期的な視点でのユーザ

ビリティ指標を考慮すべきであると述べている。 
確かに習熟性については、ユーザビリティの教科書といわれる書籍でも、重要な指標と

して取り上げている (e.g. Nielsen, 1993; Shneiderman, 1997; Jordan, 1998 )。また、UX
の概念定義を試みたDillon も、時間経過に伴う習熟性を考慮することの重要性を主張して

いる (Dillon, 2001)。しかし Hornbæk の提案は、単に習熟するまでの時間を測定するだ

けでなく、その後の継続的な利用をも視野に入れている点で、他の研究とは異なっている。 

長期的ユーザビリティ研究の必要性 

安藤ら (2005) は、利用時間の経過に伴ってユーザビリティに対する評価や認識が変化

し、ひいては製品や企業に対する顧客満足度も変化することを、ユーザとしての実体験を

元に示し、長期的ユーザビリティ (LTU: long term usability) 研究の必要性を主張した。

安藤らの主張は、習熟性の評価にとどまらず、実際の利用を考慮した評価の必要性を述べ

ている点で、Hornbæk と同様である。しかし、実利用環境でのユーザによる製品評価 (こ
れを、ユーザ評価と呼ぶ) に着目し、より現実の利用実態に合わせてユーザビリティをと

らえるべきとしていることから、安藤らの主張はUX の議論に近い考え方である。 
安藤らの主張に呼応し、すでに日本国内においてもいくつかの研究事例が報告されてい

る (e.g. 肥田 et al., 2006; 伊藤 et al., 2007)。しかし、長期的ユーザビリティに関する研

究は緒に就いたばかりであり、概念フレームワークの整理についても十分ではなく、長期

の利用によるユーザ評価の進化に関する基礎的な研究が急務である。 
 

1.1.3. 経営課題としてのユーザ評価 

長期・実利用環境でのユーザ評価の重要性は、ユーザビリティに関する分野だけでなく、

企業経営においても注目されつつある。 
Urban (2005) によると、インターネットの利用が高度に普及した現在では、インター

ネットを通じてユーザは以前とは比較にならないほど多くの製品情報を得られるようにな

り、口コミの評価情報も容易に入手できるようになった。そのため、インターネットで公

開されているユーザの口コミの評価情報が、消費者の間で重視されるようになっている、

と指摘している。このようなことから企業は、ますます顧客満足を大切にしなければなら

ず、ユーザによりよく評価される製品やサービスづくりを行うことが重要になった、と述
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べている (Urban, 2005)。 
またDenove & Power (2006) は、サービスの多くがインターネットを経由したものに

シフトすることにより、見やすさや使いやすさといったユーザビリティが、直接的に企業

の顧客満足に影響を与える要因になっていることを指摘している。 
つまり、実利用におけるユーザ評価は、企業評価や顧客満足に対しても強いインパクト

を与え得るものであり、軽視できない要因になりつつあると言える。 
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1.2. 関連する先行研究 

1.2.1. 先行研究の対象領域 

本研究が着目する実利用環境におけるユーザ評価は、① ユーザビリティ・ラボの評価

ではなく、実利用環境の評価であること、② 短時間の一時的な試用によるテストと異なり、

長期間にわたって継続的に利用すること、③ 客観的な評価指標ではなく、あくまで実ユー

ザの利用経験に基づいた主観的な評価であること、の 3 つの特徴がある。 
本研究はこれら 3 つの要素を併せ持ったものであるが、本研究の対象領域と直接対応す

る研究はこれまでに行われていない。だが、3 つの要素のいずれか 1 つに着目した研究は

行われている (図 1-1)。以下では、実利用環境とユーザビリティに関する先行研究、長期

製品利用とユーザビリティに関する先行研究、ユーザビリティと満足度に関する先行研究

の 3 つの領域に分けてレビューを行う。 
 

図 1-1 本研究に関連する先行研究の対象領域 

 

1.2.2. 実利用環境とユーザビリティに関する先行研究 

実利用環境とユーザビリティに関する先行研究には、大きく 2 つのアプローチがある。 
1 つは、実利用環境におけるユーザの利用状況や製品および製品を用いる作業に対する

ユーザビリティ

実利用環境での
利用に着目した

研究

長期的な利用経験
の影響に着目した

研究

ユーザの顧客満足
に着目した研究



1.2.関連する先行研究 

9 
 

ユーザの認識などを、観察やデプスインタビュー、文脈における質問 (contextual 
inquiary) などによって把握・分析する「エスノグラフィック・アプローチ (ethnographic 
approach)」による研究である。もうひとつのアプローチは、ラボで実施するユーザビリ

ティテストと同様の手法による評価を、ユーザの実利用環境において実施する「フィール

ドユーザビリティ (field usability)」に関する研究である。以下、それぞれの研究の概要を

述べる。 

エスノグラフィック・アプローチによる研究 

エスノグラフィ (ethnography) とは、文化人類学において人間の社会と文化を研究す

る上で用いる質的調査法のひとつの形態であり、同時にエスノグラフィ手法を用いた調査

の記述記録をも意味する (Merriam, 1998)。人類学者が参与観察などのフィールドワーク

によって、対象となる生活文化を理解し、その行動様式を詳細に記述することが中心とな

る手法であることから、日本語では民族誌と訳されることが多い。 
現在、HCI 分野やユーザビリティ研究などで用いられる“エスノグラフィ”の用語は、

文化人類学で定義される厳密な意味での調査手法や解釈・分析方法と同義でないことがほ

とんどであり、調査法や分析手法に厳密な定義はない (Hughes et al., 1992; Millen, 2000; 
Paay, 2008)。そのため、単にユーザのいる場所に行って観察をするアプローチを称して、

エスノグラフィック・アプローチと呼んでいる場合もある。 
HCI 分野では、1990 年代前半からシステム設計にエスノグラフィック・アプローチに

よる研究が行われている (e.g. Blomberg et al., 1991; Anderson, 1994; Hughes et al., 
1994)。たとえば Hughes ら (1994) は、CSCW (コンピュータ支援による共同作業: 
computer supported cooperative work) のシステムを設計・開発する際に、ユーザのフィ

ールドを訪問しエスノグラフィ調査を行うことにより、システム要件を明確にできたり使

いやすいシステムを構築できたりする効果があると実例を基に報告している。CSCW のシ

ステム設計は、作業デザインそのものであり、ユーザが現在行っている作業をよく観察す

ることを通して、作業の文脈 (コンテキスト) やプロセス、およびユーザ自身を詳しく理

解することは、システムの詳細な検討につながるとして、その重要性を指摘している 
(Hughes et al., 1994)。 
近年では、携帯電話や PDA などのモバイルデバイスの普及により、これまで以上にユ

ーザの利用環境や利用文脈を考慮する必要性が増している。そのため、モバイルデバイス

を用いたシステムやサービスの開発に際して、エスノグラフィック・アプローチにより、

要求事項を明確にしたり、ユーザおよび利用文脈の理解を行ったりする研究や実例が数多

く発表されている (e.g. Berg et al., 2003; Kjeldskov et al., 2006; Skattør, 2007; Paay, 
2008) 。 

HCI 分野におけるエスノグラフィック・アプローチの方法論を整理したPaay (2008) に
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よると、エスノグラフィック・アプローチの中でも独自の方法論として提案されているも

のに、technomethodology (Button & Dourish, 1996) や rapid ethnography (Millen, 
2000)、design ethnography (Diggins & Tolmie, 2003) などがある。その他に、contextual 
design (Beyer & Holtzblatt, 1998) や、design-in-context (Sperschneider & Bagger, 
2003) など、システム要件の抽出に力点を置いた方法も提案されている。 
これら方法論に関する研究を含め、エスノグラフィック・アプローチに分類される先行

研究では、実利用環境で把握する調査内容や調査方法に多少の違いはあるものの、ユーザ

の実利用環境でフィールド調査を行うことと、調査で把握する内容が主に質的・定性的な

内容であることの 2 点が共通している。 
だが、ほとんどの先行研究が実際の製品開発に関連する実践的なケースやその調査に関

するものであるため、得られた知見の適用範囲は極めて限定的である。また、論文の記述

においても、調査の実施方法や条件などは記載されていても、得られた知見の記述が不十

分なものが多い。つまり、エスノグラフィック・アプローチによる研究は、ユーザの実利

用環境における製品利用の実態の把握と理解が中心であり、ユーザの製品評価構造の解明

や、評価に影響を与える心理的要因の解明などの研究は行われていないのが現状である。 

フィールドユーザビリティに関する研究 

実利用環境のユーザビリティに関するもう一つのアプローチが、「フィールドユーザビ

リティ」に関する研究である。フィールドユーザビリティは、製品やシステムの想定ユー

ザの実際の環境において、ラボにおけるユーザビリティテストと同様にタスクを提示して

試用評価を行うものである。 
フィールドユーザビリティテストは、特にモバイルデバイスを用いたアプリケーション

など、ユーザが移動し様々な状況での利用が想定されるものに対する評価法として、2000
年代前半から次第に行われるようになった (e.g. Abowd et al., 1997; Cheverst et al., 
2000; Kjeldskov et al., 2004; Lumsden et al., 2008) 。 
実利用環境におけるユーザの利用実態に基づいてユーザビリティテストを行うことは、

ラボにおけるテストと比べ、より多くの発見があると考えられる。しかし、両者のユーザ

ビリティテストの差異の有無やフィールドユーザビリティテストの有用性については、現

在でも議論が展開されている。 
ラボでのユーザビリティテストとフィイールドユーザビリティテストとの間に有意な

差がないとする研究は、Kjeldskov ら (2004) やKaikkonen ら (2005) の研究がある。 
Kjeldskov ら (2004) は、モバイル患者記録システムのプロトタイプに対して、ユーザ

ビリティ・ラボでの評価と実際の病院でのフィールドユーザビリティテストの結果を比較

する研究を行った。被験者はいずれも 6 名ずつで、現役の看護師を対象にしている。分析

では、ユーザビリティ上の問題点を抽出し、内容によって“Critical”“Serious”“Cosmetic”
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の 3 段階に分類した。 
その結果、発見された問題点の総数だけを比較すると、フィールドよりもむしろラボテ

ストの方が有意に多く問題点が発見された。また、ユーザビリティ上の問題として も深

刻な問題である“Critical”に分類された問題や、利用文脈に依存するような問題について

も、ラボとフィールドでは、ほとんど同数だったと報告している。 
またKaikkonen ら (2005) も、モバイルアプリケーションを対象にした、ラボとフィー

ルドのユーザビリティテストの比較研究を行っており、発見された問題点は同様で差がな

かったと報告している。Kaikkonen らは、Kjeldskov ら (2004) よりも多くの被験者によ

る比較を試み、ラボ 20 名、フィールド 20 名の被験者によるテストを実施した。対象とし

たアプリケーションは、モバイル端末とコンピュータの間でファイル交換を行うソフトウ

ェアである。フィールドユーザビリティでは、被験者は駅からショッピングセンターまで

の間を徒歩と地下鉄を使って移動することを指示され、その間にタスクを実行するという

条件で実施された。 
その結果、発見された 22 種類の問題点は、ラボテストでもフィールドユーザビリティ

テストでも同様に発見された。ただし、その問題が発生した被験者の数では、22 種類中 3
種類の問題点について、有意にフィールドの方が多く発見された。その他、タスク実行時

間の差やタスク達成度についても両者には有意な差がなかったとしている。 
しかし、ユーザの振る舞いには大きな差があり、フィールドテストでは歩行中の画面の

閲覧には認知的負荷が大きく、難しいタスクの場合では立ち止まる被験者が多く観察され

た。また逆に、ファイルのアップロードなど処理に時間がかかる時には、よそ見をしたり、

自分の携帯電話で着信を確認したりするなど、注意が端末から離れる様子も観察されるな

ど、環境の違いの影響は、質的な発見として表れたと報告している。 
しかし、この結果はラボとフィールドそれぞれのテストの実施時間に違いがあったり、

データ収集の方法が同じでなかったり、実施上の問題点が指摘されている (Garzonis, 
2005; Nielsen et al., 2006)。また、分析対象はあくまで観察によって発見されたユーザビ

リティ上の問題点の数であり、質的な問題点やユーザの振る舞いの違いなどを分析対象に

していない点も問題として指摘されている (Nielsen et al., 2006)。 
一方、実利用環境でのフィールドユーザビリティテストの方が、より現実に即した問題

を多く発見できることを示した研究に、Duh ら (2006) やNielsen ら (2006) の研究があ

る。 
Duh ら (2006) は、携帯電話での通話やメールの送受信などの利用を対象に、ラボと電

車内でのユーザビリティテストの違いを比較した。被験者はそれぞれ 10 名である。分析

では、ユーザビリティ上の問題点を抽出し、内容によって“Critical”“Serious”“Cosmetic”
の 3 段階に分類した。 
その結果、電車内で実施したフィールドユーザビリティテストの方が、有意に多くの問
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題点を発見できた。特に深刻な問題である“Critical”に分類された問題点で大きな違いが

表れた。特に、フィールドでしか発見されなかった“Critical”レベルの問題があった。ま

た、タスク実行時間もフィールドユーザビリティテストの方が有意に長い結果となった。

また、被験者の振る舞いの種類の多さもフィールドの方が有意に多かったとしている。 
Nielsen ら (2006) は、Kjeldskov ら (2004) の実験の問題点を指摘した上で、モバイル

物品登録システムを対象に、ラボとフィールドでのユーザビリティテストの結果を比較し

た。被験者はこのシステムの未経験者 14 名で、ラボとフィールドの 2 つのグループに分

け、それぞれテストを実施した。 
その結果、フィールドユーザビリティの方が、有意に多くの問題点を発見することがで

き、特にフィールドユーザビリティテストでしか発見されなかった問題も有意に多かった。 
Kjeldskov ら (2004) は、“Cosmetic”レベルの問題を発見するのは、ラボテストの方が

向いていると述べている。しかし、Nielsen らの結果では、“Critical”“Cosmetic”の 2
つのレベルで、フィールドユーザビリティの方が有意に多く問題点を発見できたと述べて

おり、結果は真っ向から対立している。 
また、Nielsen ら (2006) は被験者の精神的負荷を測定するために NASA-TLX (NASA 

task load index: Hart & Staveland, 1988) を用いて測定しているが、フィールドユーザビ

リティの方がやや高い値を示したものの、統計的に有意ではなかった。被験者による主観

的な満足度評価も有意な差はなかった。 
このようにフィールドユーザビリティは、その有効性をめぐって議論になっている。し

かし、この議論はラボとフィールドという環境の違いこそあれ、ユーザビリティテストと

同様にシステムの未経験者に対して決められたタスクを1度だけ実施する手法で行われて

おり、長期的な視点は一切加味されていないなど、実利用環境におけるユーザ評価の本質

に迫るものではない。 

実利用環境での利用に着眼した先行研究のまとめ 

エスノグラフィック・アプローチおよびフィールドユーザビリティに関する研究は、い

ずれも実利用環境を対象にしているものの、実際のユーザの長期にわたる利用や製品評価

の形成過程については、研究対象となっていない。 
そこで次に、長期的な利用経験がユーザビリティ評価の変化に及ぼす影響に関する研究

についてレビューを行う。 
 

1.2.3. 長期的な製品利用とユーザビリティに関する先行研究 

長期間の利用による、ユーザビリティ評価の変化は、近年関心を集めている課題の一つ

である。たとえば、HCI の国際会議の 1 つである ACM SIGCHI (the Association for 
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Computing Machinery's Special Interest Group on Computer Human Interaction) で
は、2007 年および 2008 年の会議において、経時的なユーザビリティ評価 (longitudinal 
usability study) に関するパネル討論を企画している。また、ユーザビリティ専門家の学

会である、UPA (the Usability Professionals' Association) においても、2006 年から毎年

関連する発表やワークショップが企画されている。しかし現時点において、経時的なユー

ザビリティ評価に関する研究は数えるほどしか発表されていない。特に、同一被験者の経

時的変化を計測・分析した研究は極めて少なく、その代表的な研究が以下に取り上げる 3
つの研究である。 

Vaughan & Dillon (2006) のWebニュースサイト・デザインに対する研究 

Vaughan & Dillon (2006) は、Web サイトのデザインの違いが情報の理解や操作性に与

える影響を検討するために、2 つの異なるWeb ニュースサイトのデザインに対する比較評

価実験を行った。普段から紙の新聞を読み慣れている被験者 25 名を 2 群に分け、それぞ

れ異なる Web デザインを用いたユーザビリティテストを実施した。一つは、いわゆるニ

ュースサイトらしいデザインのもの。もう一つは、ニュースサイトらしからぬデザインで、

いわば使いにくいデザインのものである。 
実験は、ユーザビリティ・ラボで実施された。各被験者には、ニュース記事を自由に購

読させた後、指示された情報を探し出す情報探索タスクを実施した。収集したデータは、

理解度 (ニュースのタイトルとカテゴリ、タイトルとカテゴリの記憶数と再認記憶の正確

さ)、ユーザビリティ (情報探索タスクの実施時間、タスクの正確さ、主観的満足度) 、ナ

ビゲーション (操作に要したステップの数、閲覧したカテゴリノードの数) を測定した。

上記の操作と計測を 1 セッションとし、各被験者は 3～5 日の間を空けて、同様のセッシ

ョンを 5 回以上繰り返し実施した。なお、ニュースの内容は毎回異なるものであった。 
その結果、2 つのWeb サイトデザインの違いは、有意にニュースサイトらしいデザイン

の方が理解度、ユーザビリティ、ナビゲーションのいずれの指標においても良い成果だっ

た。 
次に、テスト回数による影響を分析するために、5 回の測定結果を被験者内計画として

分散分析を行った。その結果、ユーザビリティ指標に有意な主効果が見られた。個別の指

標では、タスクの実施時間、および主観的満足度において 0.1%水準で有意な主効果が見ら

れ、いずれも回数を重ねるごとに改善が見られた。また、10%有意傾向ではあるものの、

タスクの正確さについても改善傾向が見られた。理解度についても、ニュースタイトルの

記憶数や再認記憶、ニュースカテゴリの記憶数の指標において有意な改善が見られた。こ

うした傾向は、デザインの違いによって差はなく交互作用もなかった。 
ただし、閲覧したカテゴリノードの数だけは、ニュースサイトらしくないデザインの方

が、テスト回数を重ねるにつれ劇的に改善される交互作用が見られた。つまり、不適切な
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サイトデザインであっても、何度も利用するにつれて操作に慣れ、より短い手順で閲覧で

きるようになったことを示している。 
Vaughan & Dillon の研究は、ユーザビリティ・ラボでの、繰り返しのユーザビリティ

テストであり、実利用環境における結果ではない。また、長期間と言ってもテストの回数

を重ねているに過ぎず、継続利用の効果を測定しているとは言いにくい。回数を経るに従

って、被験者の印象がどのように変化したか、その理由など質的な内容については分析さ

れていないという問題がある。 
しかしながら、Vaughan & Dillon の研究の成果は、1 回目のユーザビリティテストでは

問題の多かったデザインであっても、利用経験を重ねる度に操作性能ばかりか、主観的満

足度も改善されることを示しており、操作への習熟や慣れに対するユーザの柔軟性を明ら

かにした点で重要な知見である。Vaughan & Dillon はこの研究の考察として、1 回のユー

ザビリティテストでは、インタラクションの理由や原動力を解明するには十分ではない可

能性があると指摘している。 

Kjeldskovら (2005) の電子患者記録システムに対する研究 

HCI の研究分野では、初心者と熟達者ではユーザビリティ評価の結果が異なるという、

幾つかの研究成果がある (e.g. Bednarik & Tukiainen, 2005; Ishii & Miwa, 2002; 
Urokohara et al., 2000; Prümper et al, 1991)。これらの成果は、いずれも初心者群と熟達

者群が、それぞれ異なる被験者で構成された群間比較に基づいたものである。これに対し

Kjeldskov ら (2005) は、利用経験を積み、時間を経ることが本当にユーザビリティの問

題を解決する要因であるかを検証するために、同一被験者による実験を試みている。 
Kjeldskov らは、病院で実際に利用されている電子患者記録システムを対象に、15 か月

の期間を空け、2 度のユーザビリティテストを実施した。被験者は、このシステムを日常

業務として利用しなければならない 7 名の看護師である。被験者の看護師は、 初にこの

電子患者記録システムの使い方の講習を受けるまで、対象システムの利用経験のない初心

者のユーザである。 
まず、14～30 時間の対象システムの講習を受けた後、 初のユーザビリティテストをユ

ーザビリティ・ラボ環境で実施した。タスクは日常実施するような作業から 7 つを設定し

た。実施タスクの達成度、エラー率、達成方法の正しさなどを“有効さ”の指標に、タス

ク達成時間を“効率”の指標として測定した。また、被験者の精神的負荷を測定するため

に NASA-TLX を用いて測定した。さらに、被験者のテスト結果のビデオ分析から、ユー

ザビリティ上の問題点を抽出し、その内容を 3 つのランクで優先度づけを行った。3 つの

ランクとは、“Critical”“Serious”“Cosmetic”である。 
Kjeldskov らは、同一被験者の実験ではあるが便宜的に、1 回目のテストを“初心者”

の結果、2 回目のテストを“熟達者”の結果と見なし分析している。まず、熟達者の方が
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有効さの各指標 (達成度、エラー率、達成方法の正しさ) で有意に良い結果であった。し

かし、効率 (タスク達成時間) については、有意な差はなかった。実際に、簡単な情報入

力のタスクでは、熟達者の方が早かったものの、複雑なタスクでは目立った差はなかった、

としている。 
また、ユーザビリティの問題の内容分析では、初心者の方が有意に多くの問題点が含ま

れており、特に Serious に分類された問題が、有意に多く発生していた。さらに詳しく問

題を分析すると、複数の被験者で発見された 61 個の問題点のうち、40 個の問題が、初心

者と熟達者に共通する問題であった。また、Critical に分類された 21 個の問題のうち、17
個もの問題が 15 か月間の利用によっても解消されずに残っていた。また、同様にSerious
に分類された問題も、多くが解消されていないことが示された。 
被験者の精神的負荷については、NASA-TLX の 7 つの指標のうち、熟達者のフラスト

レーション (frustration) だけが顕著に改善されたものの、認知的要求 (mental demand) 
や、努力 (perceived effort) はあまり改善されなかった。 
このような結果からKjeldskovらは、初心者と熟達者の違いに関する先行研究の成果を、

同一被験者による経時的な研究法によって実証できたとしている。しかしながら、

Kjeldskov らの研究が示した重要な点は、熟達者になってもユーザビリティの問題は必ず

しも解決しないという点である。 
この研究では、ユーザの主観的評価を把握しておらず、問題が残ったままのシステムに

対してユーザ自身がどのように評価しているかはわからない。また、残されたユーザビリ

ティの問題があるにもかかわらず、熟達者はほとんどのタスクを達成している。この 2 つ

の事象は、どのような関係にあるのだろうか。この点について、Kjeldskov らは十分な考

察を行っておらず、長期に利用した際に残されたユーザビリティ上の問題が、ユーザにと

ってどの程度の問題として認識されているか、あるいは、製品評価に対して及ぼす影響が

どのようなものであるかは、明らかになっていない。 

Mendoza & Novick (2005) のWebサイト制作作業におけるフラストレーションの研究 

Mendoza & Novick (2005) は、ソフトウェア・アプリケーションの初心者が熟達者へと

発達する過程で、ユーザビリティの問題で感じるフラストレーションのレベルがどのよう

に変化するか、またその原因の種類や対処の方法の変化に注目し、経時的な調査を実施し

た。ソフトウェアにおいてフラストレーションを感じる原因としては、初心者ならではの

エラーや、操作手順の複雑さ、処理速度の遅さ、インタフェースの悪さなどが考えられる。 
Mendoza & Novick は、32 名の中学校の教員を被験者として、Web サイト作成ソフト

を用い、8 週間にわたる作業タスクを設計した。各教員が自分自身のWeb ページを作成す

るもので、週ごとに達成すべきタスクを設定した。 
データは被験者自身の自己申告により、その週の間にフラストレーションを感じた出来
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事を記録しレポートしてもらった。同時に、フラストレーションを感じたタイミングごと

に、フラストレーションを測定する尺度を用いて、それぞれの出来事のフラストレーショ

ンのレベルを測定してもらった。 
その結果、フラストレーションのレベルは、週を追うごとに有意に低下することが示さ

れた。同時に被験者自身が評価する操作への熟達度は、週を追うごとに高くなっているが、

フラストレーションのレベルとの相関関係はなかった。 
またMendoza & Novick は、報告された出来事を問題原因ごとに 5 つに分類し、それぞ

れの発生頻度を週単位で集計した。その結果、第 1 週目に も多発した操作ミスや勘違い

といったユーザエラーの数は、第 3 週目からはほとんど発生しなくなる傾向が見られた。

一方、メニューや機能を見つけにくいことが原因の数は、第 3 週～第 4 週でピークになっ

ており、時間の経過に伴って発生する問題点が異なることを示した。 
フラストレーションを感じた出来事の後、どのような対処を取ったかについてもレポー

トから分類・集計した。その結果、誰かに助けてもらったケースが半数を占めた。一方、

マニュアルを利用したケースは 0％だった。また、タスクをあきらめる行為は全体では 7%
程度ではあったが、タスクのあきらめはフラストレーションのレベルと有意な相関があっ

たとしている。 
これらの結果からMendoza & Novick は、フラストレーションの主な原因は、メニュー

や機能を見つけにくいことや操作でのユーザの操作ミスが主な原因であると考えられる、

としている。そして、時間が経つにつれフラストレーションが次第に解消されることから、

一般のユーザビリティテストは、初心者のフラストレーションの原因であるエントリーバ

リア (entry barriers) を調べているに過ぎないと指摘し、長期的なユーザビリティ問題の

発見と解決方法の必要性を主張している。 
確かにMendoza & Novick の研究は、現在一般に行われているユーザビリティテストの

問題点を指摘するには、十分な根拠と言えるかもしれない。しかし、フラストレーション

が低下することと学習可能性や習熟性との関係については、十分考察がなされていない。 
この研究のユニークな点は実利用環境を前提としたものであり、周囲の誰かに助けても

らったり、作業をあきらめたりと、ユーザのリアルな対処法を把握していることである。

しかしながら、こうした実際のユーザの行為とフラストレーションの低下との関連性につ

いては、十分な考察がなされておらず、実利用環境におけるユーザの特性を解明するには

至っていない。 

長期利用を考慮したその他の研究 

同一被験者による経時的な研究ではないものの、家電製品を対象とした長期利用と製品

評価との関係を考える上で重要な研究がある。それが、倉持・太田 (2004) の研究である。

倉持・太田の研究は、家電製品のインタラクション操作の慣れの学習効果に注目したもの
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であり、製品評価の実態やその構造を解明するためのものではない。だが、通常のユーザ

ビリティテストでは発見できない問題の存在を示し、製品評価との関連性を示唆するもの

である。 
倉持らはビデオカメラを対象に、その製品を購入し 4～8 か月使用しているユーザの中

から、高頻度ユーザと低頻度ユーザの 2 つの被験者群を設定した。加えて、その製品を操

作したことのない初体験者のグループを設け、3 群 11 名に対して同じ内容のユーザビリテ

ィテストを実施し、各タスクの達成度を測定する実験を行った。実験では同時に、主観的

な製品満足度について 10 段階で把握した。 
その結果、製品を購入し利用経験があっても、機能によっては普段から使っていないた

めに学習効果が上がりにくいものがあることが確認された。倉持らは、利用経験を重ねて

も学習効果の上がらないものを“ラスティングバリア”と定義した。倉持らの分析による

と、このラスティングバリアが残っていると、その問題が操作効率の低下など直接ユーザ

ビリティに関わる深刻ものでなくても、製品満足度を低下させる傾向があると述べている。

つまり、長期に使用して「慣れれば使える」ものであれば問題はないが、長期に使っても

覚えられない操作があると、製品満足度自体も下がる可能性がある。 
この研究は、操作の慣れや学習効果に注目したものであるが、長期利用における問題点

の存在と、製品満足度への影響や因果関係については十分な分析と検証が行われていない。

また、被験者数が少ない上、利用経験も 長で 8 か月であり、ラスティングバリアが製品

満足度に及ぼす影響については、長期利用の一般的な現象であると断定するには、限界が

あると言わざるを得ない。 

長期的な利用経験の影響に着目した先行研究のまとめ 

長期的な製品利用におけるユーザビリティ評価の変化に関する研究は、ユーザの利用実

態の解明に接近しつつあると言える。しかし現時点では、経時的なユーザビリティ評価の

研究により、初心者と熟達者の群間比較研究で得られた結果を検証し、操作やシステムに

対する慣れや学習の効果を示すにとどまっている。いずれの研究も製品のユーザビリティ

の問題が、利用経験の蓄積によって解決されるかに焦点が当てられており、ユーザ自身の

製品のとらえ方や製品の評価については、研究対象になっていない。つまり、長期の製品

利用によりユーザがどのように製品を利用し、その結果どのようなメカニズムで製品を評

価するかといった評価構造の把握および解明は、未だなされていない。 
ユーザビリティ評価は、主に製品開発の段階で実施されることが多い。これに対し、実

利用環境における製品の評価は、これまで一般には顧客満足の問題として取り扱われてき

た。そこで、次にユーザビリティと顧客満足に関する先行研究について概観する。 
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1.2.4. ユーザビリティと顧客満足に関する先行研究 

Jokela (2004) の指摘によると、ユーザビリティの高さとビジネスでの成功は、必ずし

も相関しない場合があるという。明らかにユーザビリティ上の問題があるにもかかわらず、

ビジネス的に成功している製品がある一方、ユーザビリティは優れているのに、ユーザの

評判が低いものもある。Jokela は、このような現実を指摘した上で、ユーザビリティと顧

客満足との関係を分析する必要性があると主張している。Jokela の指摘は、これまでユー

ザビリティ研究の分野では、ビジネスとの関連で議論される顧客満足について、あまり関

心が向けられてこなかったことを意味している。 
そこで、ユーザビリティと顧客満足の関係について、HCI およびユーザビリティ研究に

おける現状を述べるとともに、顧客満足研究におけるユーザビリティ評価の位置づけにつ

いても述べる。 

ユーザビリティ研究およびHCI分野における関連研究 

ユーザビリティと顧客満足を直接研究対象とした先行研究は、ユーザビリティ研究や

HCI 分野の研究においてもほとんど見当たらない。しかし、関連する研究として HCI 分
野にend-user computing satisfaction (EUCS: コンピュータ利用者満足度) に関する研究

領域がある。 
EUCS の研究は、ビジネスでのコンピュータ利用が普及し始めた 1980 年代から盛んに

研究が行われ、現在でも主要な研究領域の一つである (Harrison and Rainer, 1996)。
EUCS 研究は、対象をソフトウェアに限定し、様々なタイプのソフトウェアに対して数多

くの評価指標が作られ、数多くの実証的研究がなされてきた。それにもかかわらず、ユー

ザビリティと満足度との関係は明確になっていない (Lindgaard and Dudek, 2003)。また、

EUCS で扱う満足度は、正確な定義がなされていないが、いわゆる顧客満足とは概念が異

なるものである。言うなれば、当初想定した利用目的と照らし合わせて、ソフトウェアの

機能や性能に対する主観的な充足度評価だと言える。 
一方、ISO 9241-11 によるユーザビリティの定義では、ユーザビリティの下位概念とし

て“満足度”が定義されている。定義では「不快さのないこと、及び製品使用に対しての

肯定的態度」とされており、これも顧客満足の概念とは異なるものである。 
実際のユーザビリティ評価の実務では、満足度を測定するために質問紙による被験者の

主観評価を把握する (e.g. Bevan & Macleod, 1994)。満足度評価の質問紙には、ユーザビ

リティ評価手法として開発された SUMI (Kirakowski, 1996) や SUS (Brooke, 1996)、
QUIS (Chin et al, 1988) などがある。その他、Web サイトや携帯電話など特定製品に対

する質問紙の開発は現在も行われている (e.g. WAMMI: Kirakowski & Cierlik, 1998; 
UFOS: Konradt et al, 2003; MPUQ: Ryu & Smith-Jackson, 2005)。 
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しかし、いずれの質問紙においても顧客満足に相当する質問や、製品総体としての満足

度を直接的に尋ねる質問項目は含まれていない。たとえば、SUS で製品全体の満足度に相

当する項目は「このシステムをしばしば使いたいと思う」という項目しかない。 
現在知られている 8 種類のユーザビリティ質問紙、427 項目の単語の出現頻度を計算し、

項目の内容分析を行った Ryu (2005) によると、ユーザビリティ質問紙の項目は、easy, 
difficult, clear, consistent, confusing, helpful といった単語が上位を占めており、ユーザの

使いやすさの認識に対する印象を尋ねるものがほとんどであった。 
つまり、ユーザビリティの定義に含まれる満足度は、顧客満足を指すものではなく、利

用品質属性に対する主観評価であると言える。また、あくまで製品づくりの段階における

ユーザビリティテストのための指標であり、製品を購入して実際に利用している実ユーザ

を対象とたものではない点も大きく異なっている。 
次に、顧客満足研究におけるユーザビリティ評価の位置づけについて述べる。 

顧客満足研究における関連研究 

顧客満足に関する研究は、消費者行動研究の分野の主要な研究領域である。消費者行動

論では、1960 年代後半から顧客満足、不満足、苦情行動に関して、数多くの実験的、実証

的研究がなされている (清水, 2006)。消費者行動論における顧客満足研究をまとめた

Oliver (1997) によると、顧客満足とは次のように定義される。 

満足とは消費者の充足反応である。それは、製品またはサービスの特徴、あるい

は製品またはサービス自体が喜ばしい水準の消費関連の充足 (不充足または過充足

の水準も含めて) をもたらした (あるいはもたらしつつある) という判断である 
[Oliver, 1997, P.13; 日本語訳は阿部, 2004 による] 

Oliver の定義によると、満足は喜ばしいという感情的反応に基づくものであるが、これ

には感情的反応を認知・判断するという、認知的側面を持っている (阿部, 2004)。また、

“消費関連の充足”となっており、主に購買行動に対する評価として満足をとらえている。 
この定義では購買後の製品利用が含まれないように受け取れる。そもそも“消費 

(consumption)”という用語には製品の価値の消費、つまり利用が含意されている。しか

しこれまでの顧客満足研究では、ユーザビリティ研究で主に扱われるインタラクティブ製

品のように、長期の利用によって評価が変化するような製品はあまり扱われていない。こ

れは、従来の製品の多くが食品や衣料品などのように、購買と利用 (食べる／着る) に対

する評価がほぼ同義と言える製品が多かったことと関連している。そのため、Oliver の定

義にも長期にわたって製品を利用することはあまり意識されていない。 
ユーザビリティ評価は、製品に対する顧客満足の重要な判断のひとつであると考えられ
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る。しかし、消費者行動論において、ユーザが製品を利用する過程や製品利用経験を加味

した評価は、主要な焦点となっておらず、ユーザビリティを考慮した研究はなされていな

い。このことは、消費者行動論が、製品利用プロセスへの関心が薄かったこと、また研究

対象となった多くの製品が、現在ほど複雑な利用プロセスを要するものでなく、購買は消

費を意味し、消費と利用はほぼ同義であるようなものが多かったことと、関連しているも

のと考えられる。 
消費者行動論の歴史を見ると、研究の関心が購買の意思決定プロセスに傾きすぎている

ことを指摘し、購買後のプロセスにも目を向けるべきとする、消費経験主義という考え方

が 1990 年代頃に登場している。しかし、その研究のほとんどは、消費の意味や消費後の

再購買・ロイヤリティ形成といったものであり、製品の利用の過程を対象とする研究は行

われていない。 

実利用ユーザの顧客満足に着目した研究のまとめ 

ユーザビリティと顧客満足に関する研究は、両者の関係を解明する必要性が主張されて

いるにもかかわらず、研究が行われていない。また、顧客満足研究の領域では、そもそも

製品の利用過程を加味した評価は研究の焦点になっておらず、先行研究も見あたらない。

インタラクティブ製品のように、使い込むうちに次第に製品を理解し、徐々に正確な顧客

満足を形成していくような製品は、これまで研究対象になっておらず、ユーザビリティを

含む製品評価および顧客満足の形成過程についての研究はいまだなされていない。 
 
実利用環境において、製品を購入したユーザ自身がどのように製品を利用し評価するか、

その構造やプロセスなどのメカニズムの解明はいまだなされていない。市場においてユー

ザから支持される付加価値の高い製品づくりを目指すためには、実利用ユーザがどのよう

に製品を利用・評価するか、そのメカニズムを把握した上で、ユーザに必要な支援策をあ

らかじめ準備しておくなどの策を講じることが重要となる。そのためには、実利用環境に

おけるユーザの製品利用と評価のメカニズムを解明することが、不可欠な知見だといえる。 
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1.3. 研究課題 

1.3.1. 問題意識 

実利用環境におけるユーザ評価の重要性の認識は、UX に関する取り組みや Hornbæk 
(2006) らの指摘により、次第に広がりつつある。しかし、現時点ではいずれの主張も概念

的な提示にとどまっており、ユーザ評価を実証的にとらえた研究や実態に基づく評価法の

提示には至っていない。また、ユーザビリティの研究は、 終的には使いやすい製品づく

りに貢献することにある。そのため、現在行われている UX に関する研究や UX Design
に関する取り組みには、製品をいかに魅力的なものにするか、といった製品側の特性の違

いに着目したものが多い (e.g. Overbeeke et al., 2005; Thüring & Mahlke, 2007)。 
確かに、ユーザ体験を考慮して製品を設計することにより、直接的にユーザ評価を改善

することは可能である。また、その際ユーザの感情的側面を測定する方法を検討すること

は、重要な課題だと言える。しかし、ユーザが実際に行っている製品評価の本質的な理解

がないまま、デザインの改良と評価を行ったとしても、表面的あるいは一時的な効果を測

定するに過ぎなかったり、適切な測定ができていなかったりするのではないだろうか。こ

のような対応だけでは、本当の意味でユーザ体験を良くすることにはならないのではない

だろうか。 
一般に製品に対する評価は、利用時間によっても変化するものであり、必ずしも良い評

価が維持されるものでもない。たとえば、使い始めの印象は良くなかったものが、長く使

って慣れてみると評価が良くなった、といったことは身の回りで日常的に経験することで

ある。また、製品を利用する頻度や使いこなす程度など、ユーザの個々の状況や認識の違

いによっても製品評価は大きく異なるものと考えられる。 
このように実利用環境におけるユーザ評価は極めて複雑であり、とらえにくいものであ

る。だが、だからこそユーザ評価の実態を把握し、その中で評価に影響を与える重要な要

因を抽出することが、ユーザ体験を改善するためには不可欠であると考えられる。しかし、

先行研究のレビューでも明らかになったように、該当する研究領域ではいまだこの課題が

解明されていないばかりか、この着眼点からの研究は行われていないのが現実である。 
製品に対する評価には、慣れや愛着、飽きや陳腐化といった感情、あるいは利用の工夫

やカスタマイズといった利用意欲など、誰もが共通して経験する評価や感情が存在する。

このように共通する評価や感情を手掛かりとすることにより、複雑なユーザ評価も把握・

分析が可能ではないかと考えられる。 
このような問題意識に基づいて、本研究の対象とするユーザ評価の範囲および対象製品

を次のように定義する。 
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1.3.2. 研究課題と対象領域 

本研究はユーザが製品を購入し、実際の利用環境において長期にわたって使用する間に、

利用経験に基づいて次第に形成される製品に対する評価 (以下、ユーザ評価と呼ぶ) を研

究対象とし、その構造を解明することを研究課題とする。 
本研究においてユーザ評価とは、製品利用の結果としてユーザが製品に対して抱く印象

や評価、あるいは態度を意味している。一般にユーザビリティ評価では、操作課題に対す

る出来／不出来や操作の能率など、客観的に把握できる指標を用いてパフォーマンスを測

定することにより、製品を評価することが多い。だが本研究では、製品利用のパフォーマ

ンスの良し悪しについては取り扱わない。あくまで、ユーザが製品を利用した結果に基づ

いて、主観的に判断した使い勝手の評価や、製品利用に対してユーザが抱く感性的な評価

を対象とする。この対象領域は、UX とほぼ同様であるが、ユーザ評価は長期にわたる利

用という、時間的な要素を加味している点がUX とは異なっている。 
また本研究の対象領域は、顧客満足とも異なるものである。顧客満足は、製品の評価の

みならず購入価格や付随するサービス、ブランドイメージなども含めたトータルな評価で

あると考えられる。しかし、先行研究のレビューでも示したように、顧客満足研究では、

製品の利用経験に基づく製品評価を正確には扱っていない。一方、本研究は、製品利用の

経験に基づくユーザ評価を対象とすることから、顧客満足とも異なる概念であると言える。 
ユーザ評価には、製品利用に対するユーザの態度や感情など心理的側面が影響するもの

と考えられる。たとえば、購入時から製品に対して好意的な感情があれば、利用の結果に

対しても寛容である可能性が高い。そのため、利用に関するユーザの心理的要因も本研究

の対象領域に含まれる。 
上記のことから本研究の対象領域は、図 1-2 のように位置づけることができる。 
 
 

図 1-2 本研究の対象領域 
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1.3.3. 対象とする製品 

本研究で対象とする製品は、特にコンシューマ向けに提供された、インタラクティブな

操作を伴う電子機器およびソフトウェアとする。インタラクティブな操作とは、ユーザが

電子機器やソフトウェアに対して指示を与える際に、対話的に行うものをいい、液晶画面

など製品に付随する表示インタフェースを通して操作するものである。インタラクティブ

な操作を伴う電子機器は、主にコンピュータを応用したインタラクティブシステム 1) であ

り、一般にハードウェアとソフトウェアによって構成されている。 
本研究では、これらインタラクティブな操作を伴う電子機器やソフトウェアを総称して

「インタラクティブ製品」と呼ぶことにする 2) 。 
本研究において対象とする製品をインタラクティブ製品とするのは、次の理由による。 
インタラクティブ製品は、多くの機能や設定をメニュー画面などの操作を通して、一元

的に制御できるメリットがある。しかし、メニュー画面などの設計やデザインは、設計者

の自由にできることから、設計の良し悪しによっては操作エラーが多くなったり、操作方

法を覚えられなかったりするなど、ユーザビリティの問題が起こりやすい。 
元々ユーザビリティの概念は、インタラクティブ製品に限ったものではない。だが、イ

ンタラクティブ製品には、常にユーザビリティの問題が伴うものである。ユーザビリティ

の定義として広く認知されている ISO 9241-11 や、使いやすい製品づくりのための人間中

心設計プロセスを規定した ISO 13407 が、いずれもソフトウェアやコンピュータを利用し

たインタラクティブシステムを対象とした規格である理由は、こうした製品特性によると

ころが大きい。 
インタラクティブ製品は通常複数の機能があるが、これらはユーザが意図的に操作しな

ければ機能しない。たとえばワープロソフトなど高機能な製品の場合、文章入力のような

基本的な操作は多くのユーザが経験するものである。だが、図や表の作成、用紙設定など

応用的な機能となると、利用したことのないユーザが格段に増える。一般にインタラクテ

ィブ製品は、利用の初期段階だけでは製品を評価するだけの機能を把握しきれないことが

多い。そのためユーザは、長期間にわたって利用し、使い込んでいく過程で次第に製品を

理解していく。またその過程で、製品の品質や性能を評価できるようになる、という特徴

がある。 
また、コンシューマ向け製品に限定する理由は、ユーザが自らの意思でリスクを認知し、

製品購入の意思決定をすることが、顧客満足の形成に影響を与える可能性が高いからであ

る。また、顧客満足研究における多様な成果や知見を用いて考察するためには、購買を前

                                                  
1 ISO 13407 では、“インタラクティブシステム”を次のように定義している。「ユーザーの仕事の達成をサ

ポートするために、人間のユーザーからの入力を受信し、出力を送信する、ハードウェアとソフトウェア

の構成要素によって結合されたもの」(日本語訳は、JIS Z 8530 (2000), p.2 による)。 
2 本研究では、一般消費財として市場に投入された製品 (商品) を対象として想定している。そのため、利用

者の視点を重視し、“システム”の用語は避け、“インタラクティブ製品”と呼ぶことにした。 
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提とする必要があるのも一つの理由である。 
確かに公共空間における ATM や切符券売機などの端末機器、あるいは職場で利用する

コピー機など事務機器の多くもインタラクティブ製品であり、コンシューマ製品と同様に

分析すべき対象ではある。だが、公共空間や職場で利用する製品群の多くは、ユーザとな

る個人が購買の意思決定に関与しないことから、顧客満足形成のメカニズムが異なること

が考えられる。また、製品に対する心理的要因についても、個人で所有している製品に作

用するものと、公共的な製品に作用するものとでは、大きく異なることが考えられる。公

共的な製品は、好むと好まざるとにかかわらず、必要に応じて使わざるを得ないが、個人

的に所有する製品では自分の目的や嗜好に合わせた製品を選択することができ、ユーザ自

身の心理的要因の影響が反映される可能性が高い。これらのことから、本研究ではコンシ

ューマ向け製品を購入したユーザを対象に検討することとした。 
なお、インタラクティブ製品には、ハードウェアやソフトウェア単体のものもあるが、

ハードとソフト、さらにサービスを組み合わせることによって成立するものもある。通常

ユーザは、ハードとソフト、サービスを一体のものとして理解することが多い。そこで本

研究では、便宜上ハード、ソフト、サービスなどを組み合わせて構成される製品も含み、

総称として「製品」と呼ぶことにする。 
 

1.3.4. 対象製品群の範囲 

本研究の主眼は、インタラクティブ製品のユーザ評価が形成されるプロセスや心理的要

因の影響など、製品評価の構造について、特定の製品種別によらず一般的な構造を導出す

ることにある。しかし、今日市場に提供されているコンシューマ向けのインタラクティブ

製品 (主に家電製品) は多種多様であり、製品種別によってはユーザ評価の構造が同一で

ない可能性がある。 
前項でも述べたように、本研究が着目するインタラクティブ製品の特性は、初見では全

ての製品品質を把握しきれないが、使い込むことにより製品を次第に理解し、製品評価を

形成していくという点である。つまり、こうした特徴を持つ製品群を対象とする必要があ

る。こうした特徴は、操作の習得に時間を要したり、使いこなしにスキルを要したりする

ような、操作性の難易度が高い製品に見られるものと考えられる。 
インタラクティブ製品の操作性の難易度は、非常に幅広い。機能の数が少なければそれ

だけ操作は簡単になる。また、携帯電話やパソコンのように、通話機能など も基本的な

機能は簡単に操作できるものの、ウェブの閲覧やメールの送受信では操作が複雑になるな

ど、同一製品でも異なる難易度を持ったものもある。一般に複雑な操作を伴うインタラク

ティブ製品は、慣れや学習を要することが多く、製品を使い込むことにより徐々に製品評

価が変化していくものと考えられる。また、複雑なインタラクティブな操作は、年配者や
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操作に慣れていないユーザにとっては、使うことが難しいといわれており、ユーザビリテ

ィの改善が必要な理由にもなっている。これらのことから、本研究では、やや複雑なイン

タラクティブ操作を必要とする製品を対象とする。 
また、コンシューマ製品の中には、社会的に広くその機能を認知されている家電製品も

あれば、一部のニーズに応えるような専門的な製品もある。機能の認知度は、ユーザの利

用目的と対応しており、認知度の違いがユーザ評価の構造の違いに影響するとは必ずしも

言い切れない。しかし、現在の日本では、生活に用いる一般的な機能を持つ製品であって

も、技術の進歩によって次第に複雑な操作を必要とする製品へと変化しつつある。今後、

超高齢社会や多様な価値観を認め合う社会を構築する上では、基本機能の社会的認知度の

高い一般的な製品こそ、より使いやすいものになるよう努力すべきだと考えられる。その

ため、本研究では、多くのユーザが日常的に使い込んでいる製品を想定し、製品の基本機

能について一般ユーザの認知度が比較的高い製品群を対象に検討を進める。 
以上のことから、本研究で想定する対象製品の概念的な範囲を、図 1-3 で示す。この範

囲の製品群であれば、個々の製品種別によらずユーザは製品を使い込みながら次第に製品

評価を形成する特徴を有しているものと考えられる。 
 

 [製品写真の出所: http://www.biccamera.com] 

図 1-3 本研究が想定する対象製品群の概念的な範囲と製品例 
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1.4. 研究の目的と意義 

1.4.1. 目的 

本研究の目的は、実利用環境において、インタラクティブ製品の実ユーザが利用経験に

基づいて行う製品評価の構造を明らかにすることである。具体的には、「実利用環境での製

品利用」「実利用経験に基づく製品評価」「製品利用に対するユーザの心理的要因」の 3 つ

に着目し、それら相互の関係を実証的研究によって明らかにする。 
また、実証的研究を通して、実利用環境における製品評価の重要性について考察する。

また、得られた知見を基に、実利用環境で有効だと考えられる、ユーザ支援のあり方につ

いても検討を行う (図 1-4)。 
 
 
●本研究の目的： 

実利用環境において、インタラクティブ製品の実ユーザが利用経験に基づい

て行う製品評価の構造を明らかにする 

 

● 実証的研究によって明らかにする範囲： 

① 実利用環境における製品利用と製品評価の関係を明らかにする 

② インタラクティブ製品の利用に対するユーザの心理的要因を明らかにするとと

もに、製品利用との関係を明らかにする 

③ ユーザの製品利用に対する心理的要因と製品評価の関係を明らかにする 

 
 

●実証的研究を通して検討する事柄： 

・ 実利用環境における製品評価の重要性について考察する 

・ 実利用環境で効果を発揮する、新しいユーザ支援のあり方について検討する 

 

図 1-4 本研究の目的 
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1.4.2. 研究の意義 

本研究は、製品を購入した実ユーザの製品評価を対象にしたものである。本研究の成果

として、実利用環境におけるユーザ評価の構造をモデルとして提示することができれば、

UX を考慮したインタラクティブ製品の企画立案やデザインを行う際の重要な手がかりに

なるものと考えられる。 
特に、ユーザ評価に影響を与えるユーザの心理的要因を解明することの意義は大きい。

それにより製品そのものの品質を高めるだけでなく、ユーザの心理的要因に働きかけるデ

ザインやサービスなどを通して、間接的にユーザに対して良い利用体験を実現することが

できると考えられるからである。また、これまで顧客満足調査の一環として行うにとどま

っていることが多かった、実利用環境におけるユーザ評価も、本研究の知見を元にすれば、

的確に測定でき、製品の改善方針を明確にできるものと考えられる。 
本研究によって、貢献が期待される事柄をまとめると、以下のように考えられる。 

学術分野における貢献 

 ユーザビリティ研究および消費者行動研究において、実利用環境における製品利用に

関する研究の基礎的知見を提供する 

 実証的な研究によって得られた、インタラクティブ製品に対する実利用環境のユーザ

評価構造について、一般的なモデルを提示する 

 製品利用に対するユーザの心理的な要因を解明し、それを測定可能にする心理尺度を

提供する 

産業分野における貢献 

 インタラクティブ製品の企画やデザインにおいて、ユーザの利用や評価の過程を想定

する手がかりとなる 

 ユーザ評価を測定するための質問紙など、本研究で作成するツールを利用することが

できる 

 ユーザの利用体験を支援する、様々な方策を立案するための基本的なフレームワーク

として利用できる 

 評価に影響を与える要因を操作することによって、間接的な手法でユーザ評価を高め

る新しい方策を検討できる 
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1.5. 研究のアプローチ 

実利用環境においてユーザ評価が形成される要因には、実際の製品利用経験が直接的に

関連するものと考えられる。実際の利用経験が良いものであれば、製品評価はよく評価さ

れる (図 1-5 の矢印①)。しかし、実際の製品利用は極めて多様であり、質問紙調査などを

用いて利用実態を詳細に調べたとしても、対象製品の製品特性に依存した使い方が抽出さ

れる可能性が高く、インタラクティブ製品一般に共通する製品評価との関連性を見出すこ

とは難しいと考えられる。 
そこで本研究では、まず、実利用環境における製品評価について定性的研究アプローチ

により把握・分析し、ユーザの製品評価のプロセスや構造および心理的要因を明らかにす

る。定性的研究アプローチでは、個別の製品特性によらずインタラクティブ製品に共通す

る製品評価のモデルを導出することを目標とする。次に、導出した製品評価モデルについ

て、定量的に把握可能な変数を定めるた上で、定量的研究アプローチによって実際の評価

構造を検証する (図 1-5)。 
定量的研究アプローチでは、対象製品の利用に対して抱く心理的要因と、実利用経験に

基づく製品評価との相互関係に注目し分析を行う (図 1-5 の矢印③)。もし、実利用環境で

の利用の仕方が多様で、定量的には把握が困難であったとしても、ユーザの心理的要因と

製品評価との関連を分析し、定性的研究アプローチの成果との矛盾がないことを示すこと

ができれば、定性的研究アプローチで得られた結果の妥当性を示すことができるものと考

える。 
 

図 1-5 実証研究で明らかにする範囲 

 
 

 

利用ユーザ
の心理的要因

実利用環境での
製品の利用

実利用経験に基づく
製品評価② ①

③

定性的研究アプローチで明らかにする範囲

定量的研究アプローチで明らかにする関係性
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これらのことから、本研究における実証研究の実施手順および研究アプローチを図 1-6
に示す。なお、実施する各実証研究は、それぞれ本論文の各章に対応している。 

 
 

図 1-6 本研究のアプローチ法 

 
 

  

定
量
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① 実利用環境における製品利用と製
品評価の関係の解明

②-1 インタラクティブ製品の利用に対
するユーザの心理的要因の解明

③ ユーザの心理的要因と製品評価の関
係の解明

• 実ユーザに対するデプスインタビュー
• 修正版グラウンデッド・セオリー・アプ
ローチ (M-GTA)による分析

実証研究によって明らかにする範囲 研究アプローチ

• 実ユーザに対するデプスインタビュー
• 修正版グラウンデッド・セオリー・アプ
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• ユーザの心理的要因に関する質問紙調査
• 心理尺度構成法による尺度構成および分析
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1.6. 本論文の構成 

本論文は、実利用環境でのユーザによる製品評価評価の評価構造を解明することを目的

とし、定性的研究アプローチによりインタラクティブ製品に共通する製品評価プロセスモ

デルを示すとともに、そのモデルの一部を定量的研究アプローチにより分析・検証を行っ

た研究をまとめたものである。 
以下、各章の目的および検討内容について述べる。 
 

1章 序論 

本研究は、インタラクティブ製品の実ユーザが、長期に製品を利用する経験に基づいて

行う製品評価の構造を明らかにすることである。 
1 章では、ユーザビリティや人間中心設計の 近の動向を述べるとともに、先行研究の

レビューを行った。その上で、本研究の研究課題を明確に示し、研究の目的とその意義を

述べた。 
本研究のアプローチとして、着目する「利用ユーザの心理的要因」「実利用環境での製

品の利用」「実利用経験に基づく製品評価」の 3 つの要素とそれぞれの関係性を解明する

研究アプローチを示した。 
 

2章 実利用経験に基づく製品評価構造 

実利用環境で長く利用している製品に対する製品評価は、これまで実態が十分明らかに

なっておらず、その評価構造や影響要因は明らかになっていない。 
そこで、2 章では定性的研究アプローチにより、実利用環境での長期わたる製品利用と

製品評価の実態をデプスインタビューによって把握するとともに、修正版グラウンデッ

ド・セオリー・アプローチ (M-GTA) によって分析を行い、製品評価のプロセスモデルを

検討する。 
また、インタラクティブ製品の利用に関するユーザの心理的要因に着目し、その構造を

明らかにするために、デプスインタビューを行うとともに、M-GTA によって分析を行い、

構造を明らかにする。 
2 つの定性的研究による成果を元に、実利用環境における製品評価構造を検討する。 
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3章 製品利用に関する心理尺度の構成 

3 章では、2 章で明らかにしたユーザの心理的要因を、定量的に把握可能にするための、

心理尺度を構成する。 
構成された心理尺度を利用し、ユーザの心理的要因が実際の製品の利用頻度に及ぼす影

響やその特徴をに分析する。 
 

4章 ユーザの心理的要因と製品評価 

4 章では、2 章で導出した製品評価構造に基づいて、携帯音楽プレーヤの実ユーザに対

して製品評価を把握する調査を実施する。分析では、ユーザの心理的要因が製品評価に及

ぼす影響に注目し、共分散構造分析を用いて相互の関係性を分析する。 
 

5章 結論 

5 章では本研究の結論として、得られた成果をまとめるとともに、実利用環境の製品評

価を把握することの重要性について検討を行う。また、ユーザの心理的要因を応用した新

しいユーザ支援のあり方についても検討を行う。 
後に、本研究に残された課題と今後の展望について述べる。 
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2章. 実利用経験に基づく製品評価構造 

2.1. 本章の目的 

2.1.1. 目的 

本章では、実際に製品を購入し長く利用しているインタラクティブ製品を対象に、利用

と評価の関係を把握し、実利用経験に基づく製品評価の特徴を利用実態に基づいて分析す

る。さらに、データに基づいて、ユーザの評価プロセスのモデルを検討・構築するととも

に、評価に影響を及ぼす要因を把握し、評価構造の全体をモデルとしてとらえることが目

的である。 
これらの目的のために、本章では定性的アプローチにより研究を行う。ユーザの実利用

経験に基づく製品評価を対象とした研究は、これまで行われていない。そのため、把握す

べき評価行為の内容や利用期間の影響、ユーザの心理的要因の影響など、本研究の中心的

概念の特徴などについても手がかりが得られていない。そのため、本研究の 初のステッ

プとして、ユーザの発話に基づいた定性的研究法によって、ユーザの利用経験に基づく評

価の実態を把握するとともに、本質的理解を試みることが不可欠だと判断した。 
 

2.1.2. 方法 

まず、実際に購入し長く利用しているインタラクティブ製品を対象に、利用と評価の来

歴を把握する回顧的なデプスインタビューを行う。その結果から分析方針を定めた上で、

修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ (M-GTA: modified grounded theory 
approach) による分析を行い、利用経験に基づくユーザ評価における変数と評価プロセス

を抽出する。また、抽出した変数およびプロセスからユーザ評価の仮説モデルを立案する。

なお調査手法および分析手法の詳細については各項で述べる。 
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2.2. 利用年表を用いたデプスインタビュー 

2.2.1. 調査方法 

調査方法の検討 

本調査の出発点となる問題意識は、ユーザは実利用環境におてい長期に製品を利用する

過程でどのような心理的変化や行動・利用形態の変化、評価の変化を経験しているのか、

ということである。 
長期にわたるユーザ行動を研究する手法は、大きく 2 つに分類される。一つは経時的あ

るいは継続的調査法である。これは、社会調査で行われるパネル調査が該当する。定性的

研究法では、コグニティブ・ダイアリー、民族学的フィールドワーク、定期訪問調査など

がある。特定のモニターに対し、追跡的にデータを収集する方法である。 
もう一つは回顧的調査法である。定性的研究法では主に回顧的インタビュー 

(retrospective interview method) が用いられることが多く、過去を振り返ることにより、

現在までのデータを収集する方法である。 
それぞれの調査法にはメリットとデメリットがある (表 2-1)。 

表 2-1 長期にわたる調査法の比較 

調査法 代表的な手法 メリット デメリット 

継続的調査法 ・民族学的ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ 

・定期訪問調査 

・コグニティブ・ダイアリー 

・インフォーマントの実行動と評

価を経時的に記録することが

できる 

・個別機能に関して利用評価の

情報を得ることができる 

・調査に実時間がかかる 

・研究の本質に関係しないデ

ータも過大に収集される 

･多数のサンプルを収集するの

にコストがかかる 

回顧的調査法 ・回顧的インタビュー ・多様な事象を幅広く把握し、

製品全体についての評価を

得ることができる 

・比較的多くのサンプルを容易

に収集できる 

・インフォーマントの記憶に頼る

ため、データの詳細さが失わ

れている可能性がある 

・現在の認識に基づいて、過去

の理由づけを行ってしまう可

能性がある 

 
本研究では、製品利用の詳細な操作記録に対する評価を分析することが目的ではない。

つまり、個別機能の利用評価を把握するのではなく、それらの機能を実際に利用した経験

に基づいて、ユーザが抱いた製品全体に対する評価を対象としている。このことから、製

品利用に関する全体的な満足度を調べようとする本研究では、回顧的調査法が適している。 
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しかし、定性的研究法で行う回顧的インタビューでは、何の手がかりもなく過去の評価

の変化を把握することになり、情報の前後関係や詳細さが損なわれる可能性がある。そこ

で、記憶の曖昧さをなるべく排除し、可能な限り正確で詳細な回答を得られるよう、以下

のような考え方に基づいて、インタビュー手法を工夫することとした。 
ユーザが製品を評価したり良し悪しを考えたりするタイミングは、購入し使い始めた直

後だけとは限らない。たとえば、いつもと違う目的で使用するような状況が突然発生し、

その時点で初めて使う機能もある。また、家族が自分とは違う使い方をしているのを見て、

新しい機能を理解する、といった社会的な要因の影響もある。つまりユーザは、製品の利

用に関する様々な出来事 (本人の気づき、周囲の情報・支援など) があり、その出来事を

きっかけに製品に対する評価が発生しているのだと考えられる。単に時間に従って評価を

求め、その変化を見るよりも、製品の利用に関する出来事を把握した後、その時の評価を

尋ねていく方が、評価の変化の軌跡やその理由を把握する目的には適した方法だと考えら

れる (図 2-1)。 
 

図 2-1 長期利用における製品評価の変化を把握する手がかり 

調査方法 

本調査では、上記の検討を踏まえ、利用開始から現在までにユーザが経験した、製品に

関するさまざまな出来事を 初に把握し、その出来事に対する評価や心理的な変化を回顧

利用製品・サービス

ユーザ本人

インタラクション
利用による気付き

現
在

使
用

開
始 出来事 出来事 出来事

家族など

家族など他人が利用する
様子を見て理解する

第三者による助言
や情報を得る

第三者
（ネットの情報やサポートセ

ンターを含む）

■ユーザの利用環境

■評価の長期変化

評価 評価 評価
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してもらう回顧的なデプスインタビューで行う。だが、家電製品の多くは 5～10 年の長期

にわたって使用するものが多いため、過去の記憶があいまいで出来事の前後関係がはっき

りしないこともある。 
そこで、記憶の前後関係などを明確にしていく手がかりとして、時系列グラフ (これを

“利用年表”と呼ぶ) をインフォーマントと共に作成していく方法を取った。インタビュ

ーを進めながら利用年表を作り上げていく過程で、利用方法の変化や評価の変化、心理的

な変化などを把握していった。利用年表には、“主な出来事”“心理的な事柄”“評価への影

響”などの欄を設け、インフォーマントの発話内容によって書き分ける工夫をした。利用

年表の作成例を図 2-2 に示す。 
 

図 2-2 インフォーマントによる評価曲線を加えた利用年表の例 

実際の調査では利用年表を書くことによって、インフォーマント自身が過去を思い出す

手がかりとなり、回顧的なデプスインタビューを円滑に実施できた。また、利用年表を用

いることで、必ずしも時間の経過に沿って発言する必要がなくなり、インフォーマントが

思い出した順に記録していくことでインフォーマントの負担も小さくなった。また、製品

やサービスに対する評価が変化した理由を明確にする効果もあった。 
本調査ではさらに、インフォーマントが無意識的に行っている評価とその変化を把握し

やすくするために、利用年表の下に「利用頻度」「満足感」「お気に入り」の 3 つの項目に
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ついて、インフォーマントの主観的な評価の推移を示す曲線を記入する欄を設けた。この

欄は、年表が完成した後、インフォーマント本人に変化の曲線を記入してもらった。記入

の際には、年表の出来事に即してそれぞれの評価がどのように変化したか、その理由など

を発話してもらった。この工夫により、利用年表だけでは把握しきれなかった経時的な評

価変化の実態を具体的に把握することが可能となった。 

得られるデータの妥当性 

利用年表を用いた回顧的インタビュー法で得られるデータは、インタビューを実施した

時点で製品評価に影響を与えた出来事として記憶に残っているものに対する、その前後で

の製品評価の変化である。 
まず、出来事の記憶については、年表をあらかじめ記入することにより、その頃の生活

の様子などを手がかりにすることができ、かなり確度の高い情報が得られたと考えている。 
評価の変動の方向 (評価の上昇、評価の下降、評価不変の 3 通り) については、現時点

での製品評価に至る経緯や理由であり、かつ出来事の前後関係が年表によって明確になっ

ていることからも、妥当なデータであるといえる。しかしその変化の量、つまり製品満足

度の絶対的な評価水準については、その時点でなければ判断できない要素が多く、記憶に

基づく評価では妥当性が低い。 
本調査の分析では、発話に基づいた分析を行うとともに、評価については前後の評価の

変化に注目し、評価の程度については参考情報として扱うこととする。 

個人的要因および購入動機把握 

消費者行動論では、製品購入の意思決定に、消費者の個人的要因の影響があることが述

べられている (e.g. Engel et al, 1995)。そこで、本調査においても調査対象製品に対する

購入動機およびその製品に対する考え方などについても把握した。 
特に、デジタル家電などの中には複雑な操作を伴うものもあるため、そうした操作に対

する自信や意識、利用意欲などについても併せて尋ねた。 

インフォーマントおよび取り上げた製品 

インフォーマントは 20～40 代の学生と会社員を中心に、7 名 (男: 6 名、女: 1 名) に対

して実施した。取り上げた製品は、全部で 13 アイテムである。 
取り上げる製品は、評価の良し悪しにかかわらず、インフォーマントの身の回りにあり、

かつ長く使用していると自分で思うものを自由に上げてもらい、その中からインタラクテ

ィブなインタフェースを持つ製品を指定した (表 2-2)。 
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表 2-2 インフォーマントの構成および調査対象製品 

No. 年齢 性別 職業 アイテム 

A 22 女 学生 電子辞書、携帯電話、電子オルガン 
B 25 男 学生 ビデオデッキ、携帯電話、パソコン 

C 43 男 会社員 FAX （L ﾓｰﾄﾞ対応） 

D 42 男 会社員 ゲーム機、HDR* 

E 32 男 会社員 携帯電話 

F 22 男 学生 携帯電話、パソコン 

G 28 男 学生 携帯電話 

(*HDR=ハードディスク・ビデオ・レコーダー) 

2.2.2. 結果 

デプスインタビューで得られた発話は、発話データとしてすべて書き起こした。また、

分析では、インタビュー時に作成した利用年表と発話データの双方を用いて分析すること

とした。 
以下では、デプスインタビューで得られた発話データを詳細に理解することに力点を置

き、インタビュー分析を行う。デプスインタビューで把握した結果の概要を表 2-3 に示す。 

長期にわたる製品利用の実態 

インタビューで取り上げたアイテムは、インフォーマントが長期利用の実感のある製品

である。必ずしも物理的な利用期間については指定しなかったため、2 ヶ月～7 年と幅広

い。対象製品も多様であるため、これらの利用期間を単純に比較することはできない。 
そこで、インタビューで把握した対象製品の一般的な耐用年数 (製品寿命) を用いて、

実際の利用期間を除したものを利用期間率とした。利用期間率は、インフォーマントの考

える製品ライフサイクルのうち、現時点の位置づけを表すものである。 
利用期間率が 100%を超えたもの、つまり製品寿命を超えて利用しているケースは、2

ケースだった。 
たとえばインフォーマント F の携帯電話は、200%を超えている。インフォーマント F

は 200%を超えた現時点でも、まだ十分使えると評価している。問題点はいくつか認識し

ているものの、利用する機能が限られること、カメラ機能など使う機能も必要十分なスペ

ックであること、メールの文字入力方式が使いやすいことなどを、まだ買い換えない理由

に挙げている。また、買い換えると新たに操作方法を覚える必要があったり、メールアド

レスの設定や変更をしたりと、移行作業の面倒さも買い換えない理由に挙げている。 
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表 2-3 デプスインタビューの結果概要 

アイテム インフォー

マント 
長期利用

の実感 
利用状況 
の変化 

買い替え

の希望

利用 
年数 

耐用 
年数 

利用 
期間率

携帯電話 

A あり あり 
（サークル活動） あり 1 年 

7 ヶ月 2 年 79.2 

B あり なし あり 3 ヶ月 1 年 25.0 

E あり あり 
（引越し、就職） なし 1 年 

1 ヶ月 2 年 54.2 

F あり あり 
（入学） なし 4 年 

3 ヶ月 2 年 212.5 

G あり なし あり 2 ヶ月 2 年 8.3  

パソコン 
（ノート型） 

B あり あり 
（周り人の利用変化） なし 4 年 

8 ヶ月 3 年 155.6 

F あり あり 
（バイト、大学ネット環境）

なし 1 年 
2 ヶ月 3 年 38.9 

電子辞書 A あり あり 
（入試、院試、卒論） あり 7 年 

6 ヶ月 10 年 75.0 

電子オルガン A あり あり 
（大学活動） あり 7 年 10 年 70.0 

ビデオデッキ B あり あり 
（学生、バイト） あり 7 年 10 年 70.0 

FAX C あり なし あり 3 年 5 年 60.0 

ゲーム機 D あり あり 
（引越し） なし 3 年 

6 ヶ月 4 年 87.5 

HDR D あり あり 
（引越し、見たい番組）

なし 3 年 
5 ヶ月 8 年 42.7 

 
 
また、インフォーマントB のノートパソコンは、すでに付属の液晶画面が故障し見えに

くい状態であるため、外付けディスプレイを購入し自宅用パソコンとして現在でもよく利

用している。液晶が故障した時点でも、製品評価への影響がわずかだったと答えており「古

い割にはよく動いているな、という満足感に似た印象」を感じている。 
一方、インフォーマント G の携帯電話はわずか 8.3%の利用期間率であるにもかかわら

ず、長期の利用実感が伴っている点が特徴である。このインフォーマントは、「長時間の通

学の間を有効に活用するために、携帯電話の機能を積極的に活用したい」という意図を持

って携帯電話を新たに購入している。インフォーマントは「接触する時間が他の製品に比

べて数倍長いから、利用日数で考えると短いが、実際には長く使っている」と述べている。 
すべてのインフォーマントは、取り上げた製品を調査時点でも利用しているものの、そ
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の利用形態はさまざまで、たまにしか利用しないというインフォーマントも多い。表 2-3
の“買い替えの希望”の欄を見てもわかるように、買い換えたいと思っているにも関わら

ず使い続けているインフォーマントも多い。 
インフォーマントF の携帯電話の事例を見てもわかるように、買い換えの判断につなが

る問題点があったとしても、実際の買い替え行為には金銭的な条件や他の購入予定の製品

との優先度などいくつかのハードルがあり、結果として製品の満足度とは関係なく物理的

な利用期間が長くなっていることが考えられる。 
逆に、利用期間率が 100%まで至っていないにもかかわらず、買い換えを希望している

インフォーマントも多く、8 アイテムもある。つまり、長く愛され、製品寿命まで利用し

続けてもらえる製品がどれほど少ないかを示している。 
このように、実際のユーザの利用の仕方は多様であり、利用実態そのものを直接分析す

ることはできない。しかし、買い換えの判断や問題が発見された時の対処の判断などに注

目すると、多くのインフォーマントに共通する内容が含まれている。評価の構造やプロセ

スもこれら共通する判断を手がかりとすることにより、分析することが可能だと考えられ

る。 

製品満足度評価の変化 

次に、製品評価の変化につながった出来事について、インタビュー結果を詳しく分析し

てみると、大きく 2 つの種類に分けられた。 
一つは、利用する間に気づいた製品の機能性や問題点に起因するものである。利用の途

中で、新しい利便性を発見したり、逆に問題点を発見したりすることによって、評価が変

化する。これらは特に、利用開始当初に発生しやすい傾向がある。必ずしも製品側の問題

が原因ではなく、インフォーマント自身の製品に対する理解度が十分でないこともある。 
もう一つは、インフォーマント側の利用状況の変化に起因するものである。ここでいう

利用状況の変化とは、生活パターンや利用環境の変化など、比較的大きな変化である。た

とえば、電子辞書の場合は、高校生から大学生になる、あるいは大学院の受験勉強を始め

るなど、製品を利用するインフォーマントの環境が大きく変わるような場合である。 
インタビューでは、長期利用の間に利用状況が変化したインフォーマントがほとんどで、

13 アイテム中 10 アイテムあった。インフォーマント自身がおかれた環境が変化すること

により、製品の使い方が変化することが多く、それによって新たな製品の側面に触れるこ

とになる。新たな製品の側面を理解する出来事が、製品満足度に影響する、という傾向が

顕著にあった。 
満足度評価の変化のうち、好評点に気が付き評価がプラスに変化する時は、ユーザはそ

の機能性や発見した製品の側面を、積極的に受け入れる姿勢が明確である。この傾向は、

ほとんどのインフォーマントにほぼ共通する傾向だった。しかし、満足度評価がマイナス
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に変化する場合は、出来事に対するインフォーマントの受け止め方や心理的な対処の仕方

は、それぞれ異なっているものの、心理的対処にはいくつかのパターンが認められる。そ

こで、発話データから、製品満足度がマイナスに変化するような出来事に対するユーザの

心理的対処法のタイプ分類を行った。 
その結果、本調査で得られたデータからは、大きく 4 種類に分類された。分類結果を表

2-4 に示す。それぞれ満足度の変化への対処の分類から、① 納得型、② 陳腐化型、③ 問
題我慢型、④ 問題正当化型と分類した。以下、それぞれの特徴を述べる。 

 
① 納得型 

このタイプの該当アイテムは、1 件だった。このインフォーマントは、購入前に事前に

よく調べており、自分のニーズに合ったものを購入している。利用開始後、製品の機能を

次々と使いこんでいった。出来事の前後でも満足度の変化はなかった。利用後は、購入前

に想定していた操作性や機能性であることを確認し、「確かに良かった」という納得感に近

い評価を行っている点が特徴的である。 
該当件数が 1 件であるため、一概に比較はできないものの、出来事数も他のものよりも

多く、事前に把握していた機能性や利便性を、実際の利用の中でいろいろと試していき、

実際の評価に対して納得するタイプである。 
 

② 陳腐化型 
このタイプは、しばらく安定的に使っており、満足度も維持されていたものが、新しい

製品の情報に触れることで目移りしたり、製品が故障したり、製品の陳腐化を感じると、

急激に評価が低下し、買い換えたいとい気持ちになる。製品側の問題点というよりも、新

しい製品との比較要因に起因して、相対的に評価が低下するのがこのタイプの特徴である。 
 
③ 問題我慢型 

このタイプは、利用中の問題の発見、トラブル、外見の傷など、利用の途中で評価がマ

イナスに変化するような出来事を経験した場合に、気づいた問題点を諦めたり、問題を認

識しつつも我慢したりする点が特徴的である。こうしたインフォーマント側の考え方の調

整により、評価が急激に低下することなく、徐々に低下していく傾向がある。 
 

④ 問題正当化型 
このタイプは、評価がマイナスに変化する出来事が起こった後に、発見した新しい機能

性や使い方などを高評価したり、インフォーマント自身がやりたいことを製品に合わせて

切り替えたりなど、問題点を正当化する心理的対処が特徴である。つまり、インフォーマ

ントが問題を克服するために、製品に積極的に合わせることが行われている。そのため、

満足感は、一度マイナスになった後も、上昇することもある。また、ある程度の利用を経
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ると愛着感が感じられるようになり、それによっても評価が向上することがある。 
 
先にも述べたように、これらの特徴は、満足度の変化のうち評価が下降する場合に見ら

れた心理的対処に基づくものである。満足度が上昇する場合には、多くの発言データはあ

ったものの、インフォーマントごとに特徴的で明確な違いはなかった。 
満足度評価がマイナスに変化するケースが多かった理由は、本調査で取り上げた製品が、

かなり長く利用されている製品であり、様々な問題が顕在化している製品が多かったため

だと考えられる。全 13 アイテムの平均利用期間率は、75.3%であり、製品寿命を目前にし

た製品が多いことがわかる。また、製品の満足度が上昇するような出来事は、ユーザにと

って歓迎すべきことであると同時に、満足度が高いことは当然だとインフォーマントがと

らえている可能性がある。それゆえ、問題点が起こった場合の方が、ユーザの心理的対処

の仕方に違いが表れたのだとも考えられる。 
ただしこの分類は、あくまで本調査のデータに基づくものであり、ユーザのすべての心

理的対処を網羅的に把握できているものではない。また、ここで取り上げた分類は、基本

的には継続利用を前提にした心理的対処だといえる。たとえば購入後に自分が思っていた

ものと異なる製品であることがわかると、すぐに廃棄してしまうことも考えられる。しか

し本研究では、実利用環境で長期にわたって利用を継続する間に、ユーザが形成する製品

評価を対象としており、ごく短期的な使用 (あるいは試用) は想定していない。 
次節以降では、この調査データの特性を念頭に置いて、分析を進めることとする。 
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表 2-4 満足度評価の変化に対するインフォーマントの心理的対処の分類とその特徴 

分類① 納得型 満足度評価の変化と対処のイメージ 

対象ケース E: 携帯電話 

 

出来事数 8 点 

利用期間率 54.2% 

特徴 利用開始時にあらかじめよく製品を

理解しており、納得して使っている。

そのため、評価変化もあまり変動がな

い 
  

分類② 陳腐化型 満足度評価の変化と対処のイメージ 

対象ケース A: 電子辞書、携帯電話、電子オルガ

ン、D: ゲーム機 

 

平均出来事数 4.3 点 

平均利用期間率 77.9% 

特徴 利用開始後に満足度が高まるが、相対

的に製品の陳腐化を認識すると、一気

に評価も下降する 

  

分類③ 問題我慢型 満足度評価の変化と対処のイメージ 

対象ケース F: 携帯電話、パソコン、C: FAX、D: 
HDR 

 

平均出来事数 5.5 点 

平均利用期間率 88.5% 

特徴 問題が起こった場合、その問題をあき

らめたり我慢したりして、その後も利

用を継続する 

  

分類④ 問題正当化型 満足度評価の変化と対処のイメージ 

対象ケース B: ビデオデッキ、携帯電話、パソコ

ン、G: 携帯電話 

 

平均出来事数 6.0 点 

平均利用期間率 64.7% 

特徴 問題が起こると評価は下がるが、異な

る側面を課題評価するなど、正当化す

ることで評価を回復させる 

 
注）満足度評価の変化の図は、問題点前後での変動イメージであり、絶対的な評価を示したものではない。 

  なおここでは、満足度の変化に対するインフォーマントの心理的対処に注目した分類を示している。 

(N=1)

(N=4)

(N=4)

(N=4)

評価→納得 評価→納得 

→買い換えを検討 

→我慢 

→諦め 

→使い方を変える 

→他の面を評価 

問
題 

問
題 

問
題 

問
題 問

題 
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2.2.3. 考察 

利用中の問題点の気づきやユーザの利用状況の変化など、様々な出来事をきっかけに、

長期に利用する間の製品の評価は大きく変化する。特に問題点を認識した場合のユーザの

受け止め方や心理的対処の仕方によって、満足度評価の局所的な変動の特徴がいくつかに

整理できる (図 2-3)。 

図 2-3 結果のまとめ 

表 2-4 で示したように、問題への心理的対処は製品属性とは関係なく、むしろユーザごと

に異なる傾向が読み取れる。つまり、製品に対するユーザの姿勢や態度、感情の違いによ

っても、評価の変化が影響される可能性がある。 
長期にわたる実利用環境の製品評価は、とらえどころが難しくこれまでほとんど解明さ

れていない。しかし、具体的な利用方法に着目するのではなく、製品に対するユーザの評

価行為および心理的対処に注目することによって、より一般化された製品評価のプロセス

をモデルとして整理することが可能ではないかと考えられる。 
そこで、次項では本調査で把握した発話データに基づいて、評価行為とユーザの心理的

な変化や対処の関係に着目して、より詳細に分析を行うこととする。 
 

  

 

問題点の認識

“想定通り”と納得する

“もう寿命”と諦める

“仕方ない”と我慢する

“他は良い”と正当化する

心理的対処の方向性 満足度の変化

次第に低下
利用頻度も低下

利用状況の変化

やや低下
利用は継続

不安定に変化
上昇するケースも

“これは良い”と評価する好評点の確認

比較的安定
大きく変化なし

満足度が上昇
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2.3. 製品評価プロセスモデル 

2.3.1. 修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチによる分析 

分析対象データ 

分析対象データは、前項で実施したデプスインタビューの発話データを用いた。発話デ

ータは、デプスインタビューの録音をそのまま書き起こしたテキストデータである。 

分析方法 

デプスインタビューで把握した発話データの分析にあたっては、さまざまな定性的デー

タを体系的に概念化・理論化するのに有効な修正版グラウンデッド・アプローチ (Modified 
Grounded Theory Approach: 以下M-GTA と略す) を用いた。 

M-GTA は、Glaser & Strauss (1967) の開発した定性的研究法であるグラウンデッド・

セオリー・アプローチ (GTA : Grounded Theory Approach) を発展・修正した方法である。

GTA は、プロトコルデータなどを切片化しデータに基づいた分析を進め、そこから概念を

抽出し特定の領域に適応する理論に発展させるアプローチである (Glaser & Strauss, 
1967)。このGTA には、複数の異なる手法が提案されている。その中で、M-GTA は看護、

教育、臨床心理、医学などヒューマンサービス領域における相互行為分析に主に用いられ

る手法である。この手法は、特に行動に時間的変化や手順、プロセスなどを含む場合に適

した研究法である (木下, 2003)。 
本検討では、相互行為の対象が人工物であるものの、前項の分析結果から製品との相互

行為の結果として評価が形成されることが明確であることから、M-GTA による分析が適

していると判断した。なお M-GTA は分析手法が明確であることから、研究者の主観を極

力排除することができ、定性的研究法の中では信頼性を担保しやすい方法だといえる。 
M-GTA はGlaser & Strauss のGTA と比較して、概念やカテゴリを生成するまでの分

析プロセスに、分析ワークシートを作成することが特徴である (木下, 2003; 西條, 2007)。
GTA では、発話データは切片化してコーディングを行う必要がある。一方、M-GTA では、

すべての発話を切片化せず、コンテキストを考慮して、発話の具体例 (M-GTA ではこれ

を、バリエーションと呼ぶ) の単位でコーディングを行う。 
具体的な分析手続きは、まず発話が意味することを解釈して概念を生成し、生成した概

念を支持するバリエーションを発話データから選択的に抽出する。分析を繰り返すうちに、

バリエーションが少なすぎる場合は、その概念は有効でないと判断し、修正・統合を加え

る作業を繰り返し行う。生成した概念は類似例や対極例を比較しながら矛盾がないかを確
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認し、解釈が恣意的に偏ることを防止しながら精緻化を行う。GTAでは、分析の完成は理

論飽和の判断によってなされるが、実際の研究で理論飽和を判断することは困難であるた

め、M-GTAでは研究目的に照らして、矛盾なく達成された状態 (目的相関的飽和) かを判

断する 3)。抽出された概念は、概念間の関係を解釈的にまとめカテゴリ化を行い、 終的

に概念関係図として提示する。 
抽出された概念は、分析ワークシートに、概念名、概念の定義、バリエーション (発話

の具体例) と分析者の解釈に基づく理論的メモの 4 つを記述する。M-GTA の分析プロセ

スは、この分析ワークシートを適切に作成することが、必要条件になっている。 

分析手続き 

M-GTA の分析手順は、まずプロトコルデータから対象となる発話が意味することを解

釈して、いくつかの概念を生成する。生成した概念および概念の定義、具体例は分析ワー

クシートに記入する。次に、概念間の関係を解釈的にまとめカテゴリ化を行い、 終的に

概念関係図として提示する。以下に実際の分析手順に沿って説明する。 
 

手順 1： 
まず、発話の内容から多様な評価の変化について説明していたインフォーマントNo. A

の発話データを元に、製品の評価行為とその心理的背景に注目して概念化を行った。生成

した概念は、個々の概念ごとに分析ワークシートを作成した。分析ワークシートの例を図 
2-4 に示す。 

 
手順 2： 

分析ワークシートには概念の具体例をデータから探し出し収集した。具体例が少なすぎ

る場合は、その概念は有効ではないと判断し、修正・統合を加えた。 
 

手順 3： 
インフォーマントNo. B以降も同様の手順で概念を生成するとともに、具体例を追加し

概念名と定義の見直しを行った。インフォーマントNo. Fを分析したところで、新しい概

念の生成がなくなり、その時点で 34 個の概念が抽出された。M-GTAによって新たに発見

された概念の数の累積の様子を図 2-5 に示す。 
 

手順 4： 
生成した概念は類似例および対極例を比較することにより、解釈が恣意的に偏ることを

                                                  
3 M-GTA における理論飽和の判断については、木下 (2003) は明確な基準となる考え方を示していないが、

西條 (2007) はその点を構造構成主義の観点から補い、“目的相関的飽和”という概念で明確にしている。 
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防止しながら精緻化を行い、 終的に理論的飽和と判断した 20 個の概念を抽出した。 
 

手順 5： 
20 個の概念の関係性を検討する際に、現象の構造とプロセスを把握するための枠組みで

あるパラダイムの概念を参考にした。パラダイムは、「状況」「行為／相互行為」「帰結」の

3 つからなる (戈木, 2006)。それぞれに当てはまる概念を分類した上で、複数の概念の関

係からなるカテゴリを生成した。さらに、カテゴリ相互の関係から分析結果をまとめ、

終的な概念関係図を作成した。 
 

図 2-4 分析ワークシートの例 

No. 5

概念名 新しい利便性の発見

定義
ユーザが利用開始当初、理解していた期待機能や期待効果以外で、利用していく中で予想して
いなかった利便性を発見することがある。それにより、新しい使い方もできるようになる。

A：電子辞書
●大学生になってから、私、広辞苑をよく使うようになったんですよ。レポート書く時とか、こういう
授業だと 初分かんないこととか結構あったりして。授業で初めて聞く言葉とか広辞苑とかで引く
ようにしてて、こういう使い方もできるんだなと思って。でも、高校生から比べると利用頻度は減っ
ちゃったかもしれない。＜もともと英語のために電子辞書を買った＞

B：携帯電話
●9月に学会で岡山に行っって写真を撮ったら、すごくきれいに取れてたんです。前よりも断然カ
メラの解像度がよくて、保存できる容量も多いんで、結構外出先でも楽しんでますね。
●＜一度下がった評価が上がった理由を尋ねて＞評価の上がった要因のひとつに、電池のも
ちがよいことがありますね。前の機種は毎日充電しないといけなかったんですが、二日ほど充電
しなくてもぜんぜん問題なく使えました。
●容量的にも利用可能なアプリが多くて、前はできなかったゲームを頻繁にするようになって、楽
しんでます。ゲームをするのは、だいたい電車内とか待ち時間、ウェブに飽きた時とかなんです
が、家で利用することもあります。

E：携帯電話
●買ってすぐに音声機能で録音したんですが、比較的きれいに録音できてびっくりした。
●旅行にいった時に写真を撮り、そのときに解像度を高いままでとってもきれいに撮れた。購入
する時に解像度を始めから気にしていたわけではないんですが、使い始めてから機能性がある
ことに気付きました。
●2006年3月に音楽サークルの誕生日会で演奏をムービーを撮る機会があました。これなかった
友達に後で見せようと思ったんです。そしたら、結構音とか画像が良かった。使えるなって思っ
た。
●10月後半から業務で英語を使う必要があることもあって、その中で音読勉強法をしています。
音読は時間を図る必要があって、カウントダウンタイマーとか計算機を頻繁に使うようになりまし
た。ほとんど毎日のように使ってます。もとは時計メーカーだからか、そういうところがよく出来てる
なぁと。また、アラーム機能も頻繁に利用します。
（以下、省略）

他の具体例のデータ元：
F：携帯、B：パソコン、F：パソコン、D：HDR

理論的メモ・当初期待していたなかった機能や品質を認める出来事があると、評価は影響され、下がってい
た満足度が上がることもある。
・購入当初とは違う生活パターンへと変化した時に、それまで使ってなかった機能に気づいたり、
製品が対応できたりすると、かなり評価が上がるようである。小さな品質の発見であっても、利用
の途中で発見すると評価があがることから、購入前の想定と比べて「新しい発見」をすること自体
が大事なのではないか。

具体例
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図 2-5 M-GTA によって新たに発見された概念の数（累積） 

 

2.3.2. 結果 

抽出された概念は全部で 20 個、カテゴリは 10 に構成された。表 2-5 に概念リストを示

す。 

表 2-5 概念リストと各概念の定義 

ﾊﾟﾗ

ﾀﾞｲﾑ 
カテゴリ No. 概念 定義 データ元 

状
況
の
時
間
的
な
変
遷 

利用開始当

初の関心 

１ 利用開始当初の関心 

ユーザは、製品を利用する必要性があると感じており、

利用目的がはっきりしている。そのため、製品購入の際

の購入意図も明確になっている。 

A：辞書、B：
PC、C：FAX 

２ 
利用開始時の製品への

こだわり 

製品を利用開始しようとする際に、ユーザが製品そのも

のに対して感じた思い入れの強さ。特に製品購入の際

に、思い入れが発揮されることが多い。また、同じユー

ザであっても、異なる製品には思い入れを持っていな

い場合もある。 

A：携帯・ｵﾙｶﾞﾝ、

B：ビデオ、B：

携帯、E：携帯

実利用にお

ける気づき 

５ 新しい利便性の発見 

ユーザが利用開始当初、理解していた期待機能や期

待効果以外で、利用していく中で予想していなかった

利便性を発見することがある。それにより、新しい使い

方もできるようになる。 

A：辞書、B･E･
F：携帯、B･F：
パソコン、D：

HDR 

６ 
使ってみて初めてわか

る製品の問題点の発見 

実際に製品を利用してみないとわからない問題点があ

る。期待通りの水準で機能していればよいが、問題点

が認識されると利用のストレスを感じることがある。 

A：辞書、A･B：
携帯、B：ﾋﾞﾃﾞｵ、

C：FAX、D：

HDR、F：PC 

 

15

20

25

30

35

A
（16個）

B
（9個）

C
（3個）

D
（3個）

E
（1個）

F
（2個）

G
（0個）
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利用状況の

変化にとも

なうニーズ

の変化 

８ 

ユーザ環境の変化にと

もなう利用スタイルの変

化とニーズの変化 

ユーザの生活環境などが変化し、当初の製品利用の

ニーズが変化したり、製品の利用頻度が変化する。そ

のため、新しい機能性やサービス性を求めるようにな

る。 

A：辞書、A･E･
F：携帯、A：ｵ

ﾙｶﾞﾝ、C：FAX、
D：ゲーム、D：

HDR 

製品の陳腐

化 

１９

新製品を意識することに

よる、利用製品の相対的

な陳腐化 

製品を利用し続けている 中は殊更に陳腐化を感じな

かったが、何らかのきっかけ（テレビ CM、友達との話な

ど）で新製品を意識すると、そちらに目移りし、相対的

に陳腐化し評価が下がる。 

A：辞書・ｵﾙｶﾞﾝ、

B：ビデオ、B･
F：携帯、C：
FAX、D：HDR

２０
長期利用による性能の

陳腐化 

長期に利用することにより、ハードのリソースを消費し

性能が劣化する。性能が低下することで、製品への評

価も次第に低下する。 

A：携帯、D：

HDR、F：PC 

１５

機能や外見の劣化・陳

腐化、飽きなどにともなう

愛着感の低下 

機能性や外見の劣化や見た目の汚れや飽きなどによ

り、次第に愛着感が低下していく。 
F･G：携帯 

評
価
行
為 

第一段階の

満足感評価 

３ 
期待した機能・効用への

満足評価 

ユーザは、製品を利用する前に、それまでの製品の利

用経験やカタログなどの情報をもとにして、機能性に対

して期待値や期待する効果のイメージを抱いている。

その期待機能のパフォーマンスを実際の利用によって

評価を行い、期待水準に達していると感じられれば満

足する。機能が期待通りでなかったり、想定通りでない

場合には、不安や製品の機能への不信感、不満を感じ

る。 

A：辞書、B：ビ

デオ、B・E･F･
G：携帯、C：
FAX、D：HDR

７ 操作性の予想と評価 

ユーザはその経験から、ある程度製品を利用する前に

操作性の予想や難易度のレベルをイメージすることが

できる。特に類似製品の経験は直接的な影響がある。

製品が予想した操作性に近かったり、問題点や違和感

を感じなければ、ネガティブな評価にはならない。 

A：辞書・携帯

実利用中の

満足感評価 

１６
使う喜びや積極的な利

用意欲の醸成 

製品を使用すること自体を喜びに感じると、より積極的

に使いたいと思う。しかし、製品を使用するために準備

が面倒だったりすると、その分使う喜びがそがれてしま

い、積極的な意欲が低下する。 

C：FAX、D：

ゲーム、G：携

帯 

１７
思い通りに使える満足

感 

自分の思い通りの使い方ができることで、ユーザが感じ

る満足感。特定の機能が使えることへの満足というより

も、トータルにみて、自分の目的を達成するために製

品が役立つことに対して充足感を感じる。 

A･E：携帯 

１８

期待に添う結果が得ら

れなかった時のいらだ

ちと失望感 

できて当然だと思われる機能やその製品がウリとしてい

るような機能、または、これまで利用経験のあった製品

でできていた機能を、ユーザが必要な操作をしても、

期待に添う結果が得られなかった場合、ユーザは非常

につよい失望感や苛立ちを覚える。 

B：ビデオ、B：

携帯、B：PC、
D：HDR 

長期利用の

結果として

の愛着 

１１
長期に利用することによ

る愛着感 

長期に利用することにより、自然に愛着感を感じるよう

になる。愛着感を感じる理由は明確でないことが多く、

単に長く接しているから感じる愛着感であるといえる。 

A：辞書、A･F：
携帯、B：ビデ

オ 
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１２ 
手入れ、カスタマイズに

よる愛着感 

修理や手入れ、カスタマイズをすることによって、製品

に対する愛着感が醸成される。 

B･F：PC、G：

携帯 

１３ 

生活スタイルに密着し、

不可欠な存在としての

愛着感 

自分の生活スタイルに密着し、製品が自分の生活に欠

かせない存在になっている。そのため、その製品がな

いと生活が立ち行かないことから、愛着感を感じる。相

棒やパートナーといった感情を持つこともある。 

B･F：PC、D：

ゲーム、G：携

帯 

１４ 
使い込みの度合いにと

もなう愛着感 

ユーザの使い込みの度合いによって、愛着感の感じ方

に違いがある。製品に求める機能や役割がもともと低

かったり、問題があるために使い込みがなされかったり

すると、愛着感は希薄になる。一方、高度に使いこなし

ていると、それにより満足感が高まり、愛着を感じる。 

C：FAX、E：
携帯 

継続利用の

評価と判断 

 

４ 

製品サイクルの終末期と

の認識に基づく製品評

価と継続利用の判断 

製品ジャンルによって、ユーザがイメージする製品寿

命や買い替えサイクルは異なっている。寿命が短く、頻

繁に買い替える製品だと認識している製品に対して

は、時期が来ると製品の機能性などを現時点でのニー

ズとの適合性や新製品との比較によって評価する。ま

た同時に、継続利用するかどうかについても判断す

る。この際、買い替えの手間や新しい製品を購入した

場合の初期設定のめんどうさなども考慮される。 

A：電子オルガ

ン、C：ビデオ、

C・F：携帯 

問
題
へ
の
対
処 

問題への心

理的対処 

 

９ 

操作上の問題点による

認知的不協和と継続利

用の正当化 

操作性や機能性に対して問題点を発見したり、ニーズ

や利用頻度の変化が起こっても、部分的な使い方をあ

きらめ別の方法で解決したり、使い方を変化させること

により、利用を正当化し利用を継続する。場合によって

は機能の利用そのものをあきらめたり、がまんしたりす

る。また、継続利用を正当化して行くと、ユーザのやり

たいことと製品との間に認知的不協和が起こる。そのた

め、ユーザの中では本来優先度の高くない機能性や

操作性などについて、高い評価を行う。それにより、愛

着感などを感じようとする。継続利用を正当化できない

場合は、買い替えや不使用を判断する。 

A：電子オルガ

ン、B：ビデオ、

B･F：携帯、B：
PC、C：FAX 

問題への慣

れ 
１０ 

問題の存在に対する慣

れと不満感の薄れ 

問題点があった場合でも、継続利用を正当化した場

合、しばらくは不満感を感じるものの、次第にその問題

の存在に慣れていき、苛立ち感が低下していく。その

状態がさらに継続されると、そもそも不満感が鈍磨して

いく。不満感が鈍磨することにより、むしろほかの感情

（愛着感など）を感じやすくなる。 

B：ビデオ、B：

携帯、B：PC、
C：FAX 

 
カテゴリの相互の関係から解釈を加えた 終的な概念関係図を図 2-6 に、分析結果とし

て示す。 
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図 2-6 実利用環境での長期間の利用経験に基づく製品評価プロセスモデル 

 
  

経験の時間的な変遷

A: 利用開始当初の関心

• 利用の必要性

• 利用開始時の製品へのこ
だわり

B: 実利用における気づき

• 新しい利便性の発見

• 使用して初めてわかる製
品の問題点

D: 製品の陳腐化

• 新製品を意識することによ
る製品の相対的な陳腐化

• 長期利用による性能の陳
腐化

• 機能・外見の劣化や陳腐
化、飽きなどにともなう愛
着感の低下

E: 第一段階の満足感評価

• 期待した機能・効用への満
足評価

• 事前に予測した操作性との
比較評価

F: 実利用中における
満足感評価

• 使う喜び・積極的な利用意
欲の醸成

• 思い通りに使える満足感

• 期待に添う結果でない時の
苛立ちと失望感

I: 問題への心理的対処

• 操作上の問題点による認
知的不協和と継続利用の
正当化

J: 問題への慣れ

• 問題の存在に対する慣れ
と不満感の薄れ

G: 長期利用の結果としての愛着

• 長期に利用することによる愛着感
• 手入れ・カスタマイズによる愛着感
• 生活スタイルに密着し、不可欠な存在としての愛着感
• 使い込みの度合いにともなう愛着感

H: 継続利用の評価と判断

• 製品サイクルの終末期との
認識に基づく製品評価と継
続利用の判断

使用の中止

正当化できな
い場合

問題点や
不満がある場合

使用の終了・廃棄

継続利用しない
と判断した場合

継続利用すると判断した場合

利用開始直後

C:利用状況の変化に伴う
ニーズの変化

• ユーザ環境の変化にとも
なう利用スタイルの変化と
ニーズの変化

経験に対する評価の集約 心理的対処経験の時間的な変遷
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2.3.3. 考察 

図 2-6 の概念関係図をもとに、長期間の利用経験に基づく製品評価モデルを利用経験の

時間的な変遷とそれに対応する製品評価の順に、製品利用と評価の流れを想定しながら、

以下に解説する。 
 

カテゴリA: 利用開始当初の関心 
ユーザは利用する製品に対して一定の関心を持っている。利用開始時にすでに製品に対

してこだわりをもっている人もいる。こだわりは、ブランドであったり、製品イメージで

あったりする。 
また同時にユーザは製品の機能や効用、操作性に対して期待水準をイメージする。これ

らの期待水準は、過去の類似製品の利用経験などに基づいてイメージされる。 
 

カテゴリE: 第一段階の満足評価 
利用し始めるとすぐに事前の期待水準に照らした評価がなされる。この際、ユーザビリ

ティの指標である有効さや効率性などについても評価される。こうした第一段階の評価を

ユーザ自身は、“満足感”として認識する。 
 

カテゴリB: 実利用における気づき 
一度評価がなされた後、さらに使い続けていくと新たな発見を経験する。新しい利便性

に気づく場合もあれば、それまで気づかなかった問題点を発見する場合もある。こうした

気づきの経験は、利用頻度が高いほど起こりやすい。 
 

カテゴリC: 利用状況の変化にともなうニーズの変化 
長期利用の間には、ユーザ自身の環境に変化が生じ、利用状況が変化する場合がある。

環境変化が起こると、利用ニーズが変化し、製品の利用頻度や使い方が変わるため、カテ

ゴリB のような気づき体験が起こりやすくなる。 
 

カテゴリF: 実利用中における満足感評価 
利用中には、製品の特徴を理解しながら次第に総合的に製品を評価していく。特に、気

づき体験の結果がユーザにとって好意的に評価される場合には、使う喜びや満足感が強化

され、より積極的な利用意欲が醸成される。一方、期待に添う結果でない場合には苛立ち

や失望感を感じネガティブな印象が強化される。 
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カテゴリI: 問題への心理的対処 
カテゴリE やF で問題や不満を感じると、その機能や使い方をあきらめたり、使い方を

変えたりする。こうした“我慢”は、製品の継続利用の正当化の行為といえる。継続利用

を正当化する理由は、購入価格との比較であったり、“もったいない”という判断だったり

する。継続利用を正当化できない場合は、買い替えや使用を中断する。 
継続利用を正当化すると、ユーザのやりたいことと製品との間に認知的不協和が起こる。

そのため、ユーザは本来優先度の高くない機能や操作性などについて、評価を高めること

がある。 
 

カテゴリJ: 問題への慣れ 
問題点に対処して利用を継続すると、しばらくは不満感を感じるものの、次第にその問

題点に慣れていく。その結果、苛立ち感が低下していく。その状態がさらに継続されると、

不満感が鈍磨していく。 
 

カテゴリG: 長期利用の結果としての愛着 
長期に製品を利用すると、結果としてユーザは製品に対して愛着感を感じる。愛着の程

度は、製品へのかかわりの違いによって異なる。たとえば使い込みの度合いによって、愛

着感の感じ方に違いがある。製品に求める機能や役割が元々低かったり、あるいは問題を

発見したため使い込みがなされていなかったりすると、愛着感は希薄になる。一方、高度

に使いこなしていると、そのことによる満足感が高まり、愛着を感じる。 
 

カテゴリD: 製品の陳腐化 
製品を利用し続けている 中はことさら陳腐化を感じなくても、何らかのきっかけ（テ

レビ CM、友達との会話など）で新製品を意識するとそちらに目移りし、相対的に陳腐化

し評価が下がる。また、実質的な劣化や陳腐化によっても製品への評価は次第に低下する。 
 

カテゴリH: 継続利用の評価と判断 
製品ジャンルによって、ユーザがイメージする製品寿命や買い替えサイクルは異なって

いる。寿命が短く、頻繁に買い替えるものだと認識している製品に対しては、時期が来る

と製品の機能性などを現時点でのニーズとの適合性や新製品との比較によって評価する。

また同時に、継続利用するかどうかについても判断する。この際、買い替えの手間や新し

い製品を購入した場合の初期設定の面倒さなども考慮される。 
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2.3.4. まとめ 

導出した製品評価プロセスモデルの特徴 

本節では、デプスインタビューの発話データから、製品に対する評価行為とユーザの心

理的な変化や対処の関係に着目し、M-GTA を使って製品評価のプロセスモデルを検討し

た。その結果、ユーザの評価行為に注目すると次のような特徴があった。 

1. 長期・実利用経験に基づくユーザの製品評価はユーザビリティ評価を含め、“満足

感／不満足感”という形で認識される。満足感とは、製品を使うことで得られる効

果に対する総合的な評価である。そのため、多少の問題点があったとしても、ユー

ザが許容できる範囲内で、かつ得られる効果が損なわれていないと認識されれば、

一定の満足感を感じられる 

2. ユーザが評価を行うタイミングは複数あるが、いわゆるユーザビリティ（使い勝手）

に関する評価は、使用開始後の比較的早い段階で評価される 

3. 長期利用の間には、製品特性への気づき体験があり、その体験を経ることにより多

面的・総合的に製品を評価するようになる 

4. 問題点を感じた場合は、ユーザ自身が製品に合わせて利用法などを調整することに

より、継続的な製品利用を正当化する行動がとられる傾向がある 

5. 長期利用における製品評価は結果として愛着感の有無という形で認識される。ただ

し、愛着感は問題点がある場合でも感じられる 

これらの特徴から、実利用環境での利用経験に基づく製品評価は、第一義的には製品に

対する満足感を測定することで把握可能であるといえる。満足感は、主観的なユーザビリ

ティ評価を含んだものであり、製品の利用によって得られる効果が事前に想定していた範

囲かどうかによって判断される。ただし、ある程度の利用期間を経ると、満足感の評価と

は別に、愛着感を軸にした評価もなされる。愛着感と満足感は矛盾する評価概念ではない。

愛着感は、問題がある場合でも感じられる評価ではあるものの、問題があくまでユーザの

許容範囲でなければ愛着感として認識されない。このことから、愛着感は満足感に付随し

た評価であり、長期利用の場合のみ行われる評価だといえる。 

ユーザの心理的要因に関する詳細分析の必要性 

前項 2.2.3 のデプスインタビューの分析に対する考察で述べたように、製品評価の変化

に対する心理的対処の仕方は、ユーザの製品に対する姿勢や態度、感情などによって異な

る傾向があった。しかし、本節における分析・検討では、評価行為に影響を与える可能性

のあるユーザの態度や感情などの心理的な要因については、発話データが十分でなく、分

析が行えていない。そこで次節では、評価行為に影響を与える可能性のある、ユーザの心

理的要因を解明するために、追加的な調査および分析を行うこととする。 
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2.4. ユーザの心理的要因 

2.4.1. 調査方法の検討 

追加調査の必要性 

前項までの分析では、実際に実利用環境で長期にわたって使用している製品を対象に、

デプスインタビューの発話データと、利用の来歴と評価の変化を記述した利用年表に基づ

いて実施した。しかし、インフォーマントの個人的特性が製品の利用形態や評価に影響し

ている傾向は把握できたものの、十分な分析を行えるだけの情報が把握されていなかった。 
そこで、同じインフォーマントに対して追加調査としてデプスインタビューを再度行い、

インフォーマントがインタラクティブ製品を利用する際の態度や感情などを重点的に把握

する必要性があると判断した。なお、本研究ではインタラクティブ製品の利用に対するユ

ーザの意欲などの態度や感情など、主に製品利用に関する様々な内的要因の総称として、

ユーザの心理的要因と呼ぶことにする。 
 

2.4.2. 関連する先行研究のレビュー 

インタラクティブ製品の利用とユーザの心理的要因に関する先行研究 

ユーザの心理的要因とインタラクティブ製品との関連についての研究は、これまで情報

システム研究 (Information Systems Research) の領域で行われてきた。情報システム研

究では、特にユーザの態度や信念が技術受容性 (technology acceptance) に与える影響に

ついて研究がなされている。 
コンピュータ技術の受容性における個人的な信念や心理的特性の影響に関する研究は、

1970 年代半ばから始まっている。当初は、コンピュータスキルに関する指標化の試みとし

て行われており、ユーザの態度や信念というよりも、実際の能力を測ることに主眼が置か

れていた (e.g. Cheney & Nelson, 1988)。その後、コンピュータ操作に対する自己効力感 
(self-efficacy) が、コンピュータ技術に対する個人的受容において、重要な影響力があるこ

とを示した研究が相次いで発表された (e.g. Hill et al., 1987; Gist et al., 1989; Burkhardt 
& Brass, 1990; Webster & Martocchio, 1992; 1993)。 
コンピュータ技術の受容性を説明するモデルには、数多くの論文で妥当性の検証が行わ

れているDavisらのTechnology Acceptance Model (TAM) がある (Davis, 1989; Davis et 
al., 1989)。このTAM に基づいたVenkatesh & Davis (1996) の研究によると、知覚され

た使いやすさは、一般的なコンピュータ自己効力感によって、常に影響を受けることが明
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らかになった。 
自己効力感とは、望ましい水準のパフォーマンスを生み出す自分自身の能力に関する信

念であり、将来の成功への期待を示す概念とされている (Bandura, 1977a)。Bandura 
(1977a) の社会的学習理論によれば、人が行動を起こそうとするとき、 初に 2 つの期待

を持つとされている。一つ目は、その結果は自身の行動によって引き起こされるかどうか。

もう一つが、その結果を導くために自身が適切な行動をとることで対処できるかどうか、

である。後者の期待は、自己効力感と呼ばれ、人が困難な状況においてもそれに対処すべ

く行動を起こすことを促進する重要な概念と考えられている。 
コンピュータ技術の受容性においては、ユーザの個人的な信念である自己効力感が重要

な要因の一つであると考えられる。コンピュータ自己効力感を測定する尺度には、Gist ら 
(1989) やBurkhardt &Brass (1990) によるものがあったものの、これらはユーザの一般

的な自己効力感の測定を目的としたものでなかった。その後、Compeau & Higgins (1995)
が、より一般的なコンピュータ自己効力感として、10 項目の尺度を開発し、多くの研究に

引用されるようになった。また、 近ではCompeau & Higgins らの尺度を参照にした上

で、インターネット利用に特化したインターネット自己効力感に関する研究と尺度の開発

がなされている (e.g. Eastin & LaRose, 2000; Torkzadeh & van Dyke, 2002; Hsu & 
Chiu, 2004)。 
コンピュータ自己効力感は、主に業務でのコンピュータ利用を想定しており、どちらか

といえば、使いこなす技量の自己認識に関心があると言える。しかし、インタラクティブ

製品に対するユーザの心理的要因は、自己効力感だけでは十分でないかもしれない。たと

えば、操作に自信がないユーザでも、自分の関心の高いものであったり、必要性の高いも

のであったりすれば、一生懸命操作を学ぼうとするはずである。多少操作が難しかったり、

使いにくかったりしても、ユーザ自身が積極的に製品に適合しようとするかもしれない。

逆に、製品に対して興味がなかったり、必要性の低かったりすると、操作の難しさが致命

的な問題点として評価されるかもしれない。つまり、自己効力感だけではなく、より複雑

な構造であることが想定される。 
また既存の研究は、コンピュータもしくはインターネットに限定したものであり、家電

などを含むインタラクティブ製品全般を対象としたものではない。インタラクティブ製品

に対する態度や信念の特徴を把握・測定し、実際のインタラクティブ製品との関わりを説

明するような研究は、これまで行われていない。 

製品購入プロセスにおける心理的要因に関する先行研究 

消費者行動論では、消費者の心理的要因は様々な側面で影響を与えることが示されてい

る。特に、消費の意思決定プロセスでは、重要な影響要因として位置づけられている。 
消費者意思決定の概念モデルは、数多くのモデルが提案されてきたが、いくつかの包括
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的モデルが代表モデルとして用いられている (e.g. Howard-Sheth model, Howard & 
Sheth, 1969; EBM model, Engel, Blackwell & Miniard, 1995; ELM; Petty & Cacioppo, 
1983)。これらのうち、個人の心理的要因を明確に示したものにEBMモデルがある。EBM
モデルは、情報処理型のモデルであり、記憶と情報処理などの認知的メカニズムに基づい

て購買プロセスが説明されている。このモデルは、図 2-7 で示したように、購買プロセス

を示す他に、プロセスの各段階に影響を与える環境要因と個人差要因を含んでいる。 
EBM モデルで例示された個人の心理的要因のうち、関与や知識は直接に顧客満足の形

成に影響を与えないものの、顧客満足の規定要因である“期待”や知覚された“成果”、“不

一致”には影響を与えるという認識は、先行研究により数多く報告されている。たとえば、

Zeithaml らの研究によると、製品に対する関与が高まると期待にプラスな影響を与えると

報告されている (Zeithaml et al., 1993)。また、Greenwald らは、関与が高くなれば情報

処理の水準が高くなることを示している (Greenwald & Leavitt, 1984)。 
多くの関与概念をレビューした堀 (1991)によると、消費者行動研究において関与の高低

はいろいろな行動の調節変数 (moderator variable) となっており、非常に重要な概念であ

ると述べている。 
しかし、2 章でも述べたように、消費者行動論では製品の利用の過程は主要な研究課題

となっておらず、消費の意思決定プロセスにおいて影響力のあった関与などの心理的要因

が、製品利用にも影響しうるかについても明らかになっていない。 
 

 

図 2-7 消費者の意思決定過程の概念モデル：EBM モデル（Engel, Blackwell & Miniard, 1995） 
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調査仮説の検討 

デプスインタビューでの分析結果および先行研究のレビューを踏まえ、実利用環境での

利用経験に基づく製品評価に影響を与えうるユーザの心理的要因の仮説を検討する。仮説

として、以下の 2 つの要因が考えられる。 
一つは、インタラクティブ製品の操作の自己効力感に関連する要因が挙げられる。昨今

デジタル家電などでは、より高度な機能を実現するために複雑な操作が必要な製品が増え

ている。デプスインタビューでは、インタラクティブな操作が得意な人ほど、積極的に利

用し、多様な使い方をしようとする傾向が見られた。 
もう一つは、対象製品に対する必要性や関与、目的意識などに関する要因が挙げられる。

利用経験に基づく製品評価は、ユーザが必要性に基づいて購入した製品を対象としている。

そのため、購入の意図や必要性の認識が大きく関連しているものと考えられる。消費者行

動論においても、顧客満足に対する関与の影響が示唆されており、評価への影響が考えら

れる。 
 

2.4.3. 調査方法 

調査方法 

本調査では、先に実施した利用年表を用いたデプスインタビューに協力してもらったイ

ンフォーマントに対して、再度デプスインタビューを実施することとした。 
だが、前回のインフォーマントの多くは、インタラクティブ製品の操作を比較的得意で

あると回答した人がほとんどであった。今回明らかにするユーザの心理的要因は、インタ

ラクティブな操作に対する自己効力感との関連が想定されることから、次項で述べるよう

に理論的サンプリングを行い、 終的にインタラクティブな操作が苦手と自認するインフ

ォーマントを 4 名追加することとした。 
主な質問内容は、以下の通りである。 
 

 インタラクティブ製品（一般）の操作の得意度とその理由 

 身の回りの製品の操作習得過程のイメージと得意／苦手との関連性 

 操作をやり遂げるのに必要な条件や事柄、または場合分け 

 身の回りの製品で関心のあるもの／ないものとその理由 

 長期に使っている製品の購入過程と実際の使い方の関連性 
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なお、利用年表調査を実施していない 4 名のインフォーマントについては、インタビュ

ーの中で具体例として挙がった製品を対象に、簡易的な利用年表を作成し、長期利用の経

緯を振り返るセッションを設けた。 
調査の実施は、2007 年 9 月 16 日～10 月 29 日の期間で、一インフォーマントあたり 1

時間半程度で行った。 

対象者の構成 

インフォーマントは前回調査のインフォーマントのうち、協力を得られた6名 (男: 5名、

女: 1 名) と、理論的サンプリングのために追加したインフォーマント 4 名 (男: 1 名、女: 3
名) の 10 名に対して実施した (表 2-6)。なお、理論的サンプリングとしてインフォーマ

ントを追加する判断は、前回調査のインフォーマントに対する調査が終了し、仮分析の結

果を見た上で行った。 
インフォーマントのうち、インタラクティブ製品の操作が得意あるいはやや得意と自認

している人は 5 名、苦手と自認している人は 5 名だった。なお、女性のインフォーマント

はすべて苦手意識を持っていた。 

表 2-6 インフォーマントの構成とインタラクティブ操作の得意度 

No. 
前回の 
ｲﾝﾌｫｰﾏﾝﾄ

No. 
年齢 性別 職業 

操作の得意度 
（自己認識） 

1 A 23 女 大学院生 苦手 

2 C 43 男 会社員 得意 

3 D 44 男 会社員 得意 

4 E 33 男 会社員 得意 

5 F 23 男 大学生 やや得意 

6 G 29 男 会社員 得意 

7 - 58 女 主婦 苦手 

8 - 49 男 会社員 苦手 

9 - 42 女 会社員 苦手 

10 - 42 女 会社員 苦手 

 

分析方法 

デプスインタビューで得られた発話は、すべて書き起こして発話データを作成した。発
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話データを元に、製品に対する利用意欲や姿勢、実際の使い方に影響を与えていると考え

られるユーザの自己認識に焦点化し M-GTA の分析手順に従って分析を行った。なるべく

詳細にユーザの内面を把握するよう、小さな発話単位で分析するよう心がけた。 
なお分析の品質を管理するために、定性データ管理用ソフトである、MAXQDA 2007

を用いた。このソフトウェアは、発話データから概念を生成し、バリエーションを抽出で

きるだけでなく、分析ワークシートの要件である 4 つの情報 (概念名、概念の定義、バリ

エーション、理論的メモ) を記録・管理する機能があり、概念抽出やカテゴリ化など探索

的な分析を容易に行うことができる。MAXQDA2007 による分析ワークシートのうち、1
つの概念の具体例の出力を例として図 2-8 に示す。 

 

図 2-8 MAXQDA2007 による分析ワークシート（具体例）の出力例 

Text:  内的要因¥Y 

Weight: 100 

Position: 95 - 95 

Code: 利用態度尺度関連¥基本傾向¥トラブル¥トラブル対処の認識 

それでもこんなにシステムが持つ領域があるから、それに躓いたときに、すご

く困る。パソコンが、「このアプリケーションがどうの」というようなエラーが

出てきたときにすごく困るし、それが自分で対処できないし。 

 

Text:  内的要因¥Y 

Weight: 100 

Position: 98 - 98 

Code: 利用態度尺度関連¥基本傾向¥トラブル¥トラブル対処の認識 

Y：うーん。たいがい使えこなせないと思う時って、操作に躓いたときとか、や

りたいと思っていたことができない時。その部分がぶつかったりするときが多

い時に、感じる気持ちなのかなと思う。 
 

Text:  内的要因¥U 

Weight: 100 

Position: 34 - 35 

Code: 利用態度尺度関連¥基本傾向¥トラブル¥トラブル対処の認識 

構造的なイメージ。わからないものがあっても使い方の面では大丈夫だけど、

トラブルになった時に不安を感じる。 

 

Text:  内的要因¥K 

Weight: 100 

Position: 8 - 9 

Code: 利用態度尺度関連¥基本傾向¥トラブル¥トラブル対処の認識 

自分が思いつく範囲は限られると思っている。まず自分がわかる範囲を確認し

ます。 

推論を立てる。 



2.4. ユーザの心理的要因 

61 
 

2.4.4. 結果 

抽出された概念は、全部で 21 個、9 つのカテゴリに構成された。さらにこの 9 つのカテ

ゴリは、その内容の違いによって大きく 2 つのグループに分けられた (表 2-7)。カテゴリ

相互の関係から解釈を加えた 終的な概念関係図を分析結果として示す (図 2-9)。 
 

表 2-7 カテゴリおよび概念リスト 

グループ カテゴリ 概念名 

インタラクティブ製

品の利用に対す

る自己効力感 

1 操作に対する自己効力感 1-1
インタラクティブ製品の操作に対する自効力

感 

2 利用に対する自己効力感 
2-1 操作の習得に対する粘り強さ 

2-2 使いこなし・活用に対する積極性 

3 システム理解の自己効力感 

3-1 機能の全体像の把握 

3-2 目的とする行為に必要な機能性の識別 

3-3 技術・システムに対する基本的意識 

4 トラブル対処の自己効力感 

4-1 独力でのトラブル対処 

4-2 原因の把握や推測 

4-3 トラブル時の状況の詳細説明 

5 マニュアル読解の自己効力感 5-1 マニュアル読解に対する自己効力感 

6 利用行為の内発的動機づけ 
6-1 製品を使うこと自体を楽しむ行為 

6-2 独自の工夫・カスタマイズの行為 

7 利用リスクに対する不安 
7-1 トラブルに対する不安感 

7-2 わからない機能への不安感 

利用対象製品に

対する製品関与 

8 自己における重要性（価値観） 

8-1 普段の生活における必要度 

8-2 自己における重要度 

8-2 趣味や興味との関連性 

8-4 自分が利活用するイメージの強さ 

9 製品知識 

9-1 自己ニーズに基づいた製品理解 

9-2 製品ごとの機能の違いの認識 

9-3 新製品への感度 
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図 2-9 インタラクティブ製品の利用に関するユーザの心理的要因の構造 

 

インタラクティブ製品の利用に対する自己効力感

インタラクティブ製品利用におけるさまざまな側面での自己効力感

・操作の習得に対する粘り強さ

・使いこなし／活用に対する積極性

2： 利用に対する自己効力感

・機能の全体像の把握

・目的とする行為に必要な機能性の識別

・技術・システムに対する基本的意識

3： システム理解の自己効力感

・製品を使うこと自体を楽しむ行為

・独自の工夫・カスタマイズの行為

6： 利用行為の内発的動機付け

・トラブルに対する不安感

・わからない機能への不安感

7： 利用リスクに対する不安

・独力でのトラブル対処

・原因の把握や推測

・トラブル時の状況の詳細説明

4： トラブル対処の自己効力感

・マニュアル読解に対する自己効力感

5： マニュアル読解の自己効力感

・インタラクティブ操作に対する自己効力感

1： 操作に対する自己効力感

ポジティブな思考 ネガティブな思考

利用対象製品に対する製品関与

・普段の生活における必要性

・自己における重要度

・趣味や興味との関連性

・自分が利活用するイメージの強さ

8： 自己における重要性（価値観）

・自己ニーズに基づいた製品理解

・製品ごとの機能の違いの認識

・新製品への感度

9： 製品知識

利用行動

対象製品に特化した意識づけ

インタラクティブ製品の利用意欲の形成
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2.4.5. 考察 

分析結果の特徴は、概念が 2 つの異なる性質のグループに明確に分かれた点である。一

つは、「インタラクティブ製品に対する自己効力感 (以下、自己効力感と呼ぶ)」を示すグ

ループで、もう一つが「利用対象製品に対する製品関与 (以下、製品関与と呼ぶ)」を示す

グループである。これは、調査仮説で検討したものと同様で、両者は明確に内容が異なる

ものである。 
デプスインタビューでは、コンピュータはとても苦手だと答えながら、ビデオの予約設

定は問題なくできると答えたインフォーマントが複数おり、製品によって苦手意識が異な

ることが確認された。さらに、苦手なはずのコンピュータ操作であっても、自身の必要性

や価値観に即したソフトウェア、たとえば音楽編集ソフトや会計ソフトは、使いこなせて

いると感じるなど、全体的な自己効力感のレベルの評価と実態に差があるケースもあった。 
つまり、インタラクティブ製品の利用に対する自己効力感を示す指標は、自己認知する

ものであり、製品種別には依存しないものの、利用製品ごとの製品関与の度合いによって、

実際の利用意欲や積極性が強められたり弱められたりしているものと考えられる。 
製品利用の自己効力感は、操作方法の習得だけにとどまらず、システム理解やトラブル

対処、マニュアルの読解といった、利用に関わるさまざまな側面があり、それらは相互に

関連しているものと考えられる。また、自己効力感と内発的動機付けまたは不安感は密接

に関連しているものと考えられる 
次に、図 2-9 の概念関係図を元に、インタラクティブ製品の利用に関してユーザの 2 つ

の心理的要因の働きについてカテゴリごとに解説する。 
 

カテゴリ 1：操作に対する自己効力感 
インタラクティブ製品には、比較的簡単なものから複雑な操作を必要とするものまで幅

がある。また、その特性は製品によっても異なっている。ユーザは、身の回りのインタラ

クティブ製品の利用経験から、自分自身がどの程度インタラクティブな操作を巧みにこな

すことができるという信念がある。それは、実際の実行能力のレベルとは無関係である。 
特徴的なのは、製品の操作の難易度をユーザ自身がランク付けし、自分の操作の自己効

力感を製品カテゴリのレベルで認識している点である。たとえば、「私は、携帯は操作でき

るが、パソコンはできる自信がない」や「会計ソフトは大丈夫だが、まだまだインターネ

ットは使えないと思う」などのように、製品やサービスのカテゴリで認識している。こう

した認識の傾向は、比較的苦手意識の強い人に多くみられる。 
 

カテゴリ 2：利用に対する自己効力感 
実際の製品を利用するには、操作の習得に対する努力や操作を理解するための粘り強さ

が必要である。多少難しくても、習得しようと頑張れるかどうかは、習得に対する自己効
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力感のレベルとしてとらえることができる。すぐあきらめてしまう人もいれば、マニュア

ルなどを利用して頑張って習得しようとする人もいる。 
また、利用の度合いについても、積極的な使いこなしの意欲のレベルによって、大きく

左右される。また、使いこなしの感覚についてデプスインタビューでは、「他の主婦の友達

と比べたら使いこなしていると思う」など、他人と比べての発言が多く、他人との比較に

よって自己効力感が高められている可能性がある。 
 

カテゴリ 3：システム理解の自己効力感 
インタラクティブな操作が得意な人ほど、製品の仕組みや原理から、機能や操作を理解

しようとする傾向が顕著である。製品の仕組みや機能の全体的なイメージを把握するには、

過去の経験が重要であり、機器や技術への興味関心の高さが関連する。 
特に製品の機能性とユーザ自身が達成したい目標や行為とを、どの程度関連つけて理解

できるかが、利用の方略を決める要因にもなっている。 
 

カテゴリ 4：トラブル対処の自己効力感 
製品を使う間に起こりうるトラブルに対し自分がどの程度対処できるか、といった信念

は、製品の利用自体の積極性に大きく影響しうる。デプスインタビューでは、トラブル対

処に対する自己効力感と不安感 (カテゴリ 7) は密接な関係があった。 
特に苦手意識の強い人では、ヘルプデスクや周囲の人に手助けを依頼する際に、トラブ

ルの状況を説明できるかが重要な行為となっている。トラブルに遭遇した際に、それまで

の経緯や状況を適切に説明できるという自己効力感は、利用や操作の不安感に直接的に影

響する。またこれは、システム理解の自己効力感との関連も想定される。 
 

カテゴリ 5：マニュアル読解の自己効力感 
取扱説明書やマニュアルの利用法は様々であるが、必要な時に参照した場合、読んで理

解し、それに基づいて問題を解決できるかは、製品の利用拡大の基盤となる。 
デプスインタビューでは、苦手意識の強い人の中でも、マニュアル読解に対する自己効

力感はまちまちであった。これもまた、システム理解の自己効力感との関連が考えられる。 
 

カテゴリ 6：利用行為の内発的動機付け 
インタラクティブ製品の操作が得意と認識している人の中には、その製品を使うこと自

体を楽しいと感じたり、独自の工夫やカスタマイズを積極的に行ったりする人もいる。こ

うした行為は、製品の利用行為に対する内発的動機付けが起こっているものと考えられる。

これは、自分の問題解決のために製品を利用すること以上の行為と考えられ、一般的な製

品を利用する際の自己効力感とはやや次元の異なる要因であると考えられる。 
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カテゴリ 7：利用リスクに対する不安 
操作が苦手な人ほど、不安感を感じる傾向が顕著である。予想外のトラブルによって、

製品を壊してしまうのではないかといった不安は、積極的な利用法の探索意欲を委縮させ

てしまっている傾向がある。 
不安感を感じている人の多くは、システム理解が十分でなく、漠然とした不安を感じて

いることもある。また、トラブル対処の自己効力感が低いために、不安を感じているとい

う側面もある。これらのことから、不安感は低い自己効力感との相関／因果関係が想定さ

れる。利用に関する自己効力感が高い人では、不安感はあまり感じていないことから、自

己効力感のレベルだけでは十分把握しきれない感情的な側面の指標である可能性がある。 
 
インタラクティブな製品の操作に対する基本的な信念は、製品の種類に依存せず、ユー

ザが形成したものであり、安定的に存在するものと考えられる。 
一方、以下で解説する利用対象製品に対する関与は、実際に利用する製品ごとに形成さ

れる信念であり、この関与によって、実際の製品利用意欲が形成されるものと考えられる。 
 

カテゴリ 8：自己における重要性（価値観） 
これは、端的に言えば、製品に対する関心の度合いを示すものである。しかし、単に興

味の程度ではなく、ユーザが自己の価値観と照らし合わせてその製品をとらえているか、

また価値観にどの程度則したものであるか、その度合いを示すものである。 
自分の生活に必要な道具であれば、積極的に製品に向かい合おうとする。だがそれ以上

に、自分の趣味に関することであったり、自分の価値観に合ったデザインや機能であった

りすれば、さらに積極性が強化される。製品に対する価値観は、製品の操作に必要な能力

や自己効力感のレベルとは、一見関連がないように思われる。だが実際には、「この程度の

操作の難しさなら、私でも使えそう」などの発話があるように、自己効力感が製品に対す

る関与度に影響を与えている。 
 

カテゴリ 9：製品知識 
関心が高い製品ほど、詳細な製品知識や技術に対する理解力を持っている。ただし、こ

れは現時点での知識量を問うものではなく、製品の機能の違いなどを識別できる理解の程

度が対象となる。 
また、購入を前提としない場合でも、新製品や新機種に対する感度も製品知識の一つの

側面である。 
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消費者行動論における関与概念との関連性 

本調査で抽出された、「利用対象製品に対する製品関与」の概念は、消費者行動論にお

ける製品関与 (product involvement) と、同様の概念であると考えられる。そこで、消費

者行動論における関与概念を概観し、本調査で抽出された概念との関連性を考察する。 
先にも述べたように、消費者行動論において製品関与は、重要な概念の一つであり、製

品購入プロセスや顧客満足にも影響を与えうる調節変数として位置づけられている。 
関与そのものの定義について、膨大な関与概念のレビューにより関与についての統合的

な定義を試みたLaaksonen (1994) は、「個人にとっての対象の知覚された目的関連性にか

かわるもの (Laaksonen, 1994)」と定義している。関与にはいくつかの種類が提案されて

いるが、Richins & Bloch (1986, 1988) によると、永続的関与と状況関与の 2 つにタイプ

に分けられる。永続的関与とは「購買場面とは独立に動機づけられている関与 (Richins & 
Bloch , 1986)」である。一方、状況関与は「ある状況においてその人の行動に対する関心

を引き起こす能力 (Houston & Rothschild, 1978)」である。製品関与は永続的関与の代表

例であり、購買とは独立の関与である (Bloch, 1982; 小嶋 et al., 1985; 堀, 1991)。Bloch 
(1982) は、製品関与を次のように定義している。「購買のリスクに基づかず、製品と個人

の欲求・価値・自己概念との関連の強度によって生じる関与 (Bloch, 1982)」。 
製品関与の構成概念は多様である (堀, 1991; Laaksonen, 1994)。因子構造も一次元のも

のもあれば、複数次元のものもある。日本の消費者を対象とした製品関与尺度には、小嶋

ら(1985) のほか、中川ら(1994) のものがある 。これらはいずれも複数因子構造となって

いる。 
小嶋ら(1985) は、抽出した因子として「感情的関与」「認知的関与」「ブランドコミット

メント」の 3 つを挙げている。また、中川ら(1994) では、「自己表現」「ブランド志向」「情

報収集」「衝動性」「機能（認知）」の 5 つを挙げている。また、堀 (1991) による先行研究

のレビューによると、多数の研究で、知 (知識)・情 (感情)・意 (ブランド意識) の 3 つに

分類されるものが多いと報告しており、小嶋らの研究もこのタイプに当てはまる。 
製品関与概念が多様であるため、製品関与を測定する尺度も、研究者によってとらえよ

うとする行動の視点が大きく異なる。Laaksonen (1994) は、これらを４つに分類した。

① 関与の先行要因／面（重要性、知覚リスク、記号価値、快楽的価値など）を個別に把握

する「プロフィール的見解」、② 先行要因／面を多次元に把握し、そのスコアの合計が関

与強度とする「多次元的見解」、③ 関与強度は、“知覚された重要性”のみで、動機や目的

はその重要性に影響を与えるとする「一次元的見解」、④関与を製品知識構造の特性とみな

し、それによって影響をうけるものとする「製品知識構造の一特性としての関与」。多くの

研究は①もしくは②に分類される (Laaksonen, 1994)。 
本調査で取り上げた製品関与は、消費者行動論における製品関与とほぼ同義の概念と考

えられる。異なる点は、消費行為のうちの製品の利用行為に特にフォーカスしている点で
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ある。また、消費者行動論では主な主眼である商品選択やブランド選択といった、より購

買関与に近いものは、本研究の対象となっていない。あくまで、道具としての製品をどの

ように認知し、それに対してユーザがどの程度の強さの関心を抱いているか、という点に

着目しているのが特徴である。つまり、購買意欲の形成に関連する製品関与が消費者行動

論で取り上げる関与であるとしたら、本研究では利用意欲の形成に関連する製品関与であ

ると言える。 
 

2.4.6. まとめ 

本節では、定性的研究アプローチにより M-GTA を使って、インタラクティブ製品を利

用する際のユーザの心理的要因について分析を行った。その結果、大きく 2 つの要因が導

出された。 
1 つは、「インタラクティブ製品に対する自己効力感 (自己効力感)」である。これは、製

品利用のさまざまな側面における自己効力感の集合体であり、インタラクティブ製品の利

用に対する積極性や意欲の形成の基本となるものである。これは、ユーザ自身の経験によ

って形成されたものであり、比較的長期に影響する要因だと考えられる。 
しかし、この自己効力感のみによって利用の意欲が形成されるわけではない。実際に利

用対象となる製品に対して、ユーザの関心の度合いによって、意識づけが大きく左右され

る。その要因が 2 つ目の「利用対象製品に対する製品関与 (製品関与)」である。これは、

道具としての製品と、ユーザの価値観との関連性の度合いであり、関与の度合いが高いほ

ど、積極的な利用意欲が形成される。 

実利用環境での製品評価への影響 

実利用環境での製品評価は、主観的ユーザビリティ評価を含んだ“満足感および愛着感”

によって測定できると考えられる。これに対し、ユーザの 2 つの心理的要因は、直接およ

び間接に影響を与える要因と考えられる。 
間接的には、製品の利用形態を左右する利用意欲を介して評価に影響する。利用意欲が

高ければ、製品の利用方法や頻度が高くなり、その分新しい製品側面を理解する機会が増

えることになる。 
直接的には、自己効力感ではインタラクティブ製品の操作に関するものであり、ユーザ

ビリティなど使い勝手の評価に直接に影響を与えるものと考えられる。また製品関与では、

製品に対する主観的な思い入れに関するものであり、製品の満足感および愛着感に直接に

影響を与えるものと考えられる。 
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2.5. 2章のまとめ 

本章では、実利用環境での利用経験に基づく製品評価の実態を基に、ユーザの製品評価

プロセスおよび評価に影響を与えるユーザの心理的要因について、定性的研究アプローチ

によって、以下の点を明らかにした。 

1. 製品評価はユーザの心理的要因および利用状況の変化などによって影響される 

2. 実利用環境での製品評価は、ユーザの利用経験に対する主観的な評価の集約であり、

“満足感および愛着感”によって把握される (目的変数) 

3. 実利用環境におけるユーザの心理的要因には、「インタラクティブ製品に対する自

己効力感」と、「利用対象製品に対する製品関与」がある (説明変数) 

4. 自己効力感は、操作や使いこなしに関連し、ユーザビリティや使い勝手への意識の

高さ、評価の判断の正確さに影響する 

5. 製品関与は、製品に対する主観的な価値観に関連し、満足感や愛着感など、感情面

の評価に影響する 

本章での検討を踏まえ、実利用環境での製品評価構造を、利用時間の流れを考慮したプ

ロセスを含んだ図として図 2-10 に示す。 
 

図 2-10 実利用環境での利用経験に基づく製品評価構造 
 

経験に対する評価の集約

利用経験の時間的な変遷

A: 利用開始当初の関心

B: 実利用における気づき

D: 製品の陳腐化

E: 第一段階の
満足感評価

F: 実利用中における
満足感評価
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3章. 製品利用に関する心理尺度の構成 

3.1. 本章の目的 

3.1.1. 目的 

本章では、前章の結果を定量的に検証するために必要となる、インタラクティブ製品の

利用に関する 2 つの心理的要因を測定する尺度を構成する。2 つの心理的要因とは、「イン

タラクティブ製品の自己効力感」と、「利用対象製品に対する関与」であり、ここではそれ

ぞれの構成概念を適切に測定できる尺度を作成し、妥当性を確認する。また同時に、2 つ

の心理的要因が、実際の製品利用に及ぼす影響について分析を行う。 
 

3.1.2. 方法 

本章では、質問紙による調査を実施し心理尺度構成法の手続きに基づいて 2 つの心理尺

度を構成する。自己効力感および製品関与それぞれの構成概念は、前章の M-GTA での分

析で抽出した概念に基づくものである。 
なお、心理尺度の構成法についてはいくつかの流儀があるが、本章では村上 (2006) が

示した手法に基づき、因子分析による項目分析により構成することとした。 
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3.2. 製品利用における自己効力感尺度の作成 

3.2.1. 質問紙の作成 

項目の作成 

2 章 2.4 節において、M-GTA を用いた分析で抽出された概念ごとに質問項目を検討し

た。項目案の作成にあたっては分析ワークシートの具体例に取り上げられた発言内容を参

照し、具体的な表現になるよう配慮した。また、各概念には必ず逆転項目を設けるように

した。 終的に 36 項目を作成した。 
各項目への回答は、以下で示す 6 件の評定尺度とした (図 3-1)。なお、調査項目の詳細

については、巻末の付録 -Bに調査で用いた調査票を付した。 
 

図 3-1 調査で用いた評定尺度 

教示およびインタラクティブ製品の説明 

インタラクティブ製品の説明は、“電子機器”とし、調査の教示部分で以下のように具

体的な説明を行った。 
 
「このアンケートは、あなたの身の回りにある電子機器について、操作を覚えたり、

普段操作したりする時に感じる、自信の度合いや考え方をお伺いするものです。こ

のアンケートでいう電子機器とは、液晶などの画面表示の指示に従ってボタンやリ

モコンで操作するタイプの機器のことで、家電製品、携帯電話、パソコン、ソフト

ウェアなどが対象です。(例：ビデオ、パソコン、デジタルカメラ、DVD レコーダ

など)」 

並行調査項目 

作成した尺度の妥当性および特徴を検討するため、インタラクティブ製品に関連する以

下の項目を同時に把握することとした (表 3-1)。 
なお、調査項目の詳細については、巻末の付録 -B に調査で用いた調査票を参照のこと。 
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表 3-1 並行調査項目 

調査項目 把握方法 

1 インタラクティブ操作のある家電製品の操作の自信度 10 段階評価 
2 パソコンの操作の自信度 10 段階評価 
3 インタラクティブ製品の所有状況 19 種類の製品名を挙げ、個人・

世帯それぞれの所有を区別して

把握 
4 インタラクティブ製品の今後 1 年以内の購入意向 購入意向の有無 
5 インターネットの利用 利用の有無 
6 携帯電話でのインターネットの利用（携帯から直接） 利用の有無 
7 携帯電話とPC を接続してのインターネット利用 利用の有無 

 

3.2.2. 調査方法 

本調査は、代表性のあるサンプリング方法による訪問留置法によって実施した。回答数

は 1,200 件だった。 
被調査者は、全国を対象に、15～79 歳の男女を対象とした。 
サンプリングは、「住宅地図データベースから世帯を抽出し、個人を割り当てる方法」

という、割当法 (quota sampling) を採用した。この方法は、従来の手法と同様の代表性

があることが確認されたものである (日本リサーチセンター, 2006) 4)。標本数の配分は、

層別二段抽出法と同様、全国から調査地点を地域・市群規模別の各層に比例配分し、200
地点を抽出した。各地点 6 サンプルの回収を行った。各地点の割当は、対象地域母集団の

性・年代に準拠している。 
対象者の抽出方法は、以下の手続きで行った。まず調査員は、各調査地点で決められた

スタート地番から、番地順 (昇順) に「住宅地図データベース」を用いて一定の間隔で 30 
世帯を抽出し、調査対象世帯とする。ただし、各調査地点における調査の範囲は原則とし

て「抽出された調査対象世帯が含まれる住所内 (スタート地番から 後の世帯の地番内の

居住者)」としている。調査員は、指定された世帯を訪問し、調査地点ごとに指定された割

当条件にあてはまる対象者 (個人) を抽出する。同一世帯からの回収は１名とし、同一世

帯に調査対象適格者が複数いた場合は調査日に誕生日が近い人を対象とする。なお、管理・

実施は調査会社に委託して実施した。 
 

                                                  
4 2006 年 11 月の住民基本台帳法の改正により、調査のサンプリングに住民基本台帳を用いることができな

くなったため、それに代わる代替手法として採用されたもの。2006 年 10 月に(株)日本リサーチセンターが

実施した、サンプリング法の比較検証調査によると、従来の住民基本台帳に基づいた層別二段抽出法によ

るランダムサンプリングと本調査で用いた割当法で得られたデータに対して、一様性の検定を行なった結

果、危険率5％での有意差は見らなかった (日本リサーチセンター, 2006)。 
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3.2.3. 調査結果 

調査の実施期間は、2007 年 11 月 7 日～11 月 19 日である。 
回収された回答の中から、自己効力感尺度に欠損値のある者 (197 名) を除き、 終的

に分析の対象となった有効回答数は、1,031 件である。男性は、524 名 (50.8%)、女性は

507 名 (49.2%)、その平均年齢は、45.3 歳だった。表 3-2 に年代ごとの対象者数を示す。 

表 3-2 有効回答の性別・年代 

年齢 15～19 20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70～79 合計 

男 35 90 96 83 96 75 49 524 

女 32 79 93 80 97 79 47 507 

合計 67 169 189 163 193 154 96 1031 

(6.5%) (16.4%) (18.3%) (15.8%) (18.7%) (14.9%) (9.3%) (100%) 

 
 

3.2.4. 尺度構成 

因子分析 

まず、自己効力感尺度 36 項目の平均値、標準偏差を算出し、項目ごとの分布傾向を確

認したところ、いずれの項目も天井効果およびフロア効果は確認されなかった。 
次に、36 項目に対して主因子法による因子分析を行ったところ 3 因子が抽出された。固

有値の変化は、15.1、7.5、1.1、0.8、0.7…で、スクリープロットから判断すると、2 因子

構造が妥当であると考えられる。そこで、再度 2 因子を仮定し、主因子法・Promax 回転

による因子分析を行った。 
その結果、いずれの項目も高い因子負荷量が得られた。なお、回転前の 2 因子で 36 項

目の全分散を説明する割合は 62.8%だった。Promax回転後の 終的な因子パターンを表 
3-3 に示す。 
第 1 因子は 21 項目で構成されており、すべて積極的な利用意欲を示す項目である。そ

こで「積極意欲」と命名した。一方、第 2 因子は 15 項目で構成されており、すべてネガ

ティブな表現の項目である。そこで「阻害意識」と命名した。なお、これらネガティブな

項目は、すべて第 1 因子を構成するポジティブな項目の逆転項目として作成したものであ

る。 
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表 3-3 因子分析結果（主因子法・Promax 回転後の因子パターン） 

項目内容 Ⅰ Ⅱ 
21. やりたいことがあれば、自分からすすんで機能や使い方を探す .88 .00 
22. 電子機器をよりよく使うために、自分なりに利用法を工夫したりする .87 -.01 
19. 電子機器がそなえている機能のうち、どの機能を使えばやりたいことができるか、だいたいわかる .86 .00 
33. 機能や操作がわからなくなった時は、自分で取扱説明書やマニュアルを読んで理解できると思う .85 .02 
28. トラブルが起こった時、あわてずに原因を推測して、対処のしかたを考える .84 -.01 
13. 自分のやりたい範囲で、自分なりに使いこなせていると思う .84 .02 
26. 電子機器を使うこと自体が、楽しいと感じる方だ .83 .01 
20. もっと効率的な方法や使い方ができないか、調べたり考えたりする .83 -.03 
29. どのボタンを操作すればどうなるかが、だいたいわかるので、操作に不安は感じない .82 -.08 
24. 新しい機能や使い方を自分で見つけて、できることを、どんどん広げていける .82 -.02 
 8. 自分には操作が難しいと感じても、あきらめないで、できるまでがんばる .82 .02 
 1. どんな電子機器であっても、自分がやりたいことは操作できる自信がある .81 -.02 
10. 新しい製品や新しい技術に興味がある .81 -.09 
 3. 他の人と比べて、使いこなしていると思う .79 -.09 
 7. 普段の利用で起こるようなトラブルであれば、だいたい自分で対処できる .79 -.04 
16. 新しい電子機器を使う時は、その機器がそなえている機能の全体像を、把握するように努力する .78 .12 
30. もっと有効な使い方ができるなら、本や雑誌、インターネットなどからも情報収集する方だ .77 -.01 
31. 電子機器を買う時は、やりたいことに適した機器を、選ぶようにしている .76 .21 
 4. 電子機器の機能が、どのように実現されているかに興味がある .75 .02 
12. トラブルでサポートセンターに電話をする時、トラブルが起こった状況などを詳しく説明できる .74 .01 
26. カスタマイズ機能（自分に使いやすいように設定を変更する機能）があれば使う方だ .68 .14 
15. トラブルが起こった時は、できれば周りの誰かに頼りたい -.02 .83 
25. トラブルが起こった時、原因を考えようとしても、まったく想像がつかない -.07 .79 
 5. 思いがけないトラブルが起こった時、自分だけでは対処できない .13 .78 
17. わからない機能やボタンは、不安なので、できれば操作したくない -.13 .77 
11. うまく使うには、まだ知識がたりないと感じる .25 .76 
 6. 自分がやりたいことを実現するに、必要な機能を選ぶことが、うまくできない .09 .75 
27. 故障やトラブルになるのが心配で、操作するのに不安を感じる -.14 .74 
14. 身の回りの家電製品の中にも、操作できる自信のない製品がある -.12 .71 
34. 自分がやりたいことであっても、使うのが大変ならば、すぐにあきらめてしま -.04 .71 
 9. 分厚い取扱説明書やマニュアルを見ると、それだけで、読もうという気がなくなる .07 .70 
32. 操作に失敗して、電子機器を壊してしまうのではないかと不安になる -.08 .68 
 2. 自分のやりたいことを実現するのに、どの電子機器やソフトウェアを選べばよいかわからない .09 .68 
18. できれば電子機器を使うことは、なるべく避けたい .07 .64 
23. 個人情報やセキュリティなどの問題を考えると、インターネットを使うのが怖くなる -.25 .64 
35. 電子機器がうまく動けば、なぜそうなるのか、わからなくてもよい .20 .60 

因子相関行列 Ⅰ Ⅱ 
Ⅰ ― -.24 
Ⅱ ― 



3 章. 製品利用に関する心理尺度の構成 

74 
 

因子間の相関分析 

2 因子間の相関係数は、r = -.24 (p < .01) で相関は弱い。しかし、因子分析を行った際、

Bartlett法で保存した因子得点を散布図にプロットすると、明らかに負の高い相関がある

ことが読み取れる (図 3-2)。 
 

図 3-2 因子得点の散布図 

しかし、想定される相関とは乖離し、外れ値となっている群 (図 3-2 の円内) が存在す

るため、相関係数が低く示されているものと考えられる。これらの群は“積極意欲”が低

くかつ、“阻害意識”も低い。つまり、“得意でもないが、不安もない”群と解釈される。

いわば家電などに興味を持たない層であると考えられる。 
そこで、2 つの因子得点に対して、グループ内平均連結法を用いてクラスター分析を行

い 2 群に分類した。その結果、図 3-3 に示すように、外れ値となっているグループが分け

られた。 
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図 3-3 クラスター分析による外れ値群の分別 

この外れ値の群の数は 68 件で、有効回答数に占める割合は 6.60%だった。 
この群を外れ値として取り除いた際の因子間の相関係数は、r = -.73 (p <.01)で、負のか

なり高い相関となった。 

外れ値群の特性の分析 

外れ値となった群の特性を分析するために、属性データ (性別、年齢、職業、 終学歴、

世帯年収) を説明変数にし、尤度比に基づく変数増加法による二項ロジスティック回帰分

析を行った。その結果、 終学歴と年齢の 2 変数によるモデルが得られた。表 3-4 に得ら

れたモデルを示す。モデルの-2 対数尤度は 391.91。このモデルを用いた正答率は全体の

93.0%だった。なお、年齢は年代に区切らず、回答された年齢の実数を用いた。 
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表 3-4 外れ値とそれ以外の二項ロジスティック回帰分析 

B Wald EXP （95%信頼区間） 

大学・大学院 18.29 ** 1.00 
小学校・中学校 2.96 14.67 *** 19.35 (4.25 - 88.1) 

高等学校 2.26 9.49 ** 9.63 (2.28 - 40.67) 
各種専門学校 2.18 7.39 ** 8.85 (1.84 - 42.65) 

短 大 1.03 1.05  2.81 (0.39 - 20.36) 
年齢 0.03 12.19 *** 1.03 (1.01 - 1.05) 
定数 -6.26 53.19 *** 0.00 ― 

(** p＜.01, *** p＜.001) 

 
分析の結果、 終学歴が中学校以下の場合、大学・大学院卒に比べて 19.35 倍となり、

学歴が高くなるにつれて、次第に確率も下がる傾向がみられる。年齢については有意では

あるもののオッズ比はさほど高くない。 
そこで、10 歳ごとの年代別に、外れ値群とそうでない群 (一般群と呼ぶ) の割合を比較

した。図 3-4 に示したように、40 代までの各年代では、外れ値群の割合はおよそ 3～4%
にとどまっているが、60 代では 15.8%、70 代では 18.5%が外れ値群だった。なお、 終

学歴が中学校以下の割合は、60 代では 21.4%、70 代では 31.0%と高いことから、二項ロ

ジスティック回帰分析では、年齢も有意となったものと考えられる。 
 

図 3-4 外れ値群の世代別割合 
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また、家電製品の個人での所有アイテム数を、外れ値群と一般群で比較したところ、外

れ値群の保有数は平均 2.93 アイテム。一般群では平均 7.19 アイテムで、有意な差が見ら

れた (t (1029) = 9.07, p < .001, 図 3-5)。 
 

図 3-5 家電製品の保有アイテム数の比較 

これらのことから、2 つの因子について共に低い得点の対象者は、高齢者が中心であり、

家電製品もあまり保有していない層である。これらの層では、インタラクティブ製品など

に対して関心が薄いと考えられ、操作に対する積極性も低く、あまり新しい製品を使わな

いために、不安も感じることがない層であると解釈することができる。 
しかし、外れ値群の回答状況を見てみると、68 名中 41 名は、36 項目すべての項目を 1 

(まったくあてはまらない) を付けた回答者だった。訪問留置法では、質問紙への直接の記

入を求めるため、回答者の中には適当に回答を記入するケースがある。ただし、本調査で

はこれら 41 名の回答が不適切な回答だと断言することは難しい。 

自己効力感尺度の因子構造の考察 

先にも述べたように、第 2 因子の項目は、すべてネガティブな項目で構成されており、

すべての項目が第 1 因子の逆転項目として設計されたものである。つまり、第 1 因子と第

2 因子は本質的には同じ概念を測定しているものと考えられる。 
実際、図 3-2 で示したように、第 1 因子および第 2 因子の得点分布は、ほぼ直線的な分

布であり、外れ値群を除いた相関係数は-.72 と高い相関があった。 
これらのことから、自己効力感尺度は 2 因子構造ではなく、本来は 1 因子構造であると
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考えられ、いずれか 1 つの因子を構成する項目だけでも、測定可能な概念であると考えら

れる。因子分析で 2 因子構造となった理由は、高齢者を中心としたインタラクティブ製品

に関心を持てない外れ値群が存在し、それらの群を分別するためだと考えられる。もし、

1 因子構造とした場合でも、外れ値群は積極意欲が低いと回答することから、自己効力感

の強度を測定するという目的に照らせば、適切に測ることができると言える。 

1因子構造を想定した因子分析 

そこで有効回答 1,031 件に対し、再度 36 項目すべてを対象に 1 因子構造を想定し、主

因子法による因子分析を実施した。 
その結果、因子負荷量が .60 以上の項目は、すべてポジティブな 21 項目 (表 3-3 の積

極意欲因子と同様) となり、|.50|以下は、すべてネガティブな 15 項目 (表 3-3 の阻害意

識因子と同様) となり、項目が二分された。このことから、解釈可能性を考慮して上位の

21 項目を対象に、再度主因子法による因子分析を実施した。その結果、いずれも十分な因

子負荷量を得た (表 3-5)。なお、21 項目で全分散を説明する割合は 66.5%だった。 

表 3-5 自己効力感尺度の因子分析結果 (主因子法) 

項目内容 因子負荷量 
22. 電子機器をよりよく使うために、自分なりに利用法を工夫したりする .88 
21. やりたいことがあれば、自分からすすんで機能や使い方を探す .87 
19. 電子機器がそなえている機能のうち、どの機能を使えばやりたいことができるか、だいたいわかる .86 
12. トラブルが起こった時、あわてずに原因を推測して、対処のしかたを考える .85 
33. 機能や操作がわからなくなった時は、自分で取扱説明書やマニュアルを読んで理解できると思う .84 
20. もっと効率的な方法や使い方ができないか、調べたり考えたりする .84 
 1. どんな電子機器であっても、自分がやりたいことは操作できる自信がある .84 
26. 電子機器を使うこと自体が、楽しいと感じる方だ .83 
29. どのボタンを操作すればどうなるかが、だいたいわかるので、操作に不安は感じない .83 
 8. 自分には操作が難しいと感じても、あきらめないで、できるまでがんばる .83 
13. 自分のやりたい範囲で、自分なりに使いこなせていると思う .82 
24. 新しい機能や使い方を自分で見つけて、できることを、どんどん広げていける .82 
 3. 他の人と比べて、使いこなしていると思う .81 
10. 新しい製品や新しい技術に興味がある .81 
 7. 普段の利用で起こるようなトラブルであれば、だいたい自分で対処できる .79 
30. もっと有効な使い方ができるなら、本や雑誌、インターネットなどからも情報収集する方だ .78 
 4. 電子機器の機能が、どのように実現されているかに興味がある .75 
16. 新しい電子機器を使う時は、その機器がそなえている機能の全体像を、把握するように努力する .75 
12. トラブルでサポートセンターに電話をする時、トラブルが起こった状況などを詳しく説明できる .73 
31. 電子機器を買う時は、やりたいことに適した機器を、選ぶようにしている .70 
36. カスタマイズ機能（自分に使いやすいように設定を変更する機能）があれば使う方だ .65 

累積寄与率 66.5% 
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G-P分析による項目弁別力の確認 

因子分析で得られた 21 項目をさらに吟味するために、G-P 分析 (Good－Poor Analysis)
により項目弁別力の確認を行う。 

21 項目に対する回答の素点を合計し、その得点の上位 25%をG 群 (277 件)、下位 25%  
を P 群 (262 件)として抽出した。それぞれの平均値を算出し、その差を求めるとともに、

t 検定を行った。その結果、いずれの項目も 0.1%水準で有意であり十分な弁別力がある。 
しかし、21 番目の項目は、他の項目よりも平均値の差が小さくまた、因子分析での因子

負荷量も小さい。さらに項目内容もカスタマイズについて尋ねるものであり、製品自体の

利用とはやや方向性の異なる内容になっている。そこでより精度を高めるために項目を削

除し、自己効力感尺度を 20 項目で構成することとした。 

表 3-6 G-P 分析: 平均値の差および t 検定の結果 

項目内容 
平均

値の

差 
t 値 判定

22. 電子機器をよりよく使うために、自分なりに利用法を工夫したりする 2.96 39.1 *** 

21. やりたいことがあれば、自分からすすんで機能や使い方を探す 3.18 40.4 *** 

19. 電子機器がそなえている機能のうち、どの機能を使えばやりたいことができるか、だいたいわかる 2.83 36.5 *** 

12. トラブルが起こった時、あわてずに原因を推測して、対処のしかたを考える 2.79 36.5 *** 

33. 機能や操作がわからなくなった時は、自分で取扱説明書やマニュアルを読んで理解できると思う 2.88 36.6 *** 

20. もっと効率的な方法や使い方ができないか、調べたり考えたりする 2.88 37.5 *** 

 1. どんな電子機器であっても、自分がやりたいことは操作できる自信がある 3.18 39.9 *** 

26. 電子機器を使うこと自体が、楽しいと感じる方だ 2.94 34.5 *** 

29. どのボタンを操作すればどうなるかが、だいたいわかるので、操作に不安は感じない 2.91 36.6 *** 

 8. 自分には操作が難しいと感じても、あきらめないで、できるまでがんばる 3.12 41.2 *** 

13. 自分のやりたい範囲で、自分なりに使いこなせていると思う 3.07 35.9 *** 

24. 新しい機能や使い方を自分で見つけて、できることを、どんどん広げていける 2.71 35.1 *** 

 3. 他の人と比べて、使いこなしていると思う 2.89 37.9 *** 

10. 新しい製品や新しい技術に興味がある 3.22 39.5 *** 

 7. 普段の利用で起こるようなトラブルであれば、だいたい自分で対処できる 3.10 36.6 *** 

30. もっと有効な使い方ができるなら、本や雑誌、インターネットなどからも情報収集する方だ 3.12 33.6 *** 

 4. 電子機器の機能が、どのように実現されているかに興味がある 2.82 33.9 *** 

16. 新しい電子機器を使う時は、その機器がそなえている機能の全体像を、把握するように努力する 2.55 27.4 *** 

12. トラブルでサポートセンターに電話をする時トラブルが起こった状況などを詳しく説明できる 2.80 29.9 *** 

31. 電子機器を買う時は、やりたいことに適した機器を、選ぶようにしている 2.43 23.2 *** 

36. カスタマイズ機能（自分に使いやすいように設定を変更する機能）があれば使う方だ  （削除） 2.27 20.6 *** 

(*** p ＜.001) 

 



3 章. 製品利用に関する心理尺度の構成 

80 
 

3.2.5. 自己効力感得点の計算と内的整合性の検討 

本尺度の使用目的は、実ユーザに対して製品評価を把握する際にユーザの心理的要因の

一つである自己効力感を適切に測定することにある。そのため、他の調査で扱いやすいよ

う、因子得点ではなく項目への回答を元にした尺度得点を用いて簡易に計算できることが

望ましい。 
そこで、有効回答 1,031 件のデータを基に 20 項目に対する回答の素点を合計し、自己

効力感尺度得点とした (平均: 65.53、SD : 22.63)。なお、この自己効力感尺度得点と 20
項目で因子分析を行った際の因子得点 (Bartlett 法) との相関係数は r = .99 (p <.01) 以上

であり、因子得点の代替指標として用いることは十分妥当性を持つと考えられる。 
次に、内的整合性を検討するため、Cronbach のα係数を計算した。その結果、0.97 と

非常に高い値が得られた。 

表 3-7 下位尺度得点の最小値、最大値、平均、SD、α係数 

小値 大値 平均 SD α係数 
自己効力感尺度（20 項目） 20 120 65.53 22.63 0.97 

 

3.2.6. 構成概念妥当性の検討 

操作の自信度との関係 

構成概念妥当性は、家電製品に対する自信度 (10 段階評価) およびパソコン操作に対す

る自信度 (10 段階評価) との相関関係により検討した。その結果、家電操作、パソコン操

作とも r = .65 以上の有意な高い相関があった。 

表 3-8 自己効力感尺度との相関分析結果 

自己効力感尺度得点 

「家電製品操作の自信度」 .68** 
「パソコン操作の自信度」 .65** 

                                         (** p ＜.001) 
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インターネット利用との関係 

自己効力感尺度得点の高い人ほど、インターネットの利用にも積極的であることが想定

されることから、インターネット利用の有無との関連についても検討した。 
普段のインターネット利用の有無および、携帯電話でのインターネット利用の有無、携

帯電話をパソコンと接続してのモバイルでのインターネット利用の有無の3つの利用の有

無についてt検定を行った (表 3-9)。 
その結果、いずれの利用方法でもインターネット利用者の方が、有意に自己効力感尺度

得点が高かった。 

表 3-9 インターネット利用の有無による自己効力感尺度得点の t 検定結果 

利用者 非利用者 

N 平均 SD N 平均 SD t 値 

普段のインターネット利用 586 75.7 18.1 443 52.2  21.0  18.8***

携帯電話でのインターネット利用 448 74.7 18.6 410 61.3  21.6  9.7*** 
モバイルでのインターネット利用 59 83.4 19.3 799 67.2  20.9  5.8*** 

(*** p <.001) 

インタラクティブ製品の所有との関係 

自己効力感尺度得点が高い人ほど、インタラクティブ製品との接触機会も多い可能性が

高いと考えられる。そこで、19 種類のインタラクティブ製品の所有状況を把握し、自己効

力感尺度得点との関連を分析した。 
まず、19 種類個別のインタラクティブ製品について個人所有の有無についてt検定を行

った (表 3-10)。その結果、携帯用DVDプレーヤ、BSデジタルチューナを除いたほとんど

の製品について個人で所有している人ほど有意に自己効力感得点が高かった。 
携帯用 DVD プレーヤや BS デジタルチューナは所有者が少ないことから、差が出にく

かったものと思われる。 
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表 3-10 インタラクティブ製品の個人所有の有無による自己効力感尺度得点の t 検定結果 

利用者 非利用者 

N 平均 SD N 平均 SD t 値 

携帯電話 844 68.2  21.0  187  53.6  25.6  7.3*** 

PHS 40 79.3  22.7  991  65.0  22.5  3.9*** 

ノートパソコン 224 78.1  18.3  807  62.0  22.5  11.0*** 

デスクトップパソコン 145 79.3  19.5  886  63.3  22.3  8.2*** 

PDA 等の携帯情報端末 14 94.6  17.7  1017 65.1  22.4  4.8*** 

プリンタ 200 77.9  18.5  831  62.5  22.5  10.1*** 

FAX 93 74.4  21.0  938  64.7  22.6  4.0** 

家庭用ゲーム機器 162 78.9  19.6  869  63.0  22.3  9.2*** 

携帯ゲーム機 169 77.8  18.9  862  63.1  22.5  9.0*** 

カーナビ 124 73.7  18.9  907  64.4  22.9  5.0*** 

デジタルビデオカメラ 81 77.3  20.5  950  64.5  22.5  4.9*** 

デジタルカメラ 226 76.2  19.7  805  62.5  22.5  8.9*** 

携帯 DVD プレーヤ 46 70.3  21.4  985  65.3  22.7  1.5n.s. 

MD プレーヤ 143 75.0  19.3  888  64.0  22.8  6.2*** 

薄型テレビ 68 75.4  22.8  963  64.8  22.5  3.7*** 

デジタルレコーダ 85 74.5  20.9  946  64.7  22.6  3.8*** 

BS デジタルチューナ 31 75.8  19.2  1000 65.2 22.7  2.6 n.s. 
CS デジタルチューナ 28 78.7  18.0  1003 65.2  22.6  3.1** 
MP3 プレーヤ 112 85.2  17.4  919  63.2  22.0  10.2*** 

(*** p <.001, ** p <.01, * p <.05) 

保有アイテム数との関係 

次に 19 種類の製品について、個人の平均所有数は、6.90 個 (SD : 3.88) だった。そこ

で、製品の保有数について三分位で分け“保有数少 (保有数 0~5 個、N=347)”、“保有数

中 (保有数 6~9 個、N=381)”、“保有数多 (保有数 10~17 個、N=276)”とし、1 要因の分

散分析を行った。 
その結果、有意な差が認められた (F (2, 1028) = 99.7, p < .001)。また、Tukey のHSD

法 (5%水準) による多重比較を行ったところ、いずれの群との相互に有意な差が見られた。 
このように、インタラクティブ製品の所有状況および保有アイテム数ともに見ても、自

己効力感尺度得点は妥当な結果が得られた。 



3.2. 製品利用における自己効力感尺度の作成 

83 
 

図 3-6 家電製品の個人保有アイテム数別の自己効力感尺度得点の平均値 

構成概念妥当性の検討 

上述のように、いずれの基準で見た場合でも、インタラクティブ製品の自己効力感尺度

の構成概念と適合した有意な結果を示しており、本尺度の妥当性は十分であると言える。 
 

3.2.7. 自己効力感得点の標準化 

自己効力感得点の分布 

本尺度を作成するために実施した調査は、サンプリングの代表性を考慮したものであり、

算出された自己効力感尺度得点を標準化することにより、後に実施する調査においても全

国の平均的な得点との比較を行いやすくなる。そこで、自己効力感尺度得点 (平均: 65.53、
SD : 22.63) を元に、Z得点による標準得点を計算した。図 3-7 にその分布を示す。 
先に分析したように、インタラクティブ製品に関心が薄い層が存在するため、 も低い

得点にもピークがある点が特徴である。 
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図 3-7 自己効力感尺度得点の分布 (標準化得点) 

性別の特徴 

性別では、男性の方がやや高く 52.7 (SD : 9.5) である。女性は、平均より低く 47.1 (SD : 
9.8) だった。なお、t 検定の結果は有意な差が認められた ( t (950.7) = 8.97, p < .001)。 
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図 3-8 性別の自己効力感尺度得点の平均値 (標準化得点) 

年代別の特徴 

年代別に平均値を見ると、右下がりで得点が減少する傾向が顕著である。5 歳等級で見

ると、 も高いのは、10 代で 55.8 (SD : 8.2) である。50 代を超えると平均点を下回るよ

うになり、65～69 歳が も低く 42.4 (SD : 8.9)であった。 

図 3-9 年代別の下位尺度得点の平均値 (標準化得点) 
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3.2.8. まとめ 

本節では、ユーザの心理的要因の 1 つである自己効力感尺度を作成しその妥当性を検討

した。自己効力感尺度は、インタラクティブ製品に対する積極的な利用意欲を尋ねる 20
項目で構成され、インタラクティブ製品の操作に対する自己効力感と、内発的動機付けを

含んだ概念である。 
自己効力感は 10～20 代が も積極的で、年齢が上がるにつれ次第に低下する。また、

女性よりも男性の方が積極的である。また自己効力感が積極的な人ほど、多くの家電製品

を所有する傾向がある、などの特徴がある。 
ただし、高齢者を中心に一部のユーザには、インタラクティブな製品の利用そのものに

関心や意欲がない層も一定程度存在する。こうした層は、所有している製品も少なく、60
代以上の約 17%がこのような層である。このような層が存在するため、自己効力感尺度得

点の分布は、正規分布状の中央あたりのピークの他に、 下位得点にもピークがあるとい

う特徴がある。 
 

M-GTAで導出した構造図との関連性 

2 章 2.4 節において、M-GTA による分析で導出したユーザの心理的要因の構造図 (図
2-9) では、自己効力感の他に、「6.利用行為の内発的動機付け」、「7.利用リスクに対する不

安」が含まれている。内発的動機付けは自己効力感の積極的な側面と強い関連のある概念

である。しかし、リスクに対する不安が自己効力感とは別概念として示されている。 
本節の尺度構成では、1 因子構造を想定して分析を行ったところ、リスクに対する不安

は、逆転した積極意欲で測定可能であるということができ、意欲と不安は同じ構成概念の

背反な表現であると考えられた。このことから、図 2-9 の構造図と本尺度の構成は、ほぼ

合致したものと考えることができる。 
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3.3. 製品関与尺度の作成 

3.3.1. 調査方法の検討 

尺度作成方法の検討 

本節で作成する尺度は、多様なジャンルのインタラクティブ製品について、測定可能な

ものである。 
一般に製品関与の程度は、個人によっても異なるものと考えられが、製品ジャンルや製

品クラスの特性によって関与の程度は大きく左右されることが指摘されている (小嶋 et 
al, 1985)。特に、趣味性の高い家電製品などは一般的に高関与製品であることが知られて

いる (e.g. 小嶋 et al, 1985)。より幅広い製品ジャンルに適用でき、弁別力のある尺度を作

成するには、製品関与が高いものから低いものまで、複数の製品群を合わせて調査し、そ

の結果を元に尺度を構成する必要がある。 
そこで、多様な製品に対する製品関与度を測定できる尺度を作成するために、複数の具

体的な製品群を提示し、それぞれに対する現在の評定を把握し、複数の回答結果を合わせ

て分析することとした。 

対象とする製品群 

消費者の購買意思決定過程を示した EBM などのモデルが示すように、製品の購入には

関与が大きく影響しているものと考えられる (Engel et al, 1995)。そのため、すでに購入

し利用しているユーザは、高い関与を示すものと考えられる。そこで、インタラクティブ

製品の所有率を考慮して、対象製品を選択することとした。 
具体的には、自己効力感尺度作成のための調査で把握した、19 種類のインタラクティブ

製品の所有率 (表 3-10) に基づいて対象製品を選択することとした。世帯所有および個人

所有を問わず、各製品の保有率から、高いもの (50%程度)、中程度のもの (35～40%程度)、
低いもの (15％程度) の中から、それぞれ複数製品を選択した(図 3-10)。 終的に対象と

した 10 種類の製品を表 3-11 に示す。 
なお、本研究の対象はインタラクティブ製品である。だが、これらの製品群は高関与で

ある可能性が高い。低関与の状態についても把握可能にするため、インタラクティブ製品

に加えて、一般家電 (いわゆる白物家電) についても対象に織り交ぜて調査を実施するこ

ととした。 
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図 3-10 インタラクティブ製品の保有率 

 

表 3-11 調査対象製品群 

保有率 高 
・携帯電話 
・デジタルカメラ 
・パソコン（ノートPC、デスクトップとも） 

保有率 中 
・携帯用ゲーム機 
・カーナビ 
・デジタルレコーダ（DVD レコーダ、HDD レコーダなど） 

保有率 低 ・携帯音楽プレーヤ 
・PDA 等の携帯情報端末 

一般家電 ・冷蔵庫 
・洗濯機 
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調査方法 

10 種類の製品を対象とする調査は、調査項目数が膨大となるため、紙による質問紙調査

では被調査者の負担が大きい。また、実際に郵送法や訪問留置法では実施費用が高額とな

り、非現実的な方法である。そこで本調査では、調査パネルによるインターネット調査法 
(以下、ウェブ調査という) を採用することとした。 
回答数は 600 件とし、18～69 歳までを対象に、現在の人口構成比に基づいて性・年代

で割り付けを行った 5)。 
回答者のサンプリングは、登録されている年齢層の 5 歳等級および性別ごとに無作為に

サンプリングを行い、回答依頼のメールを発信した。発信数は合計 8,990 件で、それに対

して回答時間内に応答があった件数は 865 件 (応答率、9.62%) だった。このうち、割り

付け群ごとに、回答順序の早いものから必要なサンプル数分の回答を抽出し、600 件の回

答を確保した。なお、調査の管理・実施は調査会社に委託して行った。 

サンプルの偏りへの対処 

ウェブ調査は、被調査者がインターネット利用者であることや調査パネルに登録してい

ることが前提となっていることから、サンプルの偏りが予想される。そこで、本調査では、

可能な限りサンプルの偏りを排除するために、以下の 2 点を考慮し実施・分析することと

する。 

 インターネット利用者の年代的特性の影響を排除するため、現在の人口構成比に基づ

いて、性・年代を 5 歳等級に区切り割り付けを行う。 

 自己効力感尺度作成のための調査と同じ内容の質問項目を設定し、ウェブ調査の回答

者との違いを元に、傾向スコア法による共変量調整法により、ウェブ調査データの補

正を行い、実データとの違いを分析する。 

傾向スコア法による共変量調整法を用いたウェブ調査データの補正 

確率標本抽出に基づいた調査とウェブ調査で、同一の測定を行って比較すると、両者の

間に無視できない乖離があることが指摘されている (Couper, 2000; 労働政策研究・研修

機構, 2005)。これらの問題を解決するために、近年ではウェブ調査データの補正方法に関

する研究が蓄積されつつある (星野・繁桝, 2004; 星野・前田, 2006)。現在有効性が確認さ

れつつある方法に、傾向スコア (propensity score) 解析法がある。 
傾向スコアは、教育学や疫学で無作為配置の行えない準実験データにおける因果効果の

                                                  
5 人口構成比は、総務省統計局発表の 2007 年 7 月確定値による、「男女別推計人口」に基づいて行った。割

り付けは、10代を除き、5 歳階級とした。なお 10 代は、18～19 歳を統計局発表の 15～19 歳階級の比率

を適用し、対象数を割り付けた。 
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推定方法として開発・利用されてきた (Rosenbaum & Rubin, 1983)。これを、ウェブ調

査の集団が確率標本調査の集団と同じ内容の調査に回答したと仮定し、特定の問題にだけ

ウェブ調査の集団が答えなかった (つまり欠損値) ととらえ、欠損値の補正を行うと考え

れば、調査データの補正においても応用することが可能となる (星野・繁桝,2004 )。傾向

スコアは、共変量の情報を用いて計算される、ある回答者が「ある群に所属する確率」で

ある。ここで言う共変量とは、補正の対象となる変数と調査法の割り当て (ここでは、訪

問調査かウェブ調査か) の両者に対して効果を持つと考えられる変数である。 
通常、傾向スコアは、訪問調査など確率標本抽出調査とウェブ調査の両方に対して、同

一の形式で測定された共変量を用いて、その割り当てを予測するロジスティック回帰モデ

ルを推定し、その予測確率を用いて行われる (星野・前田, 2006; 星野・森本, 2007)。つま

り、ある回答者がウェブ調査に割り当てられる確率が高ければ、その回答者に対する重み

づけ (ウェイト) を小さくし、逆にウェブ調査に割り当てられる確率が低ければ重みづけ

を大きくすることで、確率標本抽出調査への近似を行う。 
補正対象となる項目の誤差二乗和を減少させる共変量を発見できれば、ウェブ調査のみ

で把握した他の質問項目に対する補正が有効であることが示されている (星野, 2007)。 
本研究では、自己効力感尺度の構成を行うための調査を、代表性を考慮した割当法を採

用し訪問留置法 (以下、訪問調査という) で実施した。そこで、本調査では、製品関与尺

度のための調査項目のほかに、自己効力感尺度で用いた質問項目を含んだ質問紙を作成し

て実施し、共変量となるデータを得ることで、傾向スコアを算出できる。 
ただし、傾向スコア法によるウェブ調査データの補正に関する研究のほとんどは、補正

方法に関するものであり、本研究のように応用的に適用した研究は現時点では見当たらな

い。そのため、本研究では補正データを用いて、尺度の因子構造の安定性を確認すること

に主眼を置いて用いることとする。 
 

3.3.2. 質問紙の作成 

項目の作成 

2 章 2.4 節において、M-GTAを用いた分析で抽出された概念ごとに質問項目を検討した。

項目案の作成に当たっては、分析ワークシートのバリエーションに取り上げられた発言内

容を参照し、具体的な表現になるよう配慮した。また、多様な製品について汎用的に利用

できる尺度とするために、具体的な製品の名称などを用いない表現とした。各概念には必

ず逆転項目を設けるようにし、 終的に 20 項目を作成した。なお、調査項目の詳細は、

巻末の付録 -Cに調査で用いた調査票を付した。また、各項目への回答は、自己効力感尺

度のための調査と同様、6 件の評定尺度とした (図 3-1)。 
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並行調査項目 

作成した尺度の妥当性および特徴を検討するため、調査対象とする製品について以下の

項目を同時に把握した。また、3.2 節で作成したインタラクティブ製品に対する自己効力

感尺度も同時に把握した (表 3-12)。 
なお、調査項目の詳細については、巻末の付録 -C に調査で用いた調査票を参照のこと。 

表 3-12 並行調査項目 

調査項目 把握方法 

1 所有状況 調査対象 10 種類の製品それぞれに、個人・世帯それぞれの

所有を区別して把握 
2 利用頻度 調査対象 10 種類の製品それぞれに、利用頻度を把握 

3 主観的重要度 調査対象 10 種類の製品それぞれに、6 件の評定尺度で把握

4 インタラクティブ製品に対する自己

効力感尺度 尺度の候補となった 36 項目すべてを把握 

 
 

3.3.3. 調査結果 

調査の実施期間は、2008 年 2 月 8 日～2 月 9 日である。 
回収された 600 件には欠損値はなく、すべてを分析対象とした。性・年代による割り付け

および分析対象者の構成比を表 3-13 に示す。 

表 3-13 調査対象の性別・年代（人口比に基づく割り付け結果） 

歳 18～

19 
20～

24  
25～

29  
30～

34 
35～

39 
40～

44 
45～

49 
50～

54 
55～

59 
60～

64 
65～

69 合計

男性 21 24 26 32 31 27 25 27 35 27 25 300
女性 20 23 26 31 31 27 25 27 35 28 27 300

合計 41 47 52 63 62 54 50 54 70 55 52 600
6.8% 7.8% 8.7% 10.5% 10.3% 9.0% 8.3% 9.0% 11.7% 9.2% 8.7% 100%
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3.3.4. 尺度構成 

分析の方法 

サンプルの偏りを考慮し、適切な尺度構成を行うために、以下の手順で項目分析を行っ

た。 

1. 調査対象とした 10 種類の製品すべてを統合し、一括して因子分析を行った 

2. 10 種類の製品ごとに同様の手法で因子分析を行い、1 で析出した因子構造の安定性

を確認した 

3. 傾向スコアを算出し、ウェイトづけデータを用いて、10 種類の製品を一括して同

様の手法で因子分析を行い、1 で析出した因子構造が再現されることを確認した 

4. 傾向スコアによるウェイトづけデータを用いて、10 種類ごとに同様の手法で因子

分析を行い、1 で析出した因子構造の安定性を確認した 

5. 上記 1～5 で、因子構造が安定しない場合は、項目を削除するなどし、上記手続き

を繰り返した 

6. 作成した尺度に対して、内的整合性および構成概念の妥当性を検討した 

 

10種類の製品を一括した因子分析 

10 種類のデータを一括し、20 項目の平均値、標準偏差を算出し、項目ごとの回答傾向

を確認した。いずれの項目も、天井効果およびフロア効果は確認されなかった。 
次いで、20 項目に対して主因子法による因子分析を行ったところ 4 因子が抽出された。

固有値の変化は、9.5、2.6、1.6、1.0、0.9、0.5･･･で、スクリープロットおよび因子の解

釈可能性から判断し、3 因子構造が適当であると考えた。そこで 3 因子を仮定し、主因子

法・Promax 回転による因子分析を行った。因子負荷量が十分でない項目や弁別力が低い

項目を削除する作業を繰り返し行った。その結果、 終的に因子負荷量が十分な 10 項目

が残された。回転前の 3 因子で 10 項目の全分散を説明する割合は 80.2%である。 
終的に得られたPromax回転後の因子パターンを 表 3-14 に示す。この因子分析結果

を製品関与尺度の原案として、次項以降において、尺度の安定性を確認する。 
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表 3-14 製品関与尺度の因子分析結果（主因子法・Promax 回転後の因子パターン） 

項目内容 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

(17) この製品を使うことが、楽しいと感じる .97  -.05  .02 
(19) 自分の趣味や興味に関するものである .84  .06  .07 
(18) 自分が積極的に使いこなしたり、活用したりする様子を想像できる .73  .06  -.18 
(15) 自分らしさが反映できる .64  .19  .07 
(11) 新しい機種が出たら、ほしいと思う .04  .92  .04 
(1) 新しい機種が出ると、とても気になる .08  .85  .03 
(12) 新しい機種に搭載されている機能について、だいたい知っている .14  .63  -.13 
(7) この製品を使うとどんな効果が得られるか、想像できない .01  .02  .88 
(4) 使い方や利用のしかたが、わからない .10  -.05  .82 
(16) どんな風に使えば、自分のためになるか、想像できない -.09  .03  .74 

因子相関行列 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

Ⅰ ― .75  -.43 

Ⅱ ― -.40 

Ⅲ ― 

 

製品ごとの因子分析 

次に、製品別に因子構造の確認を行うため、上記の 10 項目に対し 3 因子構造を想定し、

主因子法・Promax回転による因子分析を、それぞれの製品ごとに行った。Promax回転後

の分析結果を表 3-15 に示す。表では、0.3 以下の因子負荷量を削除して表示した。 
10 種類の製品それぞれについて得られた因子負荷量を比較してみると、ほぼ同一の因子

構造であることが確認できる。 
ただし、携帯ゲーム機だけが他の製品と異なり、第 2 因子の 3 項目が第 1 因子と同じ因

子として高い負荷量を示している。これは、楽しさや新しさが同程度の価値を持つ携帯ゲ

ーム機の製品特性と関連するものと考えられる。 
なお、それ以外の製品では、安定的に 3 因子構造が出現することが確認された。 
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表 3-15 製品別の因子分析結果（主因子法・Promax 回転後の因子パターン） 

第 1 因子 第 2 因子 第 3 因子 
      項番 

製品 
(17) (19) (18) (15) (11) (1) (12) (7) (4) (16) 

デジタルカメラ .95 .83 .83 .63       

カーナビ .94 .69 .79 .57       

MP3 プレーヤ .89 .80 .87 .80       

携帯電話 .95 .87 .74 .69       

PDA .99 .73 .79 .74       

デジタルレコーダ .88 .84 .79 .44       

パソコン .99 .90 .76 .48       

携帯ゲーム機 .93 .85 .91 .72 .80 .75 .70    

冷蔵庫 .88 .73 .62 .70       

洗濯機 .95 .72 .70 .61       

デジタルカメラ     .86 .93 .60    

カーナビ     .86 .90 .57    

MP3 プレーヤ     .87 .86 .53    

携帯電話     .99 .83 .61    

PDA     .87 .86 .49    

デジタルレコーダ     .97 .82 .74    

パソコン     .91 .92 .70    

携帯ゲーム機     .38 .40     

冷蔵庫     .98 .76 .52    

洗濯機     .90 .82 .62    

デジタルカメラ        .82 .67 .72 

カーナビ        .83 .78 .76 

MP3 プレーヤ        .86 .86 .73 

携帯電話        .88 .80 .69 

PDA        .91 .89 .79 

デジタルレコーダ        .77 .83 .71 

パソコン        .89 .80 .75 

携帯ゲーム機        .95 .84 .78 

冷蔵庫        .85 .69 .64 

洗濯機        .68 .61 .55 

[因子負荷量 0.3 以下を非表示] 
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3.3.5. 傾向スコアによる共変量調整法を用いたデータの補正 

共変量の選択基準 

補正に用いる共変量の候補は、3.2 製品利用における自己効力感尺度の作成で把握した

ものと同じ以下の項目である。 

 性別 

 年代 (5 歳等級) 

 職業 

 終学歴 

 世帯年収 

 自己効力感尺度 

 8 種類のインタラクティブ製品の所有の有無 

 
上記のうち、世帯年収については、ウェブ調査の回答状況を見ると 300 万円以下の回答

に大きく偏っていた。これは、ウェブ調査の設問文を「あなたの世帯年収」としてしまっ

たため、あやまって個人年収を回答した可能性が高い。そこで、共変量として用いるのは

不適当であり対象外とした。 
自己効力感尺度は、3.2 項の分析結果に基づいて、20 項目に対する標準化得点を算出し

た。 
共変量の 6 つの候補の中から、星野・前田 (2006) が示した、次の共変量の選択の基準

に基づいて項目を選択する。 

1. 個人内変動が少なく (つまり各個人内で安定した)、かつネット調査と訪問調査で

継続的に質問できる可能性が大きい項目を選ぶ 

2. 訪問調査とネット調査の間で差のある項目を選ぶ 

3. 補正したい項目を共変量に回帰させた時の偏回帰係数が、訪問調査とウェブ調査と

もに同じ方向になるものを選ぶ、特に標準偏回帰係数の絶対値が大きいものを選ぶ 

4. 上記の基準で選択された共変量のセットから、さらに誤差二乗和の和を減少させる 
(または も増加分が小さくなる) ように共変量を減らす 
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補正対象項目の設定 

補正の妥当性の判断は、訪問調査とウェブ調査の両者で把握している補正対象項目を指

定し、訪問調査の値を真値としウェブ調査の推定値との誤差二乗和によって行う。本調査

の目的は、製品関与尺度を構成することであり、製品関与と相関の高い項目を補正対象項

目と見なすこととした。 
製品関与は、製品の所有と強い相関があると想定されることから、10 製品を一括して行

った因子分析の結果を元に、仮に製品関与得点を算出し、その得点と製品の所有の有無と

の間での相関分析から、 も高い相関のものを補正対象項目に設定する。製品の所有状況

については、個人と世帯とを分けて把握しているが、世帯としての所有は必ずしも個人の

関与と関連しない可能性がある。そこで、個人所有についてのみ取り出し、分析すること

とした。 
まず、表 3-14 で示す 10 項目のうち、3 因子の 3 項目を逆転させた素点の合計を製品関

与得点と仮定し、製品ごとに個人所有の有無との相関分析を行った。その結果、携帯音楽

プレーヤの所有と製品関与得点との相関が、r = .53 (p < .001) で も高かった。そこで、

携帯音楽プレーヤを補正対象項目として補正効果の妥当性の判断を行うこととした。なお、

携帯音楽プレーヤの所有率は、訪問調査では 11.5%、ウェブ調査では 43.0%で有意な差が

ある (t (911.5) = 13.9, p < .001)。 

共変量の選択 

星野・前田 (2006) が示す共変量の選択基準の 1 は、属性に関する項目を採用している

ことから、クリアしていると判断できる。 
次に、選択基準の 2 で挙げられている、訪問調査とウェブ調査の間で差のある項目を選

択するため、各項目でt検定および二項ロジスティック回帰分析を行った (表 3-16、表 
3-17)。 
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表 3-16 共変量候補の t 検定の結果 

ウェブ調査 訪問調査 

平均 SD 平均 SD t 値 

自己効力感尺度 57.75 8.40 50.00 10.00 16.7*** 
デジカメの所有 0.62 0.49 0.22 0.41 17.1*** 
カーナビの所有 0.24 0.43 0.12 0.33 5.9*** 
携帯電話の所有 0.94 0.25 0.81 0.40 8.1*** 
PDA の所有 0.12 0.33 0.01 0.12 7.8*** 
デジタルレコーダの所有 0.29 0.45 0.08 0.28 10.2*** 
パソコンの所有 0.82 0.39 0.31 0.47 24.0*** 
携帯ゲーム機の所有 0.28 0.45 0.16 0.37 5.5*** 
男性 0.50 0.50 0.51 0.50 0.3  
女性 0.50 0.50 0.49 0.50 0.3 

(*** p < .001) 

 

表 3-17 共変量候補の二項ロジスティック回帰の結果 

＜年代＞ B Wald Exp (B) 
10 代 3.88 1 

20～24 歳 0.14 0.25 1.15 
25～29 歳 -0.18 0.49 0.83 
30～34 歳 0.19 0.55 1.21 
35～39 歳 -0.03 0.01 0.97 
40～44 歳 0.09 0.11 1.09 
45～49 歳 0.00 0.00 1.00 
50～54 歳 0.00 0.00 1.00. 
55～59 歳 0.09 0.12 1.09 
60～64 歳 0.08 0.09 1.08 
65～69 歳 0.18 0.45 1.20 

定数 -0.49 6.14 0.61* 
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＜職業＞ B Wald Exp (B) 
無職 69.87 1*** 

農林漁業 -0.32 0.23 0.72 
自営・商工業 -0.40 2.74 0.67+ 

自由業 0.83 5.02 2.29* 
管理職 1.25 20.01 3.48*** 

事務・技術職 0.64 10.19 1.90** 
労務・技能職 0.20 0.71 1.22 

パート・アルバイト -0.21 0.84 0.81 
主婦・主夫専業 0.68 10.98 1.97** 

学生 0.45 3.59 1.56 + 
定数 -0.88 27.94 0.42*** 

 

＜ 終学歴＞ B Wald Exp (B) 
小学校・中学校 57.65 1*** 

高等学校 0.51 4.31 1.66* 
短大・各種専門学校 0.64 6.32 1.90* 

大学・大学院 1.30 27.87 3.68*** 
定数 -1.30 31.83 0.27*** 

(*** p < .001, ** p< .01, * p< .05, + p< .10) 

 
次に、星野・前田 (2006) の共変量選択基準の 3 に従い、携帯音楽プレーヤの個人所有

を従属変数に、5%水準以下で有意な差のあった共変量候補を独立変数に指定し、訪問調査

とウェブ調査それぞれに重回帰分析を行った (表 3-8)。なお、 終学歴については、ダミ

ー変数化し、小学校・中学校卒を基準変数とした。 
共変量の選択では、重回帰分析の偏回帰係数の符号が同じものを選択する。符号が一致

しなかった変数は、カーナビの所有、携帯電話の所有、自由業の 3 変数だった。 
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表 3-18 共変量選択基準 3 に基づく重回帰分析 

ウェブ調査 訪問調査 

 偏回帰係数
標準化 

偏回帰係数
偏回帰係数

標準化 
偏回帰係数 

符号の

一致 

(定数) -0.24  -0.18   * 

自己効力感尺度 0.01 0.17 *** 0.01 0.17 *** 一致 

デジカメの所有 0.05 0.05  0.05 0.07 * 一致 

カーナビの所有 0.01 0.01  -0.11 -0.11 *** 不一致 

携帯電話の所有 0.03 0.01  -0.03 -0.04 不一致 

PDA の所有 0.09 0.06  0.15 0.06 一致 

デジタルレコーダの所有 0.06 0.05  0.08 0.07 * 一致 

パソコンの所有 0.03 0.03  0.07 0.11 ** 一致 

携帯ゲーム機の所有 0.17 0.15 *** 0.2 0.23 *** 一致 

無職 -0.25 -0.14 ** -0.06 -0.06 一致 

自由業 -0.17 -0.06  0.08 0.04 不一致 

管理職 -0.11 -0.06  -0.14 -0.08 ** 一致 

事務・技術職 -0.05 -0.05  -0.03 -0.04 一致 

主婦・主夫専業 -0.25 -0.21 *** -0.07 -0.08 ** 一致 

高等学校 -0.01 -0.01  -0.01 -0.01 一致 

短大・各種専門学校 0.02 0.02  0.02 0.02 一致 

大学・大学院 0.02 0.02  0.04 0.05   一致 

 
この結果を元に、以下の 3 通りの方法で傾向スコアをそれぞれ算出し、各方法の補正効

果を比較したのち、 も効果の高いものを選択する。 

 方法 1: 共変量のうち 5%水準以下で有意な差があった項目すべてを対象に算出。 

 方法 2: 共変量選択基準の 3 に基づく重回帰分析 (表 3-18) の結果に基づいて、訪問

調査とウェブ調査それぞれの偏回帰係数の符号が同じもののみを対象に算出。 

 方法 3: 上記の方法 2 に、性・年代のデモグラフィック変数を加えて算出。 

上記の 3 種類の共変量のセットを独立変数とし、割り当て (訪問調査を 0、ウェブ調査

を 1 とする) を予測する二項ロジスティック回帰分析を行い、ウェブ調査へ割り当てられ

る予測確率 (e) を算出し、傾向スコアとした。 
各方法の、二項ロジスティック回帰分析の適合度および正判別率をに示す。 
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表 3-19 二項ロジスティック回帰分析の適合度および正判別率 

方法 概要 H-L 検定 Cox & Snell 
のR2 正判別率 

方法1 p <.05 の全共変量 χ2 = 9.66, df = 8, p =.289 0.33 77.8% 

方法2 選択基準 3 を適用 χ2 = 14.74, df = 8, p =.064 0.32 77.3% 

方法3 選択基準 3＋性・年代 χ2 = 12.81, df = 8, p =.120 0.34 77.5% 

 
算出した予測確率 (e) があまりに小さいケースの場合、その調査協力者に対するウェイ

トを非常に大きくさせ、解析を不安定にさせる危険性がある (星野・前田, 2006)。そのた

め、予測確率 (e) が 10%未満のものは一律に 10%として下限値を設定した。 
予測確率 (e) から (1-e) / e を算出し、これをウェブ調査回答者へのウェイトとして指

定することで、補正の効果を検討した。 

補正効果の検討 

訪問調査の回答分布を真値とし、補正対象項目である携帯音楽プレーヤの保有状況につ

いて、各方法の推計値および誤差二乗和を表 3-20 に示す。 

表 3-20 携帯音楽プレーヤの個人所有の有無の誤差二乗和 

 
真値 

 (訪問調査) 
ウェブ調査 
(測定値) 

方法 1 
(推計値) 

方法 2 
(推計値) 

方法 3 
(推計値) 

自分専用で所有 0.1086 0.4300 0.3072 0.3190 0.3083 
自分専用専用で

はないが所有 0.0572 0.0850 0.0714 0.0726 0.0724 

所有していない 0.8341 0.4850 0.6214 0.6084 0.6193 
誤差二乗和  0.2259 0.0849 0.0954 0.0863 
減少率(%) 0.00 62.44 57.77 61.81 

 
結果、方法 1 が方法 3 よりも誤差二乗和の減少率が大きかった。そこで、方法 1 による

傾向スコア値を採用することとした。傾向スコアによる補正を行った効果を図 3-11 に示す。

補正によって個人所有の割合がウェブ調査よりも減少している。また、所有していない割

合もウェブ調査よりも増加し、訪問調査の値に近づいており、補正が正しく行われている

ことがわかる。 
また、パソコンの保有状況のデータでは、個人所有率の 81.8%が 40.0%まで補正されて

おり、妥当な補正が行われていると言える (図 3-12)。 
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図 3-11 携帯音楽プレーヤの所有 (傾向スコアによる補正効果) 

 

図 3-12 パソコンの所有率 (傾向スコアによる補正効果) 
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補正データによる10製品一括での因子分析 

前項で算出した傾向スコアによる重み付けを行ったデータを用いて、製品関与尺度の因

子構造を確認する。まず、これまでの分析で選択された 10 項目に対して、3 因子を仮定し

主因子法・Promax回転による因子分析を行った。その結果、因子構造は重み付けを行う

前の結果と同様の結果が得られた。回転前の3因子で10項目の全分散を説明する割合は、

80.8%だった。得られたPromax回転後の因子パターンと因子相関行列を表 3-21 に示す。 

表 3-21 傾向スコアの重み付けデータによる因子分析結果 (主因子法・Promax 回転後) 

項目内容 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

(17) この製品を使うことが、楽しいと感じる .97 -.05  .01  
(19) 自分の趣味や興味に関するものである .85 .04  .07  
(18) 自分が積極的に使いこなしたり、活用したりする様子を想像できる .72 .12  -.15  
(15) 自分らしさが反映できる .69 .16  .05  
(11) 新しい機種が出たら、ほしいと思う .04 .91  .04  
(1) 新しい機種が出ると、とても気になる .07 .87  .03  
(12) 新しい機種に搭載されている機能について、だいたい知っている .14 .64  -.08  
(7) この製品を使うとどんな効果が得られるか、想像できない .00 .02  .83  
(4) 使い方や利用のしかたが、わからない .15 -.12  .83  
(16) どんな風に使えば、自分のためになるか、想像できない -.14 .11  .79  

因子相関行列 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

Ⅰ ― .72 -.29 

Ⅱ ― -.29  

Ⅲ ― 

 
補正を行う前の負荷量 (表 3-14) と比較しても、負荷量自体は大きな変動は見られず、

3 因子構造がはっきりと表れている。だが、因子相関行列では、第 3 因子と他の因子との

相関が低下している。 

補正データによる製品ごとの因子分析 

同様に、傾向スコアによる重み付けを行ったデータを用いて、3 因子構造を仮定し製品

ごとに主因子法・Promax回転による因子分析を行った。結果を表 3-22 に示す。 
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表 3-22 傾向スコアの重み付けデータよる因子分析結果 (主因子法・Promax 回転後) 

第 1 因子 第 2 因子 第 3 因子 
      項番 

製品 
(17) (19) (18) (15) (11) (1) (12) (7) (4) (16) 

デジタルカメラ .99 .83 .76 .80       
カーナビ .91 .77 .98 .68 .33  .48    

MP3 プレーヤ .84 .81 .82 .82       
携帯電話 .91 .88 .71 .78       

PDA .90 .81 .83 .86   .49    
デジタルレコーダ .95 .78 .82 .54       

パソコン 1.00 .91 .75 .59       
携帯ゲーム機 .91 .83 .89 .77 .91 .88 .78    

冷蔵庫 .93 .74 .75 .67       
洗濯機 .89 .87 .60 .65       

デジタルカメラ     .89 .89 .62    
カーナビ     .64 .92     

MP3 プレーヤ     .82 .89 .65    
携帯電話     1.00 .87 .62    

PDA     .82 .84 .36    
デジタルレコーダ     .91 .85 .73    

パソコン     .96 .89 .70    
携帯ゲーム機           

冷蔵庫     .94 .82 .46    
洗濯機     .86 .82 .61    

デジタルカメラ        .76 .70 .79 
カーナビ        .74 .83 .85 

MP3 プレーヤ        .79 .83 .75 
携帯電話        .86 .81 .74 

PDA        .91 .92 .86 
デジタルレコーダ        .72 .86 .80 

パソコン        .86 .71 .77 
携帯ゲーム機        .93 .87 .86 

冷蔵庫        .95 .63 .54 
洗濯機        .49 .75 .50 

[因子負荷量 0.3 以下を非表示] 
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結果は、ほぼ重み付け前 (表 3-15) と同様の傾向があり、携帯ゲーム機を除いて概ね 3
因子構造であることが確認できた。だが、カーナビや携帯ゲーム機では第 1 因子で、本来

第 2 因子であるべき項目でも高い負荷量を示している。特に携帯ゲーム機では、第 2 因子

に相当する項目がすべて第 1 因子で負荷量が高く、2 因子構造を示した。この傾向は、重

み付け前も同様に見られたものだが、さらに強調されている。このことは、第 1 因子が「楽

しみ」に関する項目であり、第 2 因子は「新しい製品」に関する項目であることから、ゲ

ーム機の製品特性である、趣味性や流行性の特徴が表れたものと言える。 
しかしながら、ほとんどの製品においてほぼ 3 因子構造が出現することが確認できた。 

傾向スコアによるデータ補正に関するまとめ 

ウェブ調査のデータに対し、傾向スコアによる補正を行い、本調査を訪問調査として実

施した際の推計値を算出した。さらにそのデータを用い、製品関与尺度の原案に対して因

子分析を行い、因子構造の安定性を確認した。その結果、補正を行わないデータで因子分

析を行ったのとほぼ同様に、10 項目で 3 因子構造が抽出され、因子構造の安定性が確認さ

れた。 
 

3.3.6. 下位尺度得点の計算と内的整合性の検討 

因子の命名 

第 1 因子は 4 項目で構成されており、楽しさや趣味、自分らしさといった項目が特徴で

ある。そこで「使う楽しさ」と命名した。 
第 2 因子は、3 項目ともに新しい製品に対する感度に関する項目である。これは、製品

に対する知識や情報収集への意識の高さに関するものである。そこで、「知識・情報感度」

と命名した。 
第 3 因子は、3 項目すべてが逆転項目で構成されたもので、自分が製品を使用して得ら

れる効果をイメージできないことを示している。そこで、「利用効果の認識」と命名した。 

下位尺度得点の算出 

製品関与が高いほど得点が高くなるよう、3 因子の 3 項目を逆転させた上で、3 つの下

位尺度に相当する項目の素点をそれぞれ合計し、その平均値を算出した。 
なお、各下位尺度得点は 10 種類の製品を一括して因子分析した際、Bartlett法で保存し

た因子得点との相関係数は、それぞれの因子についてr = .99 以上 (p <.01) であり、因子

得点の代替指標として用いることは十分妥当性を持つと考えられる (表 3-23)。 
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表 3-23 下位尺度得点と因子得点の相関係数 (Bartlett 法) 

因子得点との相関係数 

「使う楽しさ」下位尺度得点(4 項目) .99** 
「知識・情報感度」下位尺度得点(3 項目) .99** 
「利用効果の認識」下位尺度得点(3 項目） -.99** 

                                             (** p< .01) 

 
平均点はそれぞれ、「使う楽しさ」下位尺度得点、「知識・情報感度」下位尺度得点、「利

用効果の認識」下位尺度得点とした。それぞれ 10 製品一括の平均点、インタラクティブ

製品のみの平均点、白物家電のみの平均点をに表 3-24 示す。 
インタラクティブ製品と白物家電に比べると、「使う楽しさ」ではインタラクティブ製

品の得点が高いものの、「知識・情報感度」はほとんど差がない。一方、「利用効果の認識」

では、白物家電の方が高い得点となっている。 
また、参考として傾向スコアによる重み付けを行った下位尺度得点の平均値、SDを 表 

3-25 に示す。全体的に得点が低い傾向がある。 

表 3-24 下位尺度得点の平均値、SD 

 
10 製品一括 インタラクティブ製品 

 (8 製品) 
白物家電 
 (2 製品) 

平均値 SD 平均値 SD 平均値 SD 
「使う楽しさ」下位尺度得点  

(4 項目) 
3.4  1.3  3.5  1.3  3.1  1.0  

「知識・情報感度」下位尺度得点 
 (3 項目) 

3.1  1.4  3.1  1.4  3.0  1.1  

「利用効果の認識」下位尺度得点 
 (3 項目) 

4.1  1.2  4.0  1.3  4.5  0.9  

 

表 3-25 傾向スコアの重み付けデータによる下位尺度得点の平均値、SD 

 
10 製品一括 インタラクティブ製品 

 (8 製品) 
白物家電 
 (2 製品) 

平均値 SD 平均値 SD 平均値 SD 
「使う楽しさ」下位尺度得点  

(4 項目) 
3.1  1.3  3.2 1.4  3.0 1.1  

「知識・情報感度」下位尺度得点 
 (3 項目) 

2.7  1.3  2.6 1.4  2.8  1.1  

「利用効果の認識」下位尺度得点 
 (3 項目) 

3.9 1.3  3.8  1.3  4.4 0.9  
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内的整合性の検討 

次に内的整合性を検討するため、Cronbach のα係数を計算した。その結果、0.91 と高

い値が得られ、尺度の内的整合性は十分であると言える。 

表 3-26 α係数 

α係数 

「使う楽しさ」下位尺度得点 (4 項目) 0.91 
「知識・情報感度」下位尺度得点 (3 項目) 0.90 
「利用効果の認識」下位尺度得点 (3 項目) 0.85 

全項目 (10 項目) 0.91 

下位尺度得点間の相関分析 

下位尺度得点間の相関分析を 10 製品一括、インタラクティブ製品、白物家電のそれぞ

れに分けて分析を行った。その結果、インタラクティブ製品と白物家電では相関関係が異

なっている。「使う楽しさ」と「知識・情報感度」はインタラクティブ製品と白物家電とも

有意な高い相関が認められる。しかし、白物家電では「利用効果の認識」と「使う楽しさ」

「知識・情報感度」との相関がほとんどない。これは、白物家電の利用効果が広く一般的

に理解されていることと関連しているものと考えられる。 

表 3-27 下位尺度得点間の相関係数 [右上 (太字) : 補正なし、左下 (斜体) : 補正あり] 

  
「使う楽しさ」 「知識・情報 

感度」 
「利用効果の 

認識」 

10 製品一括 

「使う楽しさ」下位尺度得点 ― .76** .38** 
「知識・情報感度」下位尺度得点 .73** ― .37** 
「利用効果の認識」下位尺度得点 .26** .26** ― 

インタラク

ティブ製品 

(8 製品) 

「使う楽しさ」下位尺度得点 ― .78** .45** 
「知識・情報感度」下位尺度得点  .76** ― .44** 
「利用効果の認識」下位尺度得点  .30** .29** ― 

白物家電 

(2 製品) 

「使う楽しさ」下位尺度得点 ― .60** .05 
「知識・情報感度」下位尺度得点 .62** ― -.02 
「利用効果の認識」下位尺度得点 .07**  -.02 ― 

(** p< .01) 
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3.3.7. 構成概念妥当性の検討 

下位尺度得点の分析から、インタラクティブ製品と白物家電では下位尺度得点間の相関

関係も異なることがわかった。そこで、構成概念の妥当性の検討では、本来の目的である

インタラクティブ製品のデータのみに絞って分析を行うこととする。 

主観的重要度との関連 

構成概念妥当性は、各製品に対する主観的重要度 (6 段階評価) との相関関係により検討

した。なお、主観的重要度は、製品所有の有無にかかわらず 6 段階で評価してもらった (図 
3-13)。 

図 3-13 調査で用いた評価尺度 

その結果、逆転項目を反転し 10 項目の素点を合計した製品関与尺度得点との間の相関

係数は r = .75 で、かなり高い相関があった。また下位尺度得点との相関分析では、「使う

楽しさ」「知識・情報感度」の各得点で、利用頻度と主観的重要度との間に、r = .7 程度の

高い相関があった。しかし、「利用効果の認識」だけはやや低く中程度の相関係数を示した。 

表 3-28 主観的重要度との相関分析 

 

製品関与尺度得点

（全項目） 
「使う楽しさ」 

下位尺度得点 
「知識・情報感度」 

下位尺度得点 
「利用効果の認識」 

下位尺度得点 
「主観的重要度」 
との相関係数 .75** .74** .69** .44** 

(** p< .01) 

 

製品保有との関連 

製品関与が高い人ほど製品を購入して利用していることが想定される。そこで、逆転項

目を反転し 10 項目の素点を合計した製品関与尺度得点を用いて、インタラクティブ製品 8
種類の個人保有の有無についてt検定を行った (表 3-29)。 
その結果、8 種類全体では 0.1%水準で有意に製品保有者の製品関与尺度得点が高かった。

また個別の製品ごとでも、製品保有者の方が有意に製品関与尺度得点が高かった。 
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表 3-29 インタラクティブ製品の個人保有と製品関与尺度得点の t 検定結果 

 

個人での保有者 非保有者 

N 平均 SD N 平均 SD t 値 

８種類全体 2245 41.7 8.8 2555 29.4 10.3 44.4*** 
デジタルカメラ 374 41.0 7.9 226 33.3 9.1 10.5*** 
カーナビ 144 39.5 7.8 456 28.8 9.4 12.4*** 
携帯音楽プレーヤ 258 42.6 8.9 342 28.6 9.9 18.2*** 
携帯電話 561 40.1 9.1 39 27.1 8.6 9.0*** 
PDA（携帯情報端末） 73 38.9 9.9 527 24.9 9.5 11.5*** 
デジタルレコーダ 174 40.5 8.1 426 34.0 9.2 8.5*** 
パソコン 491 44.9 8.1 109 38.4 8.0 7.7*** 
携帯ゲーム機 170 42.1 9.1 430 27.4 10.7 15.8*** 

(*** p< .001) 

 

構成概念妥当性の検討 

上述のように、製品の主観的重要度および製品保有の 2 つの基準で見た場合では、逆転

項目を反転し 10 項目の素点を合計した製品関与尺度得点が、尺度の構成概念と適合した

有意な結果を示しており、本尺度の妥当性は十分であると言える。 
なお、抽出された 3 つの因子は、製品関与尺度の評価構造を分析するためには不可欠で

あるが、インタラクティブ製品に対する製品関与の強度を示す目的で本尺度を用いる場合

には、逆転項目を反転した 10 項目の素点の合計点を用いることは妥当だと考えられる。

また、消費者行動論における関与概念を整理・分類したLaaksonen (1994) によると、多

くの研究で多次元的な先行要因や側面を測定し、その合計を関与強度とする「多次元的見

解」を採用している。このことからも、10 項目の素点の合計点を製品関与の強度をするこ

とは妥当だといえる。 
 

3.3.8. 製品関与尺度得点の分布 

製品関与尺度得点を製品ごとに算出し、その平均点を図 3-14 に示す。 も高いのはパ

ソコンで次いで携帯電話、デジタルカメラとなっている。これらは保有率も高く、多くの

人が関心を持つ製品であると言える。 
また参考として、傾向スコアによる重み付けを行った製品関与得点の分布を図 3-15 に

示す。 
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図 3-14 製品ごとの製品関与尺度得点の平均点 

 

図 3-15 傾向スコアによる補正データを用いた製品ごとの製品関与得点の平均点 (参考) 
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3.3.9. まとめ 

本節では、ユーザの心理的要因の 1 つである製品関与を測定する尺度を作成し、その妥

当性を検討した。製品関与尺度は、利用対象となるインタラクティブ製品に対する自己認

識を尋ねるもので、10 項目で構成される。 
製品関与尺度は、3 因子構造である。製品を使うことで感じる楽しさの認識度を把握す

る、「使う楽しさ」因子。新しい製品に対する知識や情報への関心の高さを示す「知識・情

報感度」因子。その製品を使い自分の生活に役立てる方法への認知度を把握する「利用効

果の認識」の 3 つがある。 
インタラクティブ製品と白物家電では、3 つの因子の関係が異なっており、インタラク

ティブ製品の方が使う楽しさと知識・情報感度の間に、高い相関がある。つまり、インタ

ラクティブ製品に対する興味があり、新しい製品の情報を収集するようなユーザは、その

製品を使うことが楽しいと感じている傾向があることを示している。これは、現在のイン

タラクティブ製品が単に生活の道具としてではなく、趣味や個人の嗜好と関連するような

行為において利用する製品が多いことが影響しているものと考えられる。 
インタラクティブ製品に対する、製品関与の強度を測定する場合には、逆転項目を反転

し 10 項目の素点を合計した製品関与尺度得点を用いることにより測定できる。 
製品関与尺度得点は、製品ごとによって大きく異なる。これらは、製品の特性を反映し

てものである。また、製品関与尺度得点は、製品を個人所有している人ほど高いという特

徴がある。 

M-GTAで導出した構造図との関連性 

2 章 2.4 節において、M-GTA による分析で導出したユーザの心理的要因の構造図 (図 2 
-9) では、製品関与は「8. 自己における重要性 (価値観)」と、「9. 製品知識」の 2 つの要

因で概念を構成している。 
本節の尺度では、「使う楽しさ」因子は「8. 自己における重要性」に対応する。また、

「知識・情報感度」は「9. 製品知識」に対応する。尺度作成の段階で抽出された「利用効

果の認識」因子は、「8. 自己における重要性」に含まれている“自分が利活用するイメー

ジの強さ”と一致する。また同時に、「9. 製品知識」に含まれている“自己ニーズに基づ

いた製品理解”と一致する。つまり、ユーザ自信が製品を利用するイメージを元にした製

品に対する考え方の要素が、それぞれの要因から別の因子として抽出されたものと考える

ことができる。 
このように整理すると、図 2-9 の構造図と本尺度の構成は、ほぼ合致したものと考える

ことができる。 
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3.4. ユーザの心理的要因と製品利用との関係 

3.4.1. 使用するデータ 

3.3製品関与尺度の作成では、製品関与尺度の項目のほか、3.2 で作成した自己効力感尺度

の項目および、各製品の利用頻度も尋ねている (表 3-12)。 
ここでは、3.3 で実施した製品関与尺度構成のためのウェブ調査 (有効回答数 600 件) に

よるデータを用いて、ユーザの心理的要因と製品利用 、特に利用頻度との関係について分

析する。そこで、各製品を個人で保有している対象者を対象に分析を行う。 
 

3.4.2. 自己効力感および製品関与得点 

各製品の個人での保有者と非保有者の自己効力感尺度得点および各製品の製品関与得

点を算出した (表 3-30)。いずれの製品も、個人保有者の方が得点が高い (Cf. 表 3-29)。 
なお、有効回答 600 件全体の自己効力感尺度得点の平均値は、57.8 (SD : 8.4) である。 
 

表 3-30 製品の個人保有者と非保有者の自己効力感得点と製品関与得点の平均値 

 
自己効力感尺度得点 製品関与尺度得点 
平均 SD 平均 SD 

デジタルカメラ 
個人保有者 (374) 59.3  7.7  41.0  7.9  
非保有者 (226) 55.2  9.0  33.3  9.1  

カーナビ 
個人保有者 (144) 59.7  7.6  39.5  7.8  
非保有者 (456) 57.2  8.6  28.8  9.4  

携帯音楽プレーヤ 
個人保有者 (258) 60.7  7.5  42.6  8.9  
非保有者 (342) 55.6  8.4  28.6  9.9  

携帯電話 
個人保有者 (561) 58.0  8.1  40.1  9.1  
非保有者 (39) 53.8  11.3  27.1  8.6  

PDA（携帯情報端末） 
個人保有者 (73) 60.4  9.3  38.9  9.9  
非保有者 (527) 57.4  8.2  24.9  9.5  

デジタルレコーダ 
個人保有者 (174) 59.9  7.5  40.5  8.1  
非保有者 (527) 56.9  8.6  34.0  9.2  

パソコン 
個人保有者 (491) 59.0  7.9  44.9  8.1  
非保有者 (109) 52.3  8.6  38.4  8.0  

携帯ゲーム機 
個人保有者 (170) 61.1  7.3  56.4  8.5  
非保有者 (430) 42.1  9.1  27.4  10.7  
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3.4.3. 利用頻度におよぼすユーザの心理的要因の影響 

重回帰分析 

製品の利用頻度に対して自己効力感尺度得点および製品関与得点が及ぼす影響を分析

するために、個人での製品保有者を対象に、利用頻度を従属変数にした重回帰分析を行っ

た。その結果をパス図として図 3-16 に示す。 
なお、この分析では 8 種類のインタラクティブ製品の平均的な傾向を分析するため、8

種類の製品をまとめて分析した。 
 

R2 = .134, p < .001 (*** p < .001) 

図 3-16 重回帰分析の結果（係数は標準化係数） 

図 3-16 で示すように、自己効力感よりも製品関与の方が強く利用頻度に影響しているこ

とがわかる。さらに、自己効力感は弱いながら負の係数である。自己効力感と利用頻度の

相関係数は、r = .48 (p < .01) と正の相関があることから、自己効力感は利用頻度に対して

抑制変数として影響していることがわかる。つまり、製品利用者のうち自己効力感が高い

人ほどむしろ利用頻度が低くなることを示している。 

心理的要因で分類したユーザ群ごとの利用頻度 

次に、8 製品全体の製品関与尺度得点の分布から中央値を算出し、全個人所有者を高い

群から順に、H、L の 2 群に分けた。同様に、自己効力感尺度得点の分布に基づいて H、

L の 2 群にわけ、都合対象者を 4 群に分けた。利用頻度について 4 群でkruskal-wallis 検
定を行った。 
その結果、0.1%水準で有意な差があった (χ2 = 96.39, df =3, p <.001)。それぞれの群の

平均ランクを図 3-17 に示す。図の太字で示したセルを比較してわかるように、自己効力

自己効力感

製品関与

利用頻度

‐.18***

.42***
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感は高いが製品関与が低い群 (左上)よりも、自己効力感は低いが製品関与が高い群 (右下) 
の方が、より利用頻度が高いことがわかる。 
また、製品関与の H 群と L 群をそれぞれ比較した場合でも、自己効力感が高い群の方

が利用頻度の平均ランクが低いことがわかる。 
 

図 3-17 ユーザの心理的要因で分類した製品全体の利用頻度の平均ランク 

 
これらのことから、利用頻度に対しては製品関与の方が強く影響しており、自己効力感

はむしろ抑制変数として影響していることが明らかになった。 
抑制変数とは、自己効力感から製品関与の影響を取り除いた場合に、利用頻度と自己効

力感の相関が負の相関になっている場合を指すものである。自己効力感が高い人ほど、た

くさんのインタラクティブ製品に囲まれており、一つ一つの製品への利用頻度は相対的に

低くなっているのではないだろうか。実際には、製品関与の影響が強く働き、一つ一つの

製品では、自己効力感が高い人でも利用頻度は高い。しかし、製品関与の影響を除去して

しまうと、自己効力感が高い人ほど、利用頻度が低下する傾向があるものと考えられる。 
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3.4.4. まとめ 

本節ではインタラクティブ製品の利用頻度を従属変数として、ユーザの心理的要因の影

響を分析した。 
その結果、製品関与は自己効力感よりも実際の利用に対して影響力が強いことが明らか

となった。自己効力感が高く、インタラクティブ製品を使うことに自信があるユーザであ

っても、あまり関心のない製品に対しては積極的になることはない。一方、たとえインタ

ラクティブ製品を使うことに自己効力感が低いユーザであっても、製品に対する関心が高

ければ、それだけ利用に積極的となり、一生懸命使おうとすることがわかった。 
このことは、2 章 2.4 節において、M-GTA によって抽出したモデルで導出した結果と同

様であると言える。つまり、自己効力感を基盤にしつつも、利用対象製品に対する製品関

与の強度によって、実際の利用意欲が強められたり弱められたりすることが、本節の分析

によって定量的にも支持された。 
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3.5. 3章のまとめ 

本章では、2 章で明らかにしたユーザの 2 つの心理的要因について、適切に測定できる

心理尺度を作成した。自己効力感尺度は、1 因子構造であり、利用に対する積極意欲に対

する 20 項目の質問で構成される。一方、製品関与尺度は、「使う楽しさ」「知識・情報感

度」「利用効果の認識」の 3 因子構造であり、10 項目の質問で構成される。 
本章の分析から、ユーザの心理的要因の特徴として以下の点が明らかになった。 
 

1. インタラクティブ製品の利用に対する自己効力感は、女性よりも男性の方が高い傾

向がある 

2. 自己効力感は若年層ほど高く、年齢を重ねるごとに低下する 

3. 自己効力感が高い人ほど、より多くのインタラクティブ製品を所有している 

4. 製品の所有者ほど、自己効力感、製品関与ともに高い 

5. 製品の所有者の中では、製品関与が高い人ほど製品の利用頻度が高い 

6. 製品関与は製品の利用頻度に対して正の強い影響を与えるが、自己効力感はむしろ

抑制変数として働く 

 
特に、6．は興味深い結果であり、2 章 2.4 節におけるM-GTA での分析で示したように、

製品関与が利用意欲を強めたり弱めたりする効果があることが、定量的分析によっても支

持されたと言える。 
本章において、ユーザの心理的要因が直接的に製品の利用に影響を与えていることが明

らかになった。次章では、本研究のアプローチでも述べたように、本章で作成した 2 つの

心理尺度で測定されるユーザの心理的要因と実際の製品評価との関連を分析し、製品評価

構造を定量的に確認することとする。 
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4章. ユーザの心理的要因と製品評価 

4.1. 本章の目的 

4.1.1. 目的 

本章では、2 章で明らかにした実利用環境での利用経験に基づく製品評価構造に基づい

て、実際の製品を対象に、実利用ユーザの製品評価を質問紙により把握する。また同時に、

3 章で作成した 2 つの心理的要因を測定する尺度を用いることにより、ユーザの心理的要

因と製品評価との関係を分析し、実利用環境での利用経験に基づいた製品評価構造の特徴

を定量的に分析・検証することが目的である。 
 

4.1.2. 方法 

本章では、対象製品としてアップル社の携帯音楽プレーヤ、「iPod nano」の実利用ユー

ザに対して製品評価を質問紙によって把握する。なお、調査対象者は、長期にわたって利

用しているユーザを考慮するため、利用期間を分けて回答を収集する。 
分析では、得られたデータから製品評価の評価因子を抽出するとともに、自己効力感お

よび製品関与との関係を分析する。分析には、共分散構造分析 (SEM: structural equation 
modeling) を用いる。分析は、2 章で導出した製品評価構造に基づいて仮説を立案し、そ

の仮説により設定したパス図に対して、推計値およびモデルの適合度を算出する。これに

より、ユーザの心理的要因が製品評価に及ぼす影響を明らかにする。 
また、自己効力感と製品関与の心理尺度得点を用ることによって調査回答者を分類する

方法により、実利用ユーザの製品評価と利用実態を把握する方法について検討を行う。 
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4.2. 実利用ユーザの製品評価 

4.2.1. 調査方法の検討 

実利用環境での製品評価を把握するため、調査対象製品は実際に市場で販売されている

製品を対象として選定する必要がある。調査では、長期にわたる利用に対しても考慮しな

ければならない。そのため、利用期間が短いユーザから長いユーザまで、バランスよく回

答を得られる製品が望ましい。また、本調査ではメーカー等の協力を得られなかったため、

現実的にデータを収集しやすい製品でなければならない。 
上記の条件を満たし、かつ統計的にも十分なサンプル数を確保できる製品は数少ないが、

アップル社の携帯音楽プレーヤ「iPod」は、近年シェアの拡大が著しく多くのユーザに利

用されており、比較的データを収集しやすい製品の一つである。また、iPod は従来の携帯

音楽プレーヤとは異なる操作性を有しており、使いやすさやUX (user experience) を考慮

した製品だといわれている (e.g. Marcus, 2006)。そこで、本章では iPod を調査対象製品

として取り上げることした。 
だが iPod には、複数の種類の製品が存在し、また数年ごとにモデルチェンジが行われ

るなど、変化している。そのため、iPod の中でも種類を絞って把握する必要がある。しか

し、iPod の種類ごとのシェアが明らかになっていないことに加え、1 機種を限定した調査

では回答者が集まりにくい、といった実施上の問題がある。そこで本調査では、iPod のユ

ーザを利用期間別に募集した上で、 も多くのサンプル数を確保できた機種のユーザのみ

を抽出することとした。 
 

4.2.2. 質問紙の作成 

項目の作成 

本調査の目的は、2 章で導出した製品評価構造に基づいて、ユーザの心理的要因と製品

評価の関係を分析・検証することが目的である。そこで、調査項目の作成も、2 章で導出

した製品評価構造に即して設計することとした 。 
調査項目は、製品評価構造のそれぞれの要素に応じて、3 つを調査項目とする。(図 4-1、

表 4-1)。 
なお、2 章で導出した製品評価構造には、顧客満足は含まれていない。しかし、実利用

環境における製品評価と顧客満足との関係は、極めて密接だと考えられる。顧客満足との

関係の解明は本研究では主な焦点ではないものの、本調査では試みとして、顧客満足につ

いても把握することとした。 
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図 4-1 長期的ユーザビリティ評価の仮説モデルと対応する調査項目 

① ユーザの心理的要因は、3 章で作成した自己効力感尺度 (20 項目) および製品関与尺

度 (10 項目) を用いて測定する。 
② 利用経験 (出来事)／利用実態は、製品評価構造に含まれる利用経験 (出来事) に基づ

いて、利用期間中に起こる出来事を具体的に 19 項目作成した。回答方法は 5 件法 (5: と
てもあった、4: ややあった、3: どちらともいえない、2: あまりなかった、1: まったくな

かった) とした。 
また利用実態として、利用頻度、1 日の平均利用時間を把握した。 
③ 製品評価の項目は、製品評価構造の評価に関する概念を参考に作成した。 
ユーザビリティ評価に関する項目は、ユーザビリティの主観評価質問紙である、SUS 

(Brooke, 1996)、QUIS (Chin et al, 1988)、MPUQ (Ryu & Smith-Jackson, 2005) の質問

項目を参考に作成した。特に MPUQ は、複数の主観評価質問紙から網羅的に項目を抜き

出して作成した尺度であり、携帯電話のハード面の持ちやすさや扱いやすさといった形状

の感性的な評価の項目を含んだものである。そこで、MPUQ の 72 項目を基本にしながら

項目の案出を行った。 

④顧客満足度

調査項目

② 利用経験
／利用実態

③製品評価
①ユーザの
内的要因
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さらに、UX評価にも考慮し、利用に対するモチベーションやブランドに対する好意的

な印象などについても把握することとし、 終的に 85 項目を作成した。表 4-2 に作成し

た項目の分類および項目数を示す。 
なお、回答方法は以下で示す 6 件の評定尺度とした (図 4-2)。 
 

図 4-2 製品評価の測定で用いた評定尺度 

④ 顧客満足については、ミシガン大学の一機関である National Quality Research 
Center (NQRC) による、“American Custer Satisfaction Index (ACSI)”で用いられてい

る標準化された質問項目を用いることとした。NQRC は、ACSI の手法に基づいて、米国

における製品やサービス、行政機関の顧客満足度を大規模に調査し、情報提供を行ってい

る。ACSI の調査手法は、Fornell (1992) の研究成果に基づくものであり、調査項目およ

び分析手法は誰でも入手可能である (National Quality Research Center, 2005)。 
なお、調査項目の詳細については、巻末の付録 -D に調査で用いた調査票を付した。 

表 4-1 調査項目と項目数 

調査項目 把握方法 項目数

1 ユーザの心理的要因 
・自己効力感尺度 （6 件法） 20 問

・製品関与尺度  （6 件法） 10 問

2 利用経験／利用実態 

・製品評価構造で導出した概念を元に作成  
 (とてもあった―まったくなかった, 5 件法) 19 問

・利用頻度 
・1 日の平均利用時間 各 1 問

3 製品評価 ・製品評価構造で導出した概念を元に作成   
 (非常にあてはまる―まったくあてはまらない, 6 件法) 85 問

4 顧客満足 ACSI の質問項目のうち、顧客満足度の項目 (10 段階) 3 問 
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表 4-2 作成した製品評価の項目分類 

大項目 中項目 項目 項目数 

ユーザビリティ評価 主観的評価 タスク効率の良さ 2 
操作手順のわかりやすさ 6 
学びやすさ 5 
利用しやすさ・簡単さ 3 
慣れやすさ 8 

利用経験に対する評価 ニーズに対する有効さ 3 
精神的・身体的適合性 2 
多様な利用への柔軟さ 2 

構成要素に対する評価 サポート・ヘルプ 3 
システムの反応・能力 3 
セットアップ 1 
用語・情報提示 7 
画面遷移・ナビゲーション 1 

感情面の評価 

（UX 評価） 

利用経験に対する評価 モチベーション・積極性 5 
使う喜び・所有感 6 
愛着感 5 
誇り・プライド 2 
失望感・我慢 3 
継続利用の意向 3 

ブランドイメージに対する認識 ブランド 6 
製品イメージ 5 

デザインに対する評価 デザイン（ハード面） 3 

商品構成に対する評価 機能構成バランス 1 

 

4.2.3. 調査方法 

本調査では、iPod ユーザを選択的に抽出し、ユーザに対して製品評価を尋ねる方法を取

ることから、回答者の属性に応じて選択的に質問項目を提示することができるウェブ調査

を採用することとした。以下に、本調査でのサンプリングの手続きを、順を追って述べる。

なお、これらのサンプリングおよび調査の管理・実施は調査会社に委託して行った。 
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手続き 1: 利用期間区分および回収目標の設定 
本調査では、利用期間を 4 つの利用期間区分に区切り、各セルでサンプリングを行うこ

ととした。利用期間区分の設定および回収目標を表 4-3 に示す。 
なお 2 章 2.2 で行った利用年表を用いたデプスインタビューの傾向から、利用開始後あ

まり時間が経過していないほど、利用に関する出来事の数が多いことから、利用開始後 1
年までを 3 つの群に分割した。 

表 4-3 iPod の利用期間の区分と回収目標件数 

利用期間 3 ヶ月以内
4 ヶ月～ 
6 ヶ月 

7 ヶ月～ 
1 年未満 

1 年～ 
2 年未満 

回収目標件数 100 100 100 100 

 
手続き 2: iPodユーザのスクリーニング 

サンプリングの方法は、登録されている調査パネルから 10 歳等級の年代別に無作為に

各世代 2 万人程度を抽出し、iPod の利用の有無および利用期間を尋ねるスクリーニング調

査への回答依頼メールを発信した。 
10 代・60 代は、2000 件の回収があったところで回収を打ち切り、20～50 代では 4000

件の回収があったところで回収を打ち切った。この時点でiPodユーザであり、かつ表 4-3
で示した利用期間に当てはまる回答者候補の数は、2,368 件 (該当率 11.8%) だった。表 
4-4 に各利用期間別のスクリーニング該当者数を表 4-4 示す。 
なお、iPod の中でも操作画面を廃した iPod shuffle と調査実施時点で発売されたばかり

の iPod touch は、他の種類と比較して操作性が大幅に異なることから、異なる商品性であ

ると判断し、この 2 種類はあらかじめ対象外とした上で、スクリーニングを実施した。 

表 4-4 スクリーニングの結果 

利用期間 3 ヶ月以内
4 ヶ月～ 
6 ヶ月 

7 ヶ月～ 
1 年未満 

1 年～ 
2 年未満 

スクリーニング該当者 (件) 302 416 504 1146 
回収件数(20,000 件)に占める該当率 1.5% 2.1% 2.5% 5.7% 

 
手続き 3: 本調査のサンプリング 

スクリーニング該当者の中から、各利用期間別に 120 件を無作為に抽出し、本調査への

回答依頼メールを発信した。各利用期間別の回答順序の早いものから必要なサンプル数分
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の回答を抽出し、400 件の回答を確保した。 
回答結果から、iPod種別の回答率を表 4-5 に示す。この結果から、iPod nano (第 3 世

代) の回答者、262 件を調査母数とし、以降の分析を行うこととする。 

表 4-5 iPod 種類別の回答者率 

n iPod  
（ﾓﾉｸﾛ画面） iPod photo iPod classic iPod mini iPod nano 

(第 3 世代) 

全体 400 23 5 85 25 262 
(％) 100 5.8 1.3 21.3 6.3 65.5 

3 ヶ月以内 100 7 1 21 7 64 
4～6 ヶ月  100 1 2 23 3 71 

7 ヶ月～1 年未満 100 6 0 23 7 64 
年～2 年未満 100 9 2 18 8 63 

 

4.2.4. 調査結果 

調査の実施期間は、2008 年 6 月 13 日～6 月 15 日である。 
iPod nano ユーザの有効回答数は、262 件である。 

分析対象者の属性分布 

分析対象の 262 件では、男性 171 名 (53.4%)、女性 149 名 (46.6%)だった。平均年齢は、

32.2 歳であった。表 4-6 に年代ごとの対象者数を示す。 

表 4-6 分析対象の性別・年代 

年齢 15～

19 
20～

24  
25～

29  
30～

34 
35～

39 
40～

44 
45～

49 
50～

54 
55～

59 
60～

64 合計 

男性 23 9 22 16 18 23 12 9 4 4 140 
女性 33 17 32 7 12 9 4 2 3 3 122 

合計 56 26 54 23 30 32 16 11 7 7 262 

% (21.4) (9.9) (20.6) (8.8) (11.5) (12.2) (6.1) (4.2) (2.7) (2.7) (100.0)
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利用期間 

分析対象者を利用期間区分ごとに見ると、いずれも 20%程度の構成比となっている。 

表 4-7 分析対象者の利用期間区分比率 

利用期間 3 ヶ月以内 4 ヶ月～ 
6 ヶ月 

7 ヶ月～ 
1 年未満 

1 年～ 
2 年未満 合計 

件数 64 71 64 63 262 

% 24.4 27.1 24.4 24.0 100 

 

4.2.5. 分析 

分析では、調査項目ごとにデータ分析を行い、利用期間区分ごとに特徴を分析する。 

自己効力感尺度得点 

分析対象者の自己効力感尺度得点を算出し、3.2 で行った調査に基づく標準化と同様に、

標準化得点を算出した。 
その結果、平均値は 59.0 (SD : 6.3) で平均よりもかなり高く、かつかなり散らばりの少

ない分布となった (図 4-3)。 
iPod は、音楽ファイルを管理するために専用のソフトウェアを利用することが前提とな

っている。そのため、パソコンが利用できることが条件となる。 
参考までに、3 章 3.4 節の表 3-30 と比較すると、携帯音楽プレーヤの個人保有者の自

己効力感得点は、60.7 (SD : 7.5)。また、パソコンの個人保有者では、59.0 (SD : 7.9) とか

なり似通った値となっている。 
これらのことから、本調査の対象者の自己効力感は、平均よりもかなり高い値ではある

ものの、携帯音楽プレーヤやパソコンの所有者に限れば、一般的なユーザと同程度である

と言える。 
自己効力感尺度得点に対して利用期間区分で分散分析を行ったところ、有意な差はなか

った (F (3, 258) =2.2, n.s.) (図 4-4)。 
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 図 4-3 分析対象者の自己効力感尺度得点分布 (標準化得点) 

図 4-4 利用期間区分ごとの自己効力感尺度得点の平均値 
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製品関与尺度得点 

本調査では、製品関与尺度を測定する際に、調査対象製品である iPod だけにこだわら

ず、広く携帯音楽プレーヤ全般としての関与を測定するようにした。 
製品関与尺度得点の平均値は 38.3 (SD : 5.9) だった (図 4-5)。 
参考までに、3 章 3.4 節の表 3-30 と比較すると、携帯音楽プレーヤでは 42.6 (SD: 8.9)

であり、本調査の方が、やや低い値となっている。 
消費者行動論では一般に、定番の商品ほど製品関与は低くなる傾向がある。このことか

ら考えると、iPod は普及率の高さから、すでに一般的な製品との認識が広がっているため、

それほど関与が高くないユーザであっても、iPod を購入している結果ではないかと考えら

れる。 
製品関与得点に対して、利用期間区分で分散分析を行ったところ有意な差はなかった 

(F (3, 258)=0.9, n.s.)  (図 4-6)。 
 

図 4-5 分析対象者の製品関与得点分布 
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図 4-6 利用期間区分ごとの製品関与尺度得点の平均値 

製品評価の因子分析 

次に、製品評価を把握した 85 項目について、因子分析を行う。 
まず、85 項目の平均値、標準偏差を算出し、項目ごとの分布傾向を確認したところ、い

ずれの項目も天井効果およびフロア効果は確認されなかった。 
次に、85 項目に対して主因子法による因子分析を行ったところ 13 因子が抽出された。

固有値の変化は、33.3、6.9、3.9、2.5、2.4、1.9、1.7･･･で、スクリープロットから判断

すると 3 因子構造が妥当であると考えられる。そこで、再度 3 因子を仮定し、主因子法・

Promax 回転による因子分析を行った。因子負荷量が十分でない項目や弁別力が低い項目

を削除し再度因子分析を行う作業を繰り返し、44 項目を削除した。 終的に因子負荷量が

十分な 41 項目が残された。回転前の 3 因子で 41 項目の全分散を説明する割合は 56.3%で

ある。また、Bartlett 法により各因子の因子得点を算出した。 
終的に得られたPromax 回転後の因子パターンと因子相関を表 4-8 に示す。 
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表 4-8 製品評価の因子分析結果 (主因子法・Promax 回転後の因子パターン) 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
40.もっと使い込みたいと思う .84 -.06 .04 
19.この製品をかわいがりたいと感じる .84 -.13 .09 
31.この製品に愛着を感じる .83 .02 -.03 
54.この製品を持ち歩くのは、スタイリッシュ（粋）だと感じる .82 -.11 .11 
14.もし、この製品が使えないとしたら、すごくさみしい .78 -.05 .01 
57.この製品を使うことに満足している .78 .05 -.10 
29.この製品を持っていることを、まわりの人に自慢できる .78 -.06 .22 
4.今後は現在よりももっと使いたい .75 .00 .13 
17.この製品をずっと所有していたい .74 .06 -.05 
69.この製品を使っている時間を楽しんでいる .73 .03 -.02 
41.この会社のブランドイメージに愛着を感じる .73 .05 .01 
10.この製品を頻繁に使いたい .72 .12 -.04 
85.次に買い換える時には、またこの会社の製品を選ぶ .69 .07 -.06 
55.この会社は信頼感がある .69 .05 .00 
82.この製品を、今後も使い続けることに抵抗感がない .67 .09 -.19 
81.もっと深くこの製品のことを知りたい .67 -.03 .16 
2.この製品を長く使いたい .64 .16 -.06 
52.この製品を購入してよかった .63 .13 -.23 
25.この会社は好きだ .63 .05 -.04 
51.この製品は、先進的なイメージがある .60 .08 -.02 
66.この製品の操作を覚えるのに苦労はしない -.08 .90 -.03 
27.この製品を使うのはとても簡単だ .02 .82 -.01 
45.表示される情報を理解し、それに基づいて操作できる .05 .79 .14 
62.一度操作方法を覚えれば、ほとんどすべての操作を行うことができる .00 .78 .02 
63.たまに使う機能でも操作方法がわかりやすい -.07 .77 .05 
48.ほとんどの人がすぐに使えるようになる -.03 .76 -.06 
44.使われている用語はわかりやすい -.01 .74 .12 
59.使いやすさを考えて作られている .06 .72 -.04 
60.久しぶりに操作する場合でも、簡単に操作を思い出せる .06 .71 -.08 
28.画面の構成は、わかりやすく整理されている .16 .70 .00 
33.取扱説明書やヘルプ、人の助けなどを借りなくても使える -.08 .70 .06 
5.初めて使うまでに必要なシステムのセットアップの作業は簡単だ .00 .67 .05 
46.画面に表示される情報量は適切だ .18 .66 .01 
7.ある操作の途中で、別の操作に移りたい時も、操作に戸惑うことはない .00 .65 -.01 
36.操作性がよい .11 .60 -.08 

（次ページへ続く） 
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(表 4-8 つづき) 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
79.自分に合った使い方ができず、がっかりする .02 .12 .86 
72.使っていてイライラすることがある .04 .03 .77 
68.不満はあるが、我慢している -.03 .09 .76 
58.操作の一貫性がない .15 -.02 .75 
26.操作の仕方が、自分の考え方と合わない部分がある .12 -.11 .59 
35.購入当初に思っていた使い方は実際にはできない -.03 .04 .56 

因子相関行列 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
Ⅰ ― .69 -.34 
Ⅱ ― -.32 
Ⅲ ― 

因子の命名 

第1因子は20項目で構成され、特に上位に製品への愛着感を表す項目が集まっている。

また、使うことへの誇りや会社へのブランド価値の評価も含まれている。これらのことか

ら、第 1 因子を「使う喜び・愛着感」と命名した。 
第 2 因子は、操作の容易さやわかりやすさなど、ユーザビリティに関する 15 項目で構

成されている。ユーザビリティ評価と命名してもよいが、あくまでユーザ自身が個人的な

感覚で評価した使い勝手を意味することから、そのことがわかるよう「主観的ユーザビリ

ティ評価」とした。 
第 3 因子は、6 項目で構成されており、不満や苛立ちなどネガティブな感情や、問題点

を指摘する項目が多い。これらのことから、「不満感」と命名した。 

内的整合性の検討 

次に内的整合性を検討するため、ポジティブな評価ほど得点が高くなるよう逆転項目の

調整を行った上で、Cronbach のα係数を計算した (表 4-9)。その結果、全項目では 0.95
と高い値が得られ、各因子の内的整合性は十分であると言える。 

表 4-9 α係数 

α係数 

「使う喜び・愛着感」(20 項目) 0.96 
「主観的ユーザビリティ評価」(15 項目) 0.95 

「不満感」(6 項目) 0.85 

全項目 (41 項目) 0.95 
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利用期間区分ごとの製品評価 

因子得点 (Bartlett法) を用いて、利用期間区分ごとに3因子の平均値を求めた (図4-7)。 
使う喜び・愛着感は、3 ヶ月以内が も高く、その後は負の値となっている。また、主

観的ユーザビリティ評価も 3 ヶ月以内が も高く、その後 1～2 年未満の期間を除き、負

の値である。一方、不満感は 3 ヶ月以内が も低いものの、4～6 ヶ月となると逆に正の大

きい値となっている。 
これらのことから、使い始めの3ヶ月以内は、多くのユーザが非常によく評価しており、

不満感もないが、4 ヶ月を過ぎるとむしろ不満感が増している様子がわかる。また、その

後は、ある程度評価が平均値周辺で落ち着くものと読み取れる。 
ただしこれは、複数のユーザのクロスセクショナルな調査に基づく分析であり、経時的

な調査でない。そのため、このデータは必ずしも利用期間の長さによる影響を反映してい

るとは断言できない。しかし、2 章で導出した製品評価プロセスモデルにも、第一段階の

評価と、利用途中での評価では視点が異なり、評価が変化する可能性が示されている。こ

のデータからも、使い始め数か月の評価とその後の評価では大きく異なることがわかる。 
 

図 4-7 利用期間区分ごとの製品評価の因子得点平均値 
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利用経験 (出来事)の因子分析 

次に、利用期間中の出来事について尋ねた 19 項目について因子分析を行う。ここでい

う出来事とは、製品の利用途中での製品に対する認識の変化や気付きを指している。 
まず、19 項目の平均値、標準偏差を算出し、項目ごとの回答傾向を確認した。この際 2

項目にフロア効果が確認されたため、この項目を削除し 17 項目に対して主因子法による

因子分析を行った。その結果、6 因子が抽出された。固有値の変化は、4.0、2.0、1.6、1.5、
1.1、1.0、0.9･･･で、スクリープロットから 4 因子が適当であると判断した。そこで、再

度 4 因子を仮定し、主因子法・Varimax 回転による因子分析を行った。因子負荷量が十分

でない項目や弁別力が低い項目を削除し因子分析を行う作業を繰り返した。その結果、5
項目が削除され、 終的に因子負荷量が十分な 12 項目が残された。回転前の 4 因子で 12
項目の全分散を説明する割合は、67.5%である。また、Bartlett 法により各因子の因子得

点を算出した。 
終的に得られたVarimax 回転後の因子行列を表 4-9 に示す。 

 

表 4-10 利用経験 (出来事) の因子分析結果 (主因子法・Varimax 回転後の因子行列) 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

13. 性能が悪くなった、と思うことがあった .87 .16 .12 .09 

12. 買い換え時期が来た、と思うことがあった .80 .26 .11 -.08 

14. 他にもっとよい製品があるのではないか、と思うことがあった .59 -.03 -.03 .06 

11. 使うことに飽きた、と思うことがあった .56 .26 -.06 .13 

8. 利用目的が、使っている間に購入前と違うものに変わった .16 .84 -.01 .06 

10. 使っている間に、iPod でやりたいことが変わった .13 .78 .17 .09 

9. iPod を使う状況や場面（シチュエーション）が、これまで使って

いる間に変化した .18 .78 .07 .08 

1. 購入前から iPod にはこだわりがあった .08 .11 .76 .06 

2. iPod を購入する必要性があった -.08 .08 .49 .21 

4. 購入前に、製品の機能について大体イメージできていた .06 -.01 .49 -.06 

19. 取扱説明書を使って、使い方を調べた .09 -.01 .04 .60 
17. 使い方がわからず、誰かに質問したりホームページなどで調べた

りした .03 .14 .07 .53 
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因子の命名 

因子の解釈に当たっては、2 章の製品評価プロセスモデルの概念と照らし合わせて行う

こととする。 
第 1 因子は、買い換え時期の認識や、他の製品への目移りといった項目で構成されてい

ることから、「製品の陳腐化」と命名した。 
第 2 因子は、利用状況の変化や利用目的の変化に関する項目で構成されており、「利用

状況の変化に伴うニーズの変化」とした。 
第 3 因子は 3 項目で構成されており、いずれの項目も購入前後の状況に関する事柄が挙

げられている。これは製品評価プロセスモデルにおける「利用開始当初の関心」に対応す

る因子であり、同様の名称をつけることとした。 
第 4 因子は、2 項目で構成されており、取扱説明書や周囲の手助けを借りた経験につい

ての内容であり、「ヘルプの利用」とした。 

内的整合性の検討 

次に内的整合性を検討するため、ポジティブな評価ほど得点が高くなるよう逆転項目の

調整を行った上で、Cronbachのα係数を計算した (表 4-11)。 
各因子のα係数は、第 1、第 2 因子はいずれも十分な値であり、項目間の内的整合性は

高い。だが、第 3、第 4 因子ではやや低い値となり、項目間の内的整合性はやや限定的で

ある。これは項目数が少ないこととも関係しており、不適切な値とまでは断言できない。 
ヘルプの利用は、分析として重要な内容であることから、この因子分析の結果を用いて、

以降の分析を行うこととした。 

表 4-11α係数 

α係数 

「製品の陳腐化」(4 項目) 0.81 
「利用状況の変化に伴うニーズの変化」(3 項目) 0.86 

「利用開始当初の関心」(3 項目) 0.59 
「ヘルプの利用」(2 項目) 0.48 

全項目 (12 項目) 0.74 
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利用期間区分ごとの利用経験 (出来事) 

因子得点 (Bartlett法) を用いて、利用期間区分ごとに利用経験 4 因子の平均値を求めた 
(図 4-8)。 
製品の陳腐化は、利用開始から 3 ヶ月以内では負の値であり、陳腐化をほとんど感じて

いないことがわかる。利用期間が 1 年～2 年未満では、正の値となっており、陳腐化をか

なり意識するようになる様子がわかる。 
一方、ヘルプの利用は、利用期間を経るごとに次第に値が減少している。これは長く使

う間に次第に慣れていくためと考えられる。 
利用状況の変化に伴うニーズの変化も、次第に減少している。これは長く使う間に、使

い方が次第に安定していくことを示しているのではないかと考えられる。 
ただしこれは、複数のユーザのクロスセクショナルな調査に基づく分析であり、経時的

な調査でない。そのため、このデータは必ずしも利用期間の長さによる影響を反映してい

るとは断言できない。だが、図 4-8 のデータの傾向は、第 2 章で導出した製品評価プロセ

スモデルとも合致する部分が多い上に、利用期間が長くなることにより、次第に慣れたり、

使い方が安定して行ったりする一般的な利用体験とも合致することから、実利用体験での

利用経験を示したデータと考えることができる。 
 

図 4-8 利用期間区分ごとの利用経験（出来事）の因子得点平均値 
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利用期間区分ごとの利用実態の分析 

利用頻度や 1 日平均の利用時間について、利用期間区分ごとに特徴を分析した。 
調査では、利用頻度は以下の 8 段階で尋ねた (表 4-12)。 

表 4-12 利用頻度の項目 

項目 
8: 毎日頻繁に使う 
7: ほぼ毎日 
6: 週に 2～3 回 
5: 月に数回 
4: 3 ヶ月に数回 
3: 半年に数回 
2: 1 年に数回 
1: ほとんど利用しない 

 
利用頻度に対する回答を 8 段階の順序尺度の評定値と見なし、利用期間区分で

kruskal-wallis検定を行ったところ、有意な差はなかった (図 4-9)。 
 

図 4-9 利用期間別の利用頻度の平均値 
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また、1 日平均の利用時間でも、利用期間区分による傾向の違いはなく、クロス集計表

によるカイ 2 乗検定の結果でも有意ではなかった (χ2 = 10.0, df = 12, n.s. ) (図 4-10)。 
 

図 4-10 利用期間別にみた 1 日の平均利用時間 
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図 4-11 顧客満足度 (因子得点) の利用期間区分別の変化 
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4.2.6. まとめ 

本節では、iPod nano を調査対象として取り上げ、実利用ユーザに対する製品評価を把

握した。調査では、利用期間区分ごとに製品評価の特徴および2つの心理尺度得点の分布、

利用実態および顧客満足度を分析した。 
製品評価では、85 項目にわたる多様な調査項目を把握した上で因子分析を行った。その

結果 3 つの評価因子が導出された。1 つは、「使う喜び・愛着感」である。製品を使い込み

たい、かわいがりたい、使うことに満足しているといった、ユーザが製品の利用経験を通

して総合的に感じている感情だといえる。 
もうひとつの評価因子は、「主観的ユーザビリティ評価」である。これはユーザビリテ

ィテストなどで実施されるユーザビリティの主観評価質問紙とほぼ同様の内容となってい

る。主に使い勝手や操作習得の難易度に関する評価項目で構成されている。製品の具体的

な側面を評価する項目は少ないことから、製品の利用経験を通じて総合的にユーザが判断

したユーザビリティ評価といえる。 
3 つ目の評価因子は「不満感」である。これは 2 章で導出した製品評価構造の概念の中

には直接的には含まれていない項目である。自分に合った使い方ができない、自分の考え

と合わない部分がある、など思い通りの使い方ができないことへの不満感の項目で構成さ

れている。これらの項目も、ユーザビリティテストのような短時間のテストでは把握し切

れいない評価であり、実利用環境の評価として特徴的な項目であると言える。 
これら 3 つの評価因子を利用期間区分ごとに見たところ、それぞれの因子で特徴的な違

いが見られた。本調査は利用期間区分で対象者をわけたクロスセクション調査であるため、

時系列の傾向の妥当性は低い。また、iPod nano のみを対象とした調査であり、得られた

結果を一般化して解釈することには、限界がある。しかし、2 章の製品評価構造で示した

評価プロセスと、類似点が多く見られた。 
利用期間の影響として も顕著な点は、製品の陳腐化の認識の違いである。利用開始後

3 ヶ月以内のユーザでは、製品の陳腐化の認識はほとんどないものの、1 年以上の利用ユ

ーザでは、陳腐化の認識が高くなっている。顧客満足度も、利用開始後 3 ヶ月以内のユー

ザの評価は高いが、1 年以上の利用ユーザは低くなっている。一定程度、長期の利用を継

続すると、次第に評価が低下する傾向は、2 章 2.2 で実施した利用年表を用いたデプスイ

ンタビューで見られた傾向と同様である。これらのことから、こうした傾向はインタラク

ティブ製品にある程度共通する傾向ではないかと考えられる。 
次項では、本節で分析し導出した評価因子等を用いて、ユーザの心理的要因が製品評価

に及ぼす影響について、共分散構造分析を用いて分析を行う。 
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4.3. ユーザの心理的要因が製品評価に及ぼす影響 

4.3.1. 分析方法 

本節では、実利用環境における製品評価に対して、ユーザの心理的要因が及ぼす影響を、

共分散構造分析を用いて分析する。 
前項では、iPod nanoの実利用ユーザに対する製品評価を把握し、3 つの評価因子 (表 

4-8) を導出するとともに、因子得点を算出した。また、同時に把握した自己効力感尺度得

点 (図 4-3) および製品関与尺度得点 (図 4-5) も算出した。 
そこでまず、2 章で示した製品評価構造に基づいて 2 つの心理的要因の尺度得点と 3 つ

の製品評価因子を用いて、分析モデルを設定する。この分析モデルを用い、推計値および

モデルの適合度を計算し、ユーザの心理的要因が製品評価に及ぼす影響を考察する。 
 

4.3.2. 分析モデルの設定 

製品評価構造に基づく仮説 

2 章で導出した製品評価構造では、製品評価の部分は時間の変遷にともなうプロセスモ

デルになっている。また、評価する内容についても、ユーザビリティ評価を含んだ満足感・

愛着感が中心となる概念であることは示されているものの、主観的ユーザビリティ評価や

満足感など、評価要素を個別に分けた場合の相互関係までは明らかになっていない。 
また、評価要素が個別になっていないため、ユーザの心理的要因である自己効力感や製

品関与も、どの評価要素に影響を与えているのかが明確ではない。ただし、2 章の考察で

は、自己効力感はインタラクティブ製品の操作に直接関連する要因であることから、主に

ユーザビリティ評価に影響することを述べている。また、製品関与は消費者行動論でも言

及されているように、主に満足感評価に影響することを述べている。 
ここではまず、2 章の定性的研究アプローチによって考察された仮説を基にしながら、

前項で導出した 3 つの評価因子および 2 つの心理的要因尺度得点を用いて、仮説を構築し

分析モデルを設定する。 

製品評価因子の相互関係 

iPod nano の実利用ユーザによる製品評価は、使う喜び・愛着感と主観的ユーザビリテ

ィ評価、不満感の 3 因子で構成された。2 章で導出した評価構造では、製品評価は主に「満

足感および愛着感」によって把握される。また、ユーザビリティ評価は利用開始後の比較
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的早い段階で評価される。 
「満足感および愛着感」は、評価因子の使う喜び・愛着感に相当する。評価項目の内容

を見ても、利用経験を踏まえた上での総合的な主観評価といえるものである。つまり、こ

の因子が評価の中でも従属変数となるものと考えられる。 
一方、主観的ユーザビリティ評価は、評価項目が示すように製品の使いやすさや操作性

に特化した内容であり、総合的な主観評価に影響を与える要素だと考えられる。つまり、

使い勝手が良いと評価できれば、使う喜び・愛着感の評価も高まるものと考えられる。こ

のことから、以下の仮説が成り立つ。 
 
H1:「使う喜び・愛着感」と「主観的ユーザビリティ評価」の間には正の相関がある 
 
一方、不満感の評価因子は、2 章の評価構造には直接には存在しない概念である。評価

項目の内容をみると、自分に合った使い方ができないといった項目や自分の考えに合わな

い部分がある、など利用経験に基づいた評価と考えることができる。また、図 4-7 で示し

たように、利用期間区分で不満感の評価を見ると、利用開始直後の 3 ヶ月程度では問題に

なっていないものの、4 ヶ月以降では急激に問題となっている。このことから、不満感の

評価因子は製品評価モデルのうち、カテゴリFの「実利用中における満足感評価」に相当

するものと考えられる。 
このように考えると、不満感の評価は実利用中において発見した問題点であり、ユーザ

ビリティ評価や使う喜び・愛着感、それぞれの評価因子に影響を与えるものと考えられる。

また、不満感は負の評価であり、それぞれが与える影響は負の評価であると考えられる。 
 
H2: 「不満感」と「主観的ユーザビリティ評価」の間には、負の相関がある。また

同時に、「使う喜び・愛着感」との間も、負の相関がある 
 

ユーザの心理的要因の影響 

2 章の製品評価構造では、自己効力感は独立に存在し、利用対象製品の製品関与によっ

て、利用意欲が強められたり弱められたりする。自己効力感はユーザの基本的な信念であ

り、製品関与からの直接の影響は受けにくいと考えられる。自己効力感はむしろ、利用経

験からのフィードバックとしての影響が考えられるが、本節の分析では割愛する。 
 
H3: 「自己効力感」と「製品関与」の間には、正の相関がある 
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自己効力感は、インタラクティブ製品の操作に対する信念である。つまり、自己効力感

が高い人ほど操作が得意なユーザである。操作が得意なユーザは、ユーザビリティ上の問

題に遭遇しても、問題なく操作できると考えられる。そのため、苦手な人よりもユーザビ

リティ評価は高くなる、あるいは低くならないと考えられる。 
 
H4: 「自己効力感」と「主観的ユーザビリティ評価」との間には、正の相関がある 
 
製品関与では、製品関与の高い人ほどその製品に対して関心を抱いており、購入の時点

からある程度製品をポジティブに評価していることが考えられる。たとえば、多少操作性

の問題を感じていても、製品評価はあまり影響されないかもしれない。つまり、製品関与

は直接的に使う喜び・愛着感の評価に影響しているものと考えられる。 
 
H5: 「製品関与」と「使う喜び・愛着感」との間には、正の相関がある 
 

顧客満足に関する仮説 

2 章で導出した製品評価構造には、顧客満足は含まれていない。だが、実利用環境にお

ける製品評価と顧客満足との関係は、極めて密接な関係があるものと考えられる。また、

実利用環境における製品評価と従来の顧客満足との関係を検討することは、今後の研究の

手がかりとなり得る。 
そこで、本節では試みとして、ACSI の 3 項目を用いて測定される製品に対する総合評

価としての顧客満足度を算出し、製品評価の 3 つの因子との関係を分析する。 
実利用環境における製品評価の従属変数は、使う喜び・愛着感である。そのため、使う

喜び・愛着感は、顧客満足に直接影響しうる評価因子だと考えられる。つまり、使う喜び・

愛着感は、顧客満足にポジティブな影響を与えるものと考えられる。 
 
H6 「使う喜び・愛着感」と「顧客満足」の間には、正の相関がある 
 
しかし、他の 2 つの評価因子も、製品の利用経験に基づく評価であり、同様に顧客満足

に直接に影響を与えている可能性も考えられる。しかし、主観的ユーザビリティ評価およ

び不満感は、使う喜び・愛着感に先立つ評価因子だと考えられため、直接的に顧客満足へ

の影響があったとしても、使う喜び・愛着感よりも影響力は小さいと考えられる。 
 
H7: 「主観的ユーザビリティ評価」と「顧客満足」との間には正の相関がある。た

だし、「顧客満足」への影響力は、「使う喜び・愛着感」よりも小さい 
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H8: 「不満感」と「顧客満足」との間には負の相関がある。ただし、「顧客満足」へ

の絶対値の影響力は、「使う喜び・愛着感」よりも小さい 
 

利用期間の影響 

実利用環境における製品評価は、長期にわたる製品利用が前提となっている。そのため、

利用期間の影響も考慮しなければならない。 
利用期間と製品評価の 3 つの評価因子との関連は、図 4-7 でも分析した。しかし、いず

れの評価因子も期間ごとに異なる傾向があり、線形の相関はない可能性もある。だが、論

理的に考えれば、利用期間の影響は顧客満足を含む、すべての評価因子に対して影響する

ものと考えられる。 
そこで、利用期間の影響はすべての製品評価因子、および顧客満足に影響するものと仮

定し、分析を行う。 
 
H9: 「利用期間」は、「使う喜び・満足感」「主観的ユーザビリティ評価」および「顧

客満足」との間に正の相関がある。「不満感」と「顧客満足」との間には負の

相関がある 
 
ただし、先にも述べたように、本調査における利用期間はあくまでクロスセクション調

査によるものであり、利用期間の影響を分析・考察する際には、そのデータの特性を考慮

する必要がある。 

分析モデルの設定 

これまでの仮説を元に、共分散構造分析のためのパス図を図 4-12 に示す。 
なお図では、楕円形で示したものが潜在変数を意味し、長方形は測定変数を意味する。

「使う喜び・愛着感」や「主観的ユーザビリティ評価」などは、直接測定される変数では

なく、共通因子であるため、本来は潜在変数を表す楕円形で描かなければならない。しか

し、本分析では前項の因子分析によって抽出した因子得点を用いるため、分析上は長方形

で示される。 
図 4-12 のパス図で示したパス記号を用い、分析結果の判断基準となるパラメータを表

4-13 に示す。 
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α: 心理的要因の影響のパス 
β：製品評価の各因子間の影響のパス 
θ：製品評価から顧客満足への影響のパス 
δ：利用期間から製品評価因子、顧客満足への影響のパス 

図 4-12 分析モデルのパス図 

表 4-13 仮説と検証のためのパラメータ 

分類 番号 仮説 検証のための 
パラメータ 

製品評価

因子の相

互関係 

H1 「使う喜び・愛着感」と「主観的ユーザビリティ評価」の間には、正の相関が

ある β1 >0 

H2 「不満感」と「主観的ユーザビリティ評価」の間には、負の相関がある。また

同時に、「使う喜び・愛着感」との間も、負の相関がある β2 <0, β3 <0

心理的要

因の影響 

H3 「自己効力感」と「製品関与」の間には、正の相関がある α2 >0 

H4 「自己効力感」と「主観的ユーザビリティ評価」との間には正の相関がある α1 >0 

H5 「製品関与」と「使う喜び・愛着感」との間には、正の相関がある α3 > 0 

顧客満足

との関係 

H6 「使う喜び・愛着感」と「顧客満足」の間には、正の相関がある θ3 >0 

H7 「主観的ユーザビリティ評価」と「顧客満足」との間には正の相関がある。た

だし、「顧客満足」への影響力は、「使う喜び・愛着感」よりも小さい θ3 >θ1 >0 

H8 「不満感」と「顧客満足」との間には負の相関がある。ただし、「顧客満足」

への絶対値の影響力は、「使う喜び・愛着感」よりも小さい θ3 >|θ2| >0

利用期間

の影響 H9 
「利用期間」は、「使う喜び・満足感」「主観的ユーザビリティ評価」および「顧

客満足」との間に正の相関がある。「不満感」と「顧客満足」との間には負の

相関がある 

δ1>0, δ2<0
δ3>0, δ4>0

 

ユーザの心理的要因 実利用環境における製品評価

自己効力感
（尺度得点）

e1

製品関与
（尺度得点）

使う喜び・
愛着感

顧客満足

e2

e3

e4

e5

θ1

β1

β2

β3

CS1

CS2

CS3

e6

e7

e8

θ2

δ1
δ2

δ3

α1

α2

α3

不満感

δ4

θ3

利用期間

主観的
ユーザビリティ評価
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4.3.3. 分析の実施 

分析は共分散構造分析ソフトAMOS 16.0 を用いて、図 4-12 のパス図を描き推計値の

計算を行った。 

モデル適合度からみた仮説の検証 

分析モデルの適合度の結果を表 4-14 に示す。 
分析モデルは、χ2乗検定の結果は 0.1%水準で有意でありデータとモデルとの乖離はな

お認められる (χ2 = 61.38, df = 20, p < .001)。しかし、モデルの当てはまりの良さを示す

指標であるGFI およびAGFI、RMSEA の値は比較的良好である。 

表 4-14 分析モデルの適合度 

分析モデル 

適合度指標 GFI .951 
修正適合度指標 AGFI .889 
平均残差平方根 RMR .385 

平均 2 乗誤差平方根 RMSEA .089  

χ2 検定 

χ2 値 61.38 
自由度 df 20 

p 値 .000  
赤池の情報量基準 AIC 111.38 

Browne-Cudeck 基準 BCC 113.38 
ベイズ情報基準 BIC 200.59 

 

分析モデルにおけるパラメータの検証 

分析モデルのパラメータの標準化推計値を図 4-13 に示す。 
利用期間の影響は、顧客満足にのみ有意であり、それ以外の製品評価因子には有意では

なかった。顧客満足へは負の影響があり、利用期間を経るごとに顧客満足度が低下するこ

とを表している。 
そのほか仮説に基づいて描いたパスは、すべて 0.1%水準で有意だった。 
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図 4-13 検証モデル 1 の標準化推計値 

顧客満足への各評価因子からの影響は、使う喜び・愛着感が も強く、ユーザビリティ

評価および不満感は、それよりも弱い (H7、H8)。 
分析の結果、表 4-13 で示した仮説は、利用期間の影響を除いて、すべて支持された。 
表 4-15 に仮説検証の結果を示す。 
 

  

 

ユーザの心理的要因 実利用環境における製品評価

自己効力感
（尺度得点）

e1

製品関与
（尺度得点）

使う喜び・
愛着感

顧客満足

e2

e3

e4

e5

.27***
.51***

‐.21***

‐.27***

CS1

CS2

CS3

e6

e7

e8

‐.19***

‐.06n.s.

.02n.s.

‐.04n.s.

.51***

.35***

.30***

不満感

‐.11*

.47***

利用期間

主観的
ユーザビリティ評価

.81

.86***

.81***

(*** p < .001, * p < .05)
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表 4-15 検証仮説および検証結果一覧 

仮説 
番号 仮説 検証のための 

パラメータ 検証結果 

H1 「使う喜び・愛着感」と「主観的ユーザビリティ評価」の間

には正の相関がある β1 >0 accept 

H2 
「不満感」と「主観的ユーザビリティ評価」の間には、負の

相関がある。また同時に、「使う喜び・愛着感」との間も、負

の相関がある 
β2 <0, β3 <0 accept 

H3 「自己効力感」と「製品関与」の間には、正の相関がある α2 >0 accept 

H4 「自己効力感」と「主観的ユーザビリティ評価」との間には、

正の相関がある α1 >0 accept 

H5 「製品関与」と「使う喜び・愛着感」との間には、正の相関

がある α3 > 0 accept 

H6 「使う喜び・愛着感」と「顧客満足」の間には、正の相関が

ある θ3 >0 accept 

H7 
「主観的ユーザビリティ評価」と「顧客満足」との間には正

の相関がある。ただし、「顧客満足」への影響力は、「使う喜

び・愛着感」よりも小さい 
θ3 >θ1 >0 accept 

H8 
「不満感」と「顧客満足」との間には負の相関がある。ただ

し、「顧客満足」への絶対値の影響力は、「使う喜び・愛着感」

よりも小さい 
θ3 >|θ2| >0 accept 

H9 
「利用期間」は、「使う喜び・満足感」「主観的ユーザビリテ

ィ評価」および「顧客満足」との間に正の相関がある。「不満

感」と「顧客満足」との間には負の相関がある 

δ1>0, δ2<0 
δ3>0, δ4>0 

reject 
(ただしδ4>0
のみ accept）

 
 

4.3.4. 適合度の高いモデルの探索 

2 章で導出した製品評価構造に基づいて設定した分析モデルは、基本的な部分は支持さ

れたものの、表 4-14 で示すようにまだデータとモデルとに乖離がある。 
そこで、分析モデルを基本としながら、よりモデルの適合度が高まるよう探索的にモデ

ルを検討する。ただし、探索に当たっては、2 章および 3 章での分析結果に論理的に反し

ないことを重視して行う。 
修正指数を参考にしながら、これまでの分析の論理性を担保しつつ、検討を重ねた結果、

適合度が改善されたモデルを構築することができた。そのパス図を図 4-14 に示す。また、

探索モデルの適合度を分析モデルと比較し、表 4-16 に示す。 
当初設定した分析モデルとの違いは、3 点である。1 点目は、製品関与から主観的ユー

ザビリティ評価へのパス。2 点目は、不満感から製品関与へのパス。3 点目は、利用期間

から製品関与へのパスである。 
なお、分析モデルで有意でないパスはすべて削除したのちに再度推計を行った。 
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図 4-14 探索により適合度の改善したモデル―探索モデル 

表 4-16 分析モデルと探索モデルの適合度の比較 

分析モデル 探索モデル 

適合度指標 GFI .951 .982 
修正適合度指標 AGFI .889 .958 
平均残差平方根 RMR .385 .303 

平均 2 乗誤差平方根 RMSEA .089  .024 

χ2 検定 

χ2 値 61.38 21.77 
自由度 df 20 19 

p 値 .000  .296 
赤池の情報量基準 AIC 111.38 73.77 

Browne-Cudeck 基準 BCC 113.38 75.84 
ベイズ情報基準 BIC 200.59 250.58 

 
探索モデルでは、理論値との乖離の大きさを示すχ2値や AIC、BIC が分析モデルより

も小さくなっており、適合度が良好である。分析モデルの自由度は 20、探索モデルの自由

 

ユーザの心理的要因 実利用環境における製品評価

自己効力感
（尺度得点）

e1

製品関与
（尺度得点）

使う喜び・
愛着感

顧客満足

e2

e3

e4

e5
.26***

.49***

‐.21***

‐.31***

CS1

CS2

CS3

e6

e7

e8

‐.19***

.42***

.37***

.30***

不満感

.26 ***

.47***

利用期間

主観的
ユーザビリティ評価

.16**

‐.13*

‐.10*

.84

.84***

.84***

‐.29

(*** p < .001, ** p < .01, * p < .05)
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度は 19 で、2 つのモデルの自由度の差は 1 である。つまり、この 2 つのモデルのχ2値の

差 (39.61) は、自由度 1 のχ2分布に従う。 
χ2 (df =1, p < .01) =6.63 > 39.61 であるため、2 つのモデルの適合度の差は有意である。

つまり、分析モデルよりも探索モデルの方が、有意に説明力が高いといえる。 
 

4.3.5. 考察 

図 4-14 で示した探索モデルに基づいて、ユーザの 2 つの心理的要因が、製品評価に及

ぼす影響を分析する。ここでは、心理的要因がどの程度影響しているかを分析するために、

各変数のパス係数の総合効果を計算によって求めた。総合効果は、パス係数の数値である

直接効果とある変数を介して間接的に影響を与える間接効果の和によって求められる (表 
4-17)。 

表 4-17 標準化総合効果 (探索モデル) 

 影響を与える 
変数 

 
 

影響を受ける 
変数 

自
己
効
力
感 

製
品
関
与 

使
う
喜
び
・
愛
着
感 

主
観
的 

ユ
ー
ザ
ビ
リ
テ
ィ
評
価 

不
満
感 

利
用
期
間 

顧
客
満
足 

製品関与尺度得点 .37 － － － .16 -.13 － 
ユーザビリティ評価 .51 .26 － － -.27 -.03 － 
使う喜び・愛着感 .36 .43 － .49 -.29 -.06 － 

顧客満足 .31 .27 .47 .50 -.40 -.13 － 

 
自己効力感が も強く影響を与えているのは、主観的ユーザビリティ評価である。これ

は、2 章で導出した製品評価モデルを支持する結果である。 
製品関与が も強く影響を与えているのは、使う喜び・愛着感である。これも、製品評

価モデルを支持する結果となった。 
逆に、使う喜び・愛着感を実利用環境における製品評価の従属変数と考えると、自己効

力感よりも製品関与の影響の方がやや強い。他の影響要因をみても、製品関与および自己

効力感の効果は主観的ユーザビリティ評価に次いで強く、製品評価に対してユーザの心理

的要因が及ぼす影響の大きさを示す結果となっている。 
 



4 章. ユーザの心理的要因と製品評価 

148 
 

4.3.6. まとめ 

本節では、共分散構造分析を使って、ユーザの 2 つの心理的要因と製品評価の関係を分

析した。その結果、自己効力感および製品関与の 2 つの要因は、製品評価に強く影響を与

えていることがわかった。 
2 章で示した製品評価構造では、自己効力感は、主観的なユーザビリティ評価に、製品

関与は満足感や愛着感に主に影響している可能性があるとしていた。 
分析結果からこの仮説通り、自己効力感は主観的ユーザビリティ評価に強い影響を与え

ており、また製品関与も、使う喜び・愛着感に強い影響を与えていることがわかった。だ

が分析では、製品関与から主観的ユーザビリティ評価にも直接影響するパスが有意になっ

ており、製品関与が高い人ほど、主観的ユーザビリティ評価が高くなる傾向があることが

明らかになった。 
この傾向は、製品を購入することが前提の実利用環境だからこそ、見られる傾向と言え

るのではないだろうか。製品を購入するということは、製品関与がある程度高いことが考

えられる。操作に対する自己効力感が低くても、使いたい気持ちが高いために、実際より

もユーザビリティ評価をよく評価してしまうのだと考えられる。 
分析結果では、影響度は弱いものの、不満感から製品関与への正の影響もあることがわ

かった。通常このようなパスは、不満感を感じた場合のユーザ心理へのフィードバックと

考えることが多い。しかし、本調査はクロスセクション調査であり、製品関与の測定時点

は現在である。そのため、不満感を感じる前後の製品評価への影響が反映されているとは

考えられない。また、符号も正である。このことから、不満感から製品関与への影響は、

不満感を感じる人ほど、製品関与が高い傾向があると解釈するのが妥当だろう。つまり、

製品関与が高く、ある程度製品に期待をしていたユーザだからこそ、問題点への不満を明

確に認識していることを示しているのではないだろうか。 
また製品関与は、利用期間からの影響もあり、利用期間を経るごとに徐々に製品関与が

低下していくことも示された。 
製品評価の 3 つの評価因子の相互関係では、使う喜び・愛着感が製品評価全体の従属変

数である。使う喜び・愛着感に対するユーザの心理的要因からの影響度を、総合効果によ

り比較したところ、製品関与の方が.43 でやや高かったものの、自己効力感も.36 と同程度

の効果を示した。また、使う喜び・愛着感への影響力という点では、直接効果が及ぶユー

ザビリティ評価に次いで、高い効果が認められた。 
ただし、本節の分析はあくまで iPod nano の実ユーザの評価に基づいた分析であり、得

られた知見がすべてのインタラクティブ製品に共通するものでない可能性もある。特に、

製品評価の 3 つの評価因子の相互関係については、異なる特性の製品では異なることが想

定される。知見の一般化については、今後の研究の課題である。 
 



4.4. 実利用環境におけるユーザ特性 

149 
 

4.4. 実利用環境におけるユーザ特性 

4.4.1. 目的 

一般に実ユーザの製品評価は、企業のマーケティング担当部署などが実施する、「顧客

アンケート」などによって把握されることが多い。この方法では、ユーザの全体的な製品

評価を把握することは出来ても、その理由や背景にある利用体験までをも考慮することは

容易ではない。製品評価の理由を解明しようと、製品利用実態について多数の質問をする

ことも可能ではあるが、製品の種類ごとに異なる質問を考案しなければならなかったり、

回答者の負担が増大したりすることから、あまり実用的でなく実施されることは少ないと

考えられる。 
UX を考慮した製品づくりのためには、実利用環境におけるユーザ評価の把握を行い、

実態を把握した上で課題を改善するプロセスが重要ではあるが、評価把握の現実的な方法

が提案されていない (Law et al., 2008)。 
これまでの分析では、ユーザの利用意欲に関わる自己効力感と製品関与の 2 つの心理的

要因が、実際の利用頻度や製品評価に大きく影響を及ぼすことが明らかになった。そこで、

これらの結果を基に、2 つの心理的要因を積極的に用いてユーザ特性を分類し、その上で

製品評価および製品利用の傾向を分析することを試みる。ユーザ側を心理的要因による利

用意欲の違いに基づいて分類することができれば、たとえ同じレベルの製品評価の回答で

あっても、より的確に利用実態や満足度を分析・比較できるのではないかと考えられる。 
そこで本項では、実利用環境の製品評価を適切に分析・把握できる方法を検討するため

に、自己効力感尺度得点および製品関与尺度得点の2つの得点に基づいてユーザを分類し、

それぞれの特性を分析する。この簡易な方法で、実利用環境におけるユーザの製品利用や

製品評価の特徴をどの程度説明可能かを確認する。 
 

4.4.2. 分析方法 

方法 

調査で把握した自己効力感尺度得点、および製品関与尺度得点それぞれの分布に基づい

て中央値を算出し、高低 2 群ずつ都合 4 群に回答者を分割する。 
それぞれの群ごとに、実際の製品利用の実態や製品評価に有意な差があるかを検定によ

って確認する。 
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ユーザ特性の仮説 

自己効力感および製品関与、それぞれの心理尺度を用いて測定される 2 つの要因の強度

の組み合わせにより、ユーザのインタラクティブ製品の利用意欲の違いを単純化して考え

ると、図 4-15 に示す 4 通りのパターンが考えられる。 
 

図 4-15 製品の利用意欲の違いに着目したユーザ特性の仮説 

このように、各ユーザが感じているインタラクティブ製品の操作や使いこなしに対する

自己効力感のレベルや、利用対象製品に対する製品関与のレベルの組み合わせによって、

ユーザの製品に対する意欲の背景をあらかじめ整理することができる。 
こうしたユーザの特性ごとに評価を分析することができれば、実利用環境での評価の構

造を的確に把握することができる。 

尺度得点に基づくユーザの分類 

iPod nano の実利用ユーザに対する調査の有効回答である 262 件の回答者の、自己効力

感および製品関与それぞれの尺度得点の分布から、それぞれ中央値の値を計算した (自己

効力感: Me = 58.16、製品関与: Me = 38.0)。中央値を基にそれぞれ 2 群に回答者を分割す

る。ただし、中央値と同値の回答者は、下位の群に含めることとした。 
自己効力感および製品関与それぞれ 2 群の掛け合わせにより、都合 4 群に分類した。分

類した各群の人数および自己効力感・製品関与それぞれの尺度得点の平均値を、図 4-16
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この製品にはあまり思い
入れがないユーザ
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に示す。 
なお、自己効力感はSE (Self-Efficacy)、製品関与はPI (Product Involvement) と省略

して表現し、各群の略称をH (Hight: 得点が高い群)とL (Low: 得点が低い群)の記号を用

いて、HH 群、HL 群、LL 群、LH 群と表現する。なお群の略称は、必ず自己効力感を先

に表現する。 
 

図 4-16 ユーザ特性の分類と各尺度得点の平均値 

 

4.4.3. 分析 

製品評価の分析 

製品評価の 3 つの評価因子の因子得点 (Bartlett法) に対して、二要因の分散分析を行っ

た。その結果、使う喜び・愛着感では自己効力感 (F (1, 258) = 21.4, p <.001)、製品関与 (F 
(1, 258) = 21.9, p <.001) ともに主効果が有意だった。また、主観的ユーザビリティ評価も、

自己効力感 (F (1, 258) = 50.3, p <.001)、製品関与 (F (1, 258) = 9.8, p <.01）ともに主効

果が有意だった。ただし、不満感は、製品関与のみ主効果が有意だった (F (1, 258) = 4.3, p 
<.05）。いずれの評価因子も交互作用は有意ではなかった (表 4-18)。 
各群での製品評価の因子得点の平均値をそれぞれグラフに示す (図 4-17、図 4-18、図

4-19)。 
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PI平均：44.1 (SD : 4.6)

SE:高, PI:低
(HL群: 52人)

SE平均：63.7 (SD : 3.9)
PI平均：33.9 (SD : 4.3)

SE:低, PI:低
(LL群: 90人)

SE平均：53.5 (SD : 3.9)
PI平均：34.5 (SD : 3.1)

SE:低, PI:高
(LH群: 43人)

SE平均：55.3 (SD : 3.9)
PI平均：40.9 (SD : 1.7)

高

低

高低

自己効力感
（ＳＥ）

製品関与
（ＰＩ）



4 章. ユーザの心理的要因と製品評価 

152 
 

表 4-18 製品評価 (因子得点) に対する二要因分散分析の結果 

評価因子 SE 主効果 

(F 値) 
PI 主効果 

(F 値) 
交互作用 

(F 値) 

製
品
評
価 

使う喜び・愛着感 21.4*** 21.9*** 2.1 n.s. 
主観的ユーザビリティ評価 50.3*** 9.8** 0.2 n.s. 
不満感 3.4n.s. 4.3* 0.2 n.s. 

(*** p < .001, ** p <.01, * p < .05) 

 
各群は、それぞれ明確な特徴がある。使う喜び・愛着感 (図 4-17) や主観的ユーザビリ

ティ評価 (図 4-18) では、HH 群と、LL 群はかなり明確に得点の差が表れており、HH 群

が有意に高い。ところが、不満感 (図 4-19) では、HH 群、LL 群ともに差はなく、LL 群

では評価は低いものの不満がないことがわかる。 
HL 群と LH 群では、使う喜び・愛着感には全く差がないものの、主観的ユーザビリテ

ィ評価では自己効力感が高いHL 群がよりよく評価しており、不満感も少ない。一方、LH
群は、 主観的ユーザビリティ評価が低く不満が高いという特徴がある。 

 

                                                        ( *** p <.001) 

図 4-17 「使う喜び・愛着感」因子得点の平均値と分散分析結果 
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                                                  (*** p <.001, ** p <.01) 

図 4-18 「主観的ユーザビリティ評価」因子得点の平均値と分散分析結果 

                                                            (* p < .05) 

図 4-19 「不満感」因子得点の平均値と分散分析結果 
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顧客満足の分析 

顧客満足度は、ACSI (American Custer Satisfaction Index) の測定項目 3 つに対する

主因子法による因子得点 (回帰法) として求められる。ACSI では因子得点を標準化し 100
点満点に変換するが、ここでは因子得点をそのまま顧客満足度とする。 
顧客満足度に対して、二要因の分散分析を行った。その結果、交互作用は有意でなく、

自己効力感 (F (1, 258) = 9.0, p <.01)、製品関与 (F (1, 258) = 8.9, p <.01) ともに、主効果

が有意だった (表 4-19)。 
各群での顧客満足度 (因子得点) の平均値を図 4-20 に示す。 
HH 群と LL 群では、顧客満足の差が大きい。HL 群と LH 群は、顧客満足には差が見

られない。 
 

表 4-19 顧客満足に対する二要因分散分析の結果 

評価因子 SE 主効果 

(F 値) 
PI 主効果 

(F 値) 
交互作用 

(F 値) 

顧客満足 9.0** 8.9** 0.9 n.s. 

(** p <.01) 

                                                            ( ** p <.01) 

図 4-20 「顧客満足」の平均値と分散分析結果 

 

0.40 

‐0.05 ‐0.05 

‐0.29 

‐1.50 

‐1.00 

‐0.50 

0.00 

0.50 

1.00 

1.50 

因
子
得
点

SE: H

SE: L

(LH)(HH)

PI： H群

(LL)(HL)

PI： L群

**
**

**



4.4. 実利用環境におけるユーザ特性 

155 
 

利用経験 (出来事)の分析 

次に、4.2 節で分析した 4 つの利用経験 (出来事) の因子得点 (Bartlett 法) に対して、

二要因の分散分析を行った。利用経験 (出来事) の因子得点とは、「製品の陳腐化」「利用

状況の変化に伴うニーズの変化」「利用開始当初の関心」「ヘルプの利用」の 4 つである。 
その結果、いずれも交互作用は有意ではなかった。自己効力感ではヘルプの利用 (F (1, 

258) = 4.9, p <.05) のみ、主効果が有意だった。製品関与では、製品の陳腐化 (F (1, 258) = 
10.2, p <.01)、利用状況の変化に伴うニーズの変化 (F (1, 258) = 6.0, p <.05)、利用開始当

初の関心の 3 つにおてい主効果が有意だった (表 4-20)。 
各群での利用経験 (出来事) の因子得点の平均値をそれぞれグラフに示す (図 4-21、図

4-22、図 4-23、図 4-24)。 

表 4-20 利用経験 (出来事) に対する二要因分散分析の結果 

評価因子 SE 主効果 

(F 値) 
PI 主効果 

(F 値) 
交互作用 

(F 値) 

利
用
経
験 

（出
来
事
） 

製品の陳腐化 0.1 n.s. 10.2** 1.0 n.s. 
利用状況の変化によるニーズ変化 0.0 n.s. 6.0* 0.2 n.s. 
利用開始当初の関心 2.2 n.s. 6.6* 0.8 n.s. 
ヘルプの利用 4.9* 1.6 n.s. 2.5 n.s. 

                                                            ( ** p <.01 , * p < .05) 

                                                            ( ** p <.01) 

図 4-21「製品の陳腐化」因子得点の平均値と分散分析結果 
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                                              ( * p <.05) 

図 4-22「利用状況の変化に伴うニーズの変化」因子得点の平均値と分散分析結果 

 

                                               ( * p <.05) 

図 4-23「利用開始当初の関心」因子得点の平均値と分散分析結果 
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                                               (* p <.05) 

図 4-24「ヘルプの利用」因子得点の平均値と分散分析結果 

製品の陳腐化については、HH 群と HL 群および LL 群との間に差が見られた。これは

製品関与の違いに対応している。つまり、製品関与が低いほど陳腐化の認識度が高いこと

を示している。 
利用状況の変化に伴うニーズの変化は、製品関与が高いHH 群とLH 群の方が有意に高

い。このことから、製品関与が高い方が多様な使い方をしようとする傾向が読み取れる。 
利用開始当初の関心は、HH 群のみが突出して高い。製品関与の主効果が有意であるこ

とから、製品関与が高い群の中でも、自己効力感も高いHH 群は、製品の利用開始当初か

らこだわりを持って使っている群であることがわかる。 
一方、ヘルプの利用については、自己効力感の主効果が有意であった。特に製品関与の

主効果は有意ではなかったものの、製品関与の低い群の方が平均値の違いが明確であり、

自己効力感の高い HL 群はヘルプ利用経験は少ないが、LL 群はヘルプ利用経験が多いこ

とを示している。つまり、LL 群はインタラクティブ製品の使い方にあまり得意でないこ

とから、ヘルプの利用経験も多くなっていることがわかる。 

利用実態の分析 

利用頻度は、「8: 毎日頻繁に利用する」－「1: ほとんど利用しない」、の 8 段階で尋ね

た (表 4-12)。利用頻度を 4 群でkruskal-wallis検定を行ったところ、0.1%水準で有意だ
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った。そこで、各群の多重比較としてライアン法を適用し検定を行った。結果を 図 4-25
に示す。 

HH 群が も利用頻度が高く、他の群よりも有意に高い。LH 群、HL 群はほぼ利用頻

度が同じである。 
次に、1 日平均の利用時間について、クロス集計表によるカイ 2 乗検定を行ったところ、

10%水準での有意傾向が見られた (χ2 = 18.9, df = 12, p < .10)。図 4-26 で示したグラフ

では、自己効力感の高いHH群とHL群の方が、LL群、LH群に比べて平均利用時間が長い

傾向がある。逆に、製品関与の違いでは、利用時間の傾向は読み取れない。 
 

(** p <.01, *p < .05) 

図 4-25 利用頻度の平均ランクと多重比較結果 
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図 4-26 4 群別の 1 日の平均利用時間 
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4.4.4. まとめと考察 

本節では、自己効力感尺度得点と製品関与得点の分布に基づいて、ユーザを 4 群に分類

した上で、製品評価および利用経験 (出来事)、利用実態、顧客満足度などについて群間比

較を行い、それぞれの群の特徴を分析した。 
以下に、これまでの分析で明らかになった特徴をそれぞれ群ごとにまとめる。なお、評

価は本調査で得られたデータに基づく、相対的なものである 6)。 
 

SE高・PI高（HH）群 
[製品評価] 

 使う喜び・愛着感： とても高い評価 
 主観的ユーザビリティ評価： とても高い評価 
 不満感： やや感じている (平均的) 
 顧客満足度： とても高い 

[利用経験 (出来事)] 

 利用開始当初の関心： とても高い 
 利用状況の変化に伴うニーズの変化： 経験する傾向 
 ヘルプの利用： どちらでもない (平均的) 
 製品の陳腐化： とても感じている 

[利用実態] 

 利用頻度： 高い 
 1 日の利用時間： 長い傾向 

 
この群は、利用開始当初から製品に対するこだわりを持っており、利用頻度も高く、積

極的に利用していることがわかる。利用途中で使い方が変化するなど、多様な使い方をし

ているものと考えられる。 
製品の評価は極めてよく、理想的な評価をしている。しかし、積極的に利用するためか、

自分の思ったような使い方ができなかったりすると、やや不満を感じるユーザもいるよう

である。 
また、製品の陳腐化をとても感じているようである。製品を提供する立場から考えると、

積極的に使った上で、より良く評価し、愛着を感じつつも陳腐化を感じ、買い換えを検討

するという、理想的なユーザ像といえる。 
 
 

                                                  
6  因子得点は、平均値を 0、標準偏差1 で標準化された値である。各群の解釈では、因子得点の平均点に基

づいて判断する。また、分散分析で有意でないものは、なるべく断定的な表現を避けるようにした。 
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SE高・PI低（HL）群 
[製品評価] 

 使う喜び・愛着感： 平均的な評価 (HH 群より低く、LH 群と同程度) 
 主観的ユーザビリティ評価： 高い評価 
 不満感： 感じていない 
 顧客満足度： 平均的な評価 (HH 群より低く、LH 群と同程度) 

[利用経験 (出来事)] 

 利用開始当初の関心： やや低い 
 利用状況の変化に伴うニーズの変化： 経験しない傾向 
 ヘルプの利用： ほとんど利用しない 
 製品の陳腐化： ほとんど感じていない 

[利用実態] 

 利用頻度： やや高い (HH 群より低く、LH 群と同程度) 
 1 日の利用時間： やや長い傾向 

 
この群は、操作に対する自己効力感が高いことから、主観的ユーザビリティ評価が高く、

同時に、不満感も感じることが少ないことがわかる。実際の利用でもヘルプを利用するこ

とはないようである。 
しかし、製品関与が低いためか、使う喜び・愛着感の評価はそれほど高くなく、顧客満

足度も平均的である。 
利用の実態は、HH 群よりは低下するものの、比較的よく利用している様子がわかる。

ところが、HH 群とは異なり、製品の陳腐化はほとんど感じていない。これは、製品への

思い入れが少ないため、ある程度使っていても、使えていれば違和感を覚えないからでは

ないかと考えられる。 
操作の自己効力感が優勢となるためか、問題なく使えてればいい、という合理的な考え

方が伺える。 
 

SE低・PI低（LL）群 
[製品評価] 

 使う喜び・愛着感： 低い評価 
 主観的ユーザビリティ評価： 低い評価 
 不満感： どちらでもない (平均的) 
 顧客満足度： 低い評価 

[利用経験 (出来事)] 

 利用開始当初の関心： 低い 
 利用状況の変化に伴うニーズの変化： 経験しない傾向 
 ヘルプの利用： 比較的よく利用する 
 製品の陳腐化： あまり感じていない 

[利用実態] 

 利用頻度： 低い 
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 1 日の利用時間： やや短い傾向 
 
この群は、使う喜び・愛着感や主観的ユーザビリティ評価が、他の群に比べてとても低

い。実際の利用でも、他の群に比べてヘルプの利用が有意に高く、やはりインタラクティ

ブ操作に苦労しているようである。しかし、かといって不満感はそれほど高くない点が特

徴的である。不満感の内容は、質問項目の内容から、自分が想像する使い方ができないこ

とによる苛立ちであると言える。この群のユーザは、そもそも操作が得意ではないと考え

られるのに、不満感を感じていないということは、自分なりの使いこなしについてはあき

らめているのかもしれない。 
利用開始当初の思い入れもなく、利用も比較的少ない。そのためか、製品の陳腐化もあ

まり感じることはないようである。 
操作に対する自己効力感が低く、実際の利用ではいろいろ問題に直面しているのではな

いかと想像される。ヘルプの利用も比較的多いことから、 も基本的な支援の必要なユー

ザ群だと考えられる。 
 

SE低・PI高（LH）群 
[製品評価] 

 使う喜び・愛着感： 平均的な評価 (HH 群より低く、HL 群と同程度) 
 主観的ユーザビリティ評価： やや低い評価 
 不満感： とても感じている 
 顧客満足度： 平均的な評価 (HH 群より低く、HL 群と同程度) 

[利用経験 (出来事)] 

 利用開始当初の関心： 平均的 
 利用状況の変化に伴うニーズの変化： 比較的経験する傾向 
 ヘルプの利用： 比較的利用する 
 製品の陳腐化： やや感じている 

[利用実態] 

 利用頻度： やや高い (HH 群より低く、LH 群と同程度) 
 1 日の利用時間： 短い傾向 

 
この群は、使う喜び・愛着感、顧客満足度はHL 群と同程度であり、表面的な評価は良

いように見える。しかし、主観的ユーザビリティ評価は低く、不満感が他の群に比べてと

ても高い。これは、操作に対する自己効力感が低いため、ある程度は使えても自分なりの

使いこなしをするにはうまくいかないことがあるためだと考えられる。そのため、実際の

利用でも、ヘルプを利用することが比較的多いようである。 
不満感が高い割に、使う喜び・愛着感や顧客満足度がHL 群と同程度であることを考え

ると、この群はかなり評価がひいき目でなされているのではないと考えられる。これは、

製品関与の高さによるものだと考えられる。 
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利用頻度は、HL 群と同程度にもかかわらず、この群では製品の陳腐化を感じているよ

うである。 
この群のユーザは、製品関与が高く、積極的に使いたいと思っているのに、実際は操作

に対する自己効力感が低いため、思うように使いこなせない様子が伺える。実際にはいろ

いろと問題に直面し、使いにくさを認識しながらも、製品関与が優勢になっているため、

製品に対して抱く感情や顧客満足度は高くなっているものと考えられる。 
製品に対する積極的な働きかける意欲を活かしながら、やや高度な使い方も問題なく使

えるようにする、何らかの支援が必要なユーザ群だと考えられる。 
これまでのユーザビリティテストは、初心者でシステムに対して初見のインフォーマン

トを対象にしてきた。このLH 群のように、製品の使いこなしに対して意欲的なユーザに

対するユーザビリティは、あまり考えられていないのが現状である。この群は、ユーザビ

リティ活動のターゲットとして、新たにとらえなければならないユーザだと言えるのでは

ないだろうか。 
 
本節では、自己効力感および製品関与、それぞれの心理尺度得点を用いたユーザ分類に

よって、製品評価や利用実態について特徴を把握した。このユーザ分類の方法は、統計的

にも有意な差が認められる評価項目が多数あり、把握された特徴は統計的に見ても妥当な

ものだといえる。 
この手法は 3 章で作成した、自己効力感尺度と製品関与尺度の 30 項目の質問紙を用い

ることで分析でき、容易に実施できる方法である。今後、さらに多くの製品に対する評価

を収集し、より一般性のある知見を得ることが今後の課題である。 
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4.5. 4章のまとめ 

本章では、2 章で示した製品評価構造に基づいて、iPod nano を対象にした製品評価を

把握した上で、ユーザの心理的要因が製品評価に及ぼす影響を定量的に分析し、以下の点

を明らかにした。 
 

1. 製品評価は、複数の因子に分けられる。本章での分析では、「使う喜び・愛着感」

「ユーザビリティ評価」「不満感」の 3 つである 

2. 製品評価の各因子は、利用経験を基に総合的に判断されるものである 

3. 各因子の評価は、利用期間 (利用経験の長さ) によって大きく異なる傾向がある。

これは、デプスインタビューで得られた傾向との類似性が高い 

4. 自己効力感は、ユーザビリティ評価に正の影響を与える 

5. 製品関与は、使う喜び・愛着感の評価に正の影響を与える。同時に、ユーザビリテ

ィ評価にも正の影響を与える 

6. 使う喜び・愛着感は、利用経験に基づく製品評価の総合的な評価である。そのため、

他の評価因子からの影響を受ける 

7. 使う喜び・愛着感の評価に、自己効力感および製品関与ともに、直接・間接に強く

影響している 

8. 自己効力感尺度得点および製品関与尺度得点を用いて、ユーザを 4 群に分けた分析

では、ユーザの製品評価の特徴および製品利用の特徴を、的確に把握することがで

きる 

 
共分散構造分析を用いた分析では、2 章の製品評価構造では十分示すことのできなかっ

た、ユーザの心理的要因と製品評価との関係を明確に示すことができた。これにより、定

性的研究アプローチによって導出した製品評価構造を、一部ではあるものの定量的に検証

できたといえる。 
ただし、本調査は iPod nano を対象とした調査であり、知見の一般化は限定的である。

だが、本研究によって示した探索モデルのパス図 (図 4-14) は、今後異なる製品に対する

研究を行う際の手がかりとなるものであり、今後の研究の発展に寄与できる成果である。 
また、自己効力感尺度と製品関与尺度の 2 つの得点分布を用いてユーザを分類する手法

は、簡単な方法でありながら、実利用環境でのユーザの製品利用傾向や製品評価を、的確

に把握でき、かつ結果の解釈が容易である。 
この手法により、ユーザビリティへの配慮が必要な、新しいターゲットが発見できた。

自己効力感が低く、製品関与が高いユーザ群 (LH 群) は、製品に対して積極的であり、よ
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り高度な使い方に挑戦しているのに、うまく使いこなせていない。この群は、愛着感や顧

客満足度の評価は表面的には良いが、このような潜在的な問題を抱えたユーザグループだ

といえる。この群に対しては、これまでの短時間・初心者・初見のユーザを前提としたユ

ーザビリティテストなどの取り組みだけでは解決できない。このユーザグループを意識し

た新しい取り組みが、今後必要になっていくものと考えられる。 
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5章. 結論 

5.1. 本研究の成果 

本研究では、実利用環境での利用経験に基づいた製品評価について、定性的研究アプロ

ーチおよび定量的研究アプローチを組み合わせ、以下のような手順により評価構造を明ら

かにしてきた。 
まず 2 章では、実利用環境における製品評価の実態を把握するために、利用年表を用い

たデプスインタビューを実施した。インタビューデータの分析から、長期にわたる製品評

価に対する洞察を得た上で、M-GTA によって発話データを詳細に分析し、製品評価のプ

ロセスモデルを導出した。 
さらに、ユーザの心理的要因に着目し、製品の利用意欲に作用する要因をデプスインタ

ビューによって把握し、M-GTA によって分析を行った。その結果、「インタラクティブ製

品の利用に対する自己効力感」と「利用対象製品に対する製品関与」の 2 つの異なる要因

を特定した。 
次に 3 章では、ユーザの 2 つの心理的要因を測定可能にする心理尺度を開発した。自己

効力感尺度は、確率標本サンプリングによる質問紙調査に基づき、心理尺度を構成した。

また、製品関与尺度では、幅広い製品ジャンルを測定可能な尺度を構成した。調査は、ウ

ェブ調査を用いたが、サンプリングの偏りを補正するために、傾向スコアによる共変量調

整法を用いてデータを補正し、尺度構造の安定性を確保した。さらに、実際の製品利用ユ

ーザの心理的要因と製品利用との関係について分析した。 
4 章では、2 章で導出した製品評価構造に基づいて、実利用ユーザの製品評価を定量的

に把握・分析することを試みた。分析では、3 章で構成した 2 つの心理尺度を用いて測定

される心理的要因が製品評価に及ぼす影響を明らかにした。その結果、ユーザの心理的要

因は、製品評価に強く影響していることが明らかになった。また、2 つの心理尺度を用い
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てユーザ群を構成することで、製品評価や製品利用の特徴を的確に把握できることが明ら

かになった。この方法を用いることにより、新たにユーザビリティへの配慮が必要なユー

ザ群を明らかにすることができた。 
本節では、本研究のまとめとして、実利用環境での利用経験に基づく製品評価構造、お

よびユーザの心理的要因と製品評価に及ぼす影響の 2 点について、得られた知見を整理す

る。 
 

5.1.1. 実利用環境での利用経験に基づく製品評価構造 

実利用環境での利用経験に基づく製品評価とは、製品を購入し自らの利用目的に従って

製品を利用する間に、ユーザ自身が次第に形成していく製品に対する評価のことを指す。 
インタラクティブ製品は、多機能なものが多く、様々な使い方ができる。そのため、ユ

ーザは実際に長期にわたって利用し使い込んでいく間に、製品の様々な特性を理解してい

く。製品評価も、利用の進展に伴って徐々に形成されていく。また、インタラクティブ製

品は、パソコンや携帯電話に代表されるように、操作の際の認知的負担が大きい。そのた

め、製品に対する利用意欲などの心理的要因が、実際の利用を左右している。 
製品評価構造は、このような実態に即して、大きく4つの構成要素から成り立っている。

製品評価に影響を与える要因として、① ユーザの心理的要因と、② 製品の利用経験。利

用経験に伴って行われる ③ 製品評価。④ 継続利用の判断、の 4 つである。 
図 5-1 は、2 章の結果に 3 章および 4 章の結果を反映させた 終的な製品評価構造を表

している。2 章で示した製品評価構造は、3 章および 4 章の結果と矛盾する点はほとんど

なかった。そのため、2 章で示した図と基本的には同じであるが、自己効力感が利用意欲

に直接影響を与えている点と、製品関与が製品評価に及ぼす影響として、満足感・愛着感

の評価だけでなく主観的ユーザビリティ評価にも影響している点を加えたものである。 
実利用環境における製品評価は、それまでの利用経験を踏まえた上での総合的な判断で

あり、利用経験が蓄積されていくたびに、製品評価は変化していく。そのため製品評価の

構造は、代表的な利用経験 (出来事) に対応する形で評価が形成される、時間要素を含ん

だ評価プロセスとなっている。 
製品評価には、複数の評価要素 (評価因子) で構成される。評価因子には、主観的ユー

ザビリティ評価や期待する利用法との不一致による不満感が含まれるが、総合評価として

は、使う喜びや満足感・愛着感の評価がある (図 5-2)。使う喜びや満足感・愛着感の評価

は、主観的ユーザビリティ評価や不満感の影響を受け変化するが、ユーザのその時点での

製品評価を代表する指標である。 
使う喜びや満足感・愛着感の評価は、製品に対する感情的な評価であり、UX (User 

Experience) と同様の概念であるといえる。 
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図 5-1 本研究の成果としての製品評価構造図 (図 2-10 に一部改定) 

 

図 5-2 製品評価の評価要素と構造モデル 
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製品評価構造に関する本研究の成果をまとめると、以下の点が挙げられる。 
 

 多数の要素が複雑に影響し合っている実利用環境における製品評価の構造を、把握可

能ないくつかの要素に整理しまとめた 

 定性的な研究アプローチで構築した評価構造モデルを、定量的な研究においても検証

し、矛盾がないことを示した 

 ユーザの心理的要因に着目し、その構造を解明するとともに、製品評価との関係を定

量的に明らかにした 

 製品評価の評価要因 (評価因子) が複数存在することを示し、相互の因果関係を示し

た 

 

ただし図 5-2 で示した製品評価の構造モデルは、あくまで本研究で研究事例として取り

上げたiPod nanoに対する評価に基づくものであり、知見の一般化に当たってはなお限定

的であり、今後他の種類の製品に対する研究を行い、検証を行う必要がある。 
しかしながら、実利用経験に基づく評価には複数の評価要因があること、またそれらは

相互に影響しあい、使う喜びや満足感・愛着感評価が従属変数であることを、定量的に示

したことは学術的な意義があるものと考える。 
消費者行動論の顧客満足研究では、ほとんどが特定の商品をケースにした研究であり、

顧客満足形成モデルを導出した研究も、特定の商品に対する評価の構造を分析した結果に

基づいたものである。 
本研究も、特定の製品に対する評価結果に基づくものではあるが、今後の実証的研究の

重要な手がかりとなりうる成果である。今後、成果の妥当性・信頼性を確認するための研

究の展開を検討している。 
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5.1.2. ユーザの心理的要因が製品評価に及ぼす影響 

本研究では、実利用環境における製品評価構造の全体像を明らかにするだけでなく、ユ

ーザの心理的要因に着目することにより、製品評価の違いを的確に把握する方法について

も検討を行った。 
まず、2 章で明らかにした 2 つの心理的要因を適切に測定できる心理尺度を、それぞれ

構成した。特に自己効力感については、代表性のあるサンプリング法を用い、幅広い年代

からの回答を得た。またこのデータに基づいて、尺度得点を標準化した。製品関与につい

ては、多様なジャンルの製品を適切に把握できるよう、多くの製品のデータを把握し、尺

度を構成した。2 つの心理尺度は、ごく一般的な評定尺度の質問紙であり、幅広い分野で

応用可能な成果であるといえる。 
また、ユーザの心理的要因である自己効力感と製品関与は、製品の利用頻度や製品評価

に強い影響を与えていることが明らかになった。 
製品評価に対しては、自己効力感は主観的ユーザビリティ評価に対して影響を与えてお

り、製品関与は、使う喜びや満足感・愛着感の評価に影響するとともに、主観的ユーザビ

リティ評価にも影響していることが示された。使う喜びや満足感・愛着感の評価に対して

は、2 つの心理的要因はともに大きな影響力を示したが、どちらかといえば製品関与の方

が強く影響している。 

ユーザの心理的要因を利用した製品評価分析手法－SEPIA－の提案 

ユーザの心理的要因に関するこれらの知見に基づき、本研究では、自己効力感と製品関

与それぞれの心理尺度得点の分布を用いて、ユーザを 4 群にわけ、製品評価や製品利用の

実態を分析することを試みた。その結果、各群の特徴は統計的にも有意なものが多く、極

めて明確に把握・解釈できることが示された。この方法を用いることにより、現在の対象

製品の実利用ユーザが、どのような利用経験をし、その経験に基づいてどのように製品を

評価しているかが的確に分析できる。 
この方法をSEPIA (Self-Efficacy & Product Involvement Analysis) と名付けた。  
一般に、企業のマーケティング活動などで実施される、実利用ユーザに対する製品評価

の把握では、利用実態に注目することがほとんどである。製品評価との因果関係も利用実

態やデモグラフィックな属性に基づいて分析・解釈が行われることが多かった。この一般

的な方法では、製品の使い方と評価との相関性について分析することはできても、実際の

使い方に対するユーザの感情的な側面までは、把握できなかった。 
本研究で用いた方法では、自己効力感と製品関与でユーザを分類することにより、その

ユーザの製品に対する意欲やこだわりの程度をあらかじめ把握することができる。その上

で、製品評価と利用経験 (出来事)および利用実態を把握することにより、評価の背景にあ
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る感情的な側面までをも解釈することが可能となる。 
図 5-3 は、本研究で分析した結果から、各群のユーザ像の特徴をまとめたものである。 
 

図 5-3 自己効力感・製品関与で分類されるユーザ群の特徴 

ユーザの心理的要因に関する本研究における成果をまとめると、以下の点が挙げられる。 
 

 インタラクティブ製品の利用に関する心理的要因である、自己効力感および製品関与

を適切に把握できる心理尺度を開発した 

 自己効力感尺度得点と製品関与尺度得点を用いて、実利用環境での製品評価を的確に

把握・分析できる方法 (SEPIA) を示した 

 
図 5-3 で示したユーザ群の特性は、自己効力感や製品関与の概念が本来持つ特徴に基づい

て整理したものであり、ある程度の一般性はあるものと考える。しかし、本研究ではiPod 
nanoに対する評価の結果だけに基づいて分析したものであり、一般化についてはなお限定

的である。今後、他の製品についての評価を把握し、同様の特徴や傾向が把握できること

を確認する必要がある。 
だが、本研究で示した SEPIA 手法は簡易に実施できるものであり、これまで適切な方

法がなかった実利用環境での製品評価に対し、具体的な方法を提案する第一歩である。今

後この成果を活用した調査事例の蓄積が期待できる。 
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5.2. 実利用環境の製品評価を把握することの重要性 

本研究の対象領域は、実利用環境での利用経験に基づく製品評価構造である。これは、

従来のユーザビリティ評価が、ラボ環境における短時間の利用経験のみに基づく評価であ

ることに対し、批判的に対比させた表現である。 
1 章 序論で述べたように、今日ユーザビリティや人間中心設計を取り巻く環境は徐々に

変化しており、ユーザビリティ・ラボの評価だけでは、ユーザに評価される製品づくりに

は不十分であるとの認識が高まっている。しかしながら、UX (User Experience) に関す

る研究においては、理論的な枠組みや評価の方法などについて、未だコンセンサスを得ら

れたものがなく、メーカーなどにおけるユーザビリティ活動の現場において活用できる新

しい知見や手法はあまりない。 
また、実利用環境における製品評価は、企業では通常、マーケティング担当部署や品質

管理関連の部署が行う顧客満足度調査として実施されている。しかし、これらの調査はユ

ーザビリティ評価のために実施されるものではない。そのため調査結果は、製品開発の効

果測定としての意味はあっても、ユーザビリティ評価やUX 評価などについては、把握さ

れていないことが多い。 
本研究では、長期にわたる製品利用が前提となる、実利用環境における製品評価を実際

に把握・分析した。その結果、時間の経過に伴って製品評価は大きく異なることがわかっ

た。インタラクティブ製品は、時間をかけて次第に使い込んでいく間に製品に対する評価

が形成されるという特徴がある。そのため、短時間の評価では分からなかった製品の側面

が、利用後初めて明らかになることもしばしばある。 
確かに、ユーザビリティ・ラボにおけるユーザビリティテストでも、長期間利用後に使

用される可能性のあるタスクを設定し、実施することは可能である。しかし、実利用環境

での製品評価は、利用経験に基づいて次第に形成されるものであり、製品に対する一定の

理解がないまま、長期間利用後のタスクを実施しても、実際の評価とは大きく異なること

が想定される。 
また、本研究の成果でも示したように、実利用環境における製品評価ではユーザの心理

的要因の影響がきわめて大きい。これは製品の選択や購入といったプロセスを経るため、

製品の利用に対するユーザの意識が明確であるためだと考えられる。一方、従来のユーザ

ビリティテストでは、過去の類似製品の利用経験などを把握することはあっても、自己効

力感や製品関与といった心理的要因は事前に把握されることはない。また、ユーザビリテ

ィテストは、短時間かつ対象製品に初見のユーザであるため、ユーザの心理的要因の影響

は極めて小さいと考えられる。この点は、実利用環境の製品評価とラボ環境における評価

との大きな違いである。 
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評価指標についても、従来のユーザビリティテストでは、使う喜びや満足感・愛着感と

いった要素が含まれておらず、単にユーザビリティに対する主観的な評価を把握するにと

どまっている。本研究では、主観的ユーザビリティ評価と使う喜び・愛着感の評価は、ユ

ーザの心理的要因に大きく影響され、それぞれ異なる評価がなされることを示した。ユー

ザの顧客満足度を高める製品を作るためには、主観的ユーザビリティ評価だけでなく、使

う喜びや満足感・愛着感といった評価についても把握することが必要であろう。 
これらのことから、実利用環境における実利用ユーザの製品評価を把握することは、長

期利用に伴って発現するユーザビリティ上の問題点を分析するためにも、また、ユーザの

顧客満足度を高め、より良く評価される製品を作るためにも、重要な取り組みであるとい

える。 
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5.3. 心理的要因を応用したユーザ支援のあり方の検討 

本研究では 4 章の 後に、自己効力感尺度得点と製品関与尺度得点の分布を用いてユー

ザを分類するSEPIA 手法により、製品評価や利用経験などの特徴を分析した。その結果、

各群のユーザの感情的な側面までをも含んだユーザ群の特徴を明らかにすることができた。 
この分析の過程で、実利用においてユーザビリティ上の問題に直面していると考えられ

るユーザ群が存在することを発見した。図 5-3 で示したように、自己効力感が低く、製品

関与が高い群 (LH群)では、製品の利用や使いこなしに問題点や不満を感じているにもか

かわらず、製品評価自体は高いという特徴があった。この群の問題点は、表面的には製品

評価は高いため、通常の顧客満足度調査などでは発見されることのないものであり、実利

用環境における製品評価の特徴的な問題だといえる。 
この群のユーザは、製品関与が高いものの、実際の利用に対しては得意ではなく、取扱

説明書やマニュアル等の理解力もあまり高くない。満足度の高い製品を実現するためには、

このようなユーザに対する支援が不可欠である。そこで、ユーザの心理的要因を応用した

従来とは異なるユーザ支援のあり方について検討を試みる。 
LH 群は、製品関与が高いため、製品に対する関心は高く、製品に積極的に働きかけて

いるものを考えられる。しかし、自己効力感が低いため、実際にはうまく使えず空回りし

ている。iPod nano の調査でも、思い通りの使い方ができないことへの不満感の評価がと

ても高かった。 
そこで、操作に対する問題を、単にスキルの問題としてとらえるのではなく自己効力感

の問題としてとらえ直してみたい。図 5-4 に示したように、LH 群のユーザの自己効力感

を意図的に高めることができれば、HH 群のようにより良い評価に近づけるのではないだ

ろうか。 

図 5-4 ユーザ支援によって自己効力感を高めるイメージ 
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Bandura (1977a, b) によれば、自己効力感を高める要因の一つとして、代理経験の概念

を提唱している。我々は普段から、他人の行動や人間関係の観察を通して、学習つまり代

理経験や他者のモデリングを行っている。こうした社会的学習理論の考え方は、教育の現

場でも実証的な研究がなされている。 
たとえば工藤・守 (2006) は、代理学習の観察者は、被観察者の成功経験を観察するこ

とで、被観察者と同じように成功できるという感覚をもつとの仮説を示すため十分な成果

を発揮する生徒を観察する群と、間違いなどが多く十分でない成果の生徒を観察する群に

分けて実際の教室において実験を行った。その結果は仮説に反し、十分な成果を発揮して

いる生徒を観察するよりも、十分ではない成果の生徒を観察する方が、観察者の自己効力

感を高めた。また、その後の継続実験においても、高められた自己効力感の効果は長期に

渡って続き、その効果は他の科目にも波及し、成績の向上をもたらした、と述べている。 
また、槻舘ら(2008) は、この工藤・守 (2006) の実験を、実際の教室における代理学習

ではなく、画面上のエージェントによる代理学習に置き換えて実験を行った。その結果、

画面上のエージェントであっても、同様に自己効力感が高まることが示されている。 
こうした知見を参考にし、製品の利用に対する自己効力感を高めるために代理学習を用

いる方法が考えられる。たとえば、操作方法や使いこなしの方法を解説するビデオ映像を

利用する、などが考えられる。取扱説明書はあくまで使う手順を解説しているものである。

そのため、やや高度な使いこなしになると、いくつかの使用方法を合わせたりするため、

取扱説明書を読解する自己効力感が高くなければならず、このLH群では現実的ではない。

そこで、使いこなしを中心にした操作方法と活用法などをまとめたビデオ映像を提供する

ことにより、代理学習が働き、操作に対する自己効力感が高まるのではないか、と考えら

れる。これまでも、ビデオによる操作説明を試みた製品はいくつか存在する 7) が、その多

くは、取扱説明書同様、手順を説明することに力点が置かれている。 
代理学習に関する先行研究の知見を活用すれば、ビデオのなかの被観察者のユーザが何

度か失敗しながらも操作を達成するなど、自己効力感を高める点にも留意した映像を制作

することによって、より効果的を高めることができるのではないかと考えられる。 
このような方法でのユーザ支援の効果については、今後の研究が必要ではある。しかし、

実利用環境におけるユーザの問題は、従来の方法では解決しにくいことも事実であり、

SEPIA 手法の応用とも言えるこのようなアイディアは、新しい提案につながる可能性を持

っている。今後、メーカー等の意見も聞きながら、発展的な研究が望まれる。 
 

  

                                                  
7  操作解説ビデオは、コンピュータミシンや健康器具など、比較的製品の操作が得意でない層をターゲット

とした製品によく見られる。しかし、実際にはごく一部の製品での取り組みにとどまっており一般的では

ない。 
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5.4. 今後の課題と展望 

本研究では、実利用環境での利用経験に基づいた製品評価構造を明らかにした。特に、

ユーザの心理的要因が製品評価に及ぼす影響に着目することで、個別製品の具体的な利用

実態を直接把握することなく、製品評価を的確に把握・分析できる方法を示した。しかし、

本研究で実際に把握した、実利用環境における製品評価は、iPod nano に対する評価だけ

である。確かに、定性的研究アプローチによって導出した製品評価構造と比較して、類似

点が多く矛盾のない結果が示された。定性的研究によって得られた結果の妥当性を検証す

る意味においては、1 つの製品に対する評価であっても十分だと考えられるが、定量的分

析で得られた知見の一般化においては限定的である。知見の一般化を検討するためには、

今後同様の実証的研究によって知見を蓄積していく必要がある。 
また、本研究で得られた知見を実際のユーザビリティ活動やビジネスにおいて活用する

ためには、今後さらに取り組むべき課題が複数ある。 
以下、課題についてまとめた。 
 

(１) 製品評価およびユーザの心理的要因の経時的変化の把握 

本研究では、長期間の製品利用について、定量的な研究アプローチでは利用期間でセグ

メント化したクロスセクション調査によって把握した。そのため、実際の時間経過にとも

なうユーザの心理的要因の変化や製品評価の変化については、正確に把握できていない。 
特に、ユーザの心理的要因は、利用経験の結果の評価によっては、影響を受ける可能性

が考えられる。たとえば、利用開始当初は製品関与が高くても、実際に利用してみたら期

待通りではなかった場合、製品評価だけでなく、それに伴って製品関与も低下してしまう

可能性が考えられる。これらを明らかにするためには、実際の製品の利用について、経時

的に把握する研究 (longitudinal study) を行うことが必要になるだろう。 
 

(２)定量的研究で得られた知見の一般化の検討 

先にも述べたように、本研究では iPod nano のユーザを研究事例として取り上げ、実利

用ユーザの評価を把握・分析した。定量的研究で得られた知見としては、製品評価の評価

要素 (評価因子)とその構造モデルがある。製品評価として準備した項目は、85 項目にわ

たる膨大なものであるが、分析ではかなりの項目が削除された。本研究で導きだした 3 つ

の因子は、あくまで本研究に特化したものであり、一般化できるものではない。これには
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今後、さらに多数の製品に対して同様の調査を実施し、より一般化できる知見を検討して

いく必要がある。 
ただし、これまで把握されていなかった実利用環境における製品評価の評価要素 (評価

因子) とその構造モデルは、今後の類似の実証的研究の重要な基礎となる成果であり、同

様の研究が発展することが期待される。 
 

(３) ユーザビリティ品質と実利用環境における製品評価との相関 

本研究では、いわゆるユーザビリティ品質のレベルについては、議論の対象としなかっ

た。しかし、実際の利用においても、ユーザビリティが低い製品であれば、評価は低くな

ると考えられる。また、製品評価を高めるために も効果的なユーザビリティ品質が特定

できれば、実ビジネスにおいては極めて役立つ情報となるため、これは取り組むべき価値

のある課題といえる。 
これには、ユーザビリティテストの結果と、実利用環境における製品評価の両方を把握

し、その相関を分析する必要がある。今後メーカーなどの協力を得て、実証的なデータが

蓄積されていくことが望まれる。 
 

(４) SEPIA手法の確立 

本研究では、ユーザの心理的要因に着目して、実利用環境の製品評価を的確に把握・分

析する方法を示した。これをSEPIA 手法と呼ぶ。このSEPIA 手法は、2 つの心理尺度の

得点を元に、製品評価を分析するという極めて簡単な方法である。 
しかし、実際のビジネスで適用する際には、まだいくつかの問題がある。たとえば、本

研究では 2 つの心理尺度得点で 2 群に分ける際、調査で得られた得点の分布状況に基づい

て分割した。しかし、調査データそのものがあるユーザに偏っていた場合では、有意な傾

向が出るような分類ができないかもしれない。今後、SEPIA を調査・分析手法として利用

可能にするために、多様な製品に対する調査を実施し、問題点を解消しながら、手法とし

て確立していく必要がある。 
 

(５) ユーザの心理的要因を応用したユーザ支援のあり方の検討と効果の実証 

5.3 節で検討したように、自己効力感や製品関与を意図的に高めることによって、ユー

ザの実利用環境におけるユーザビリティの問題を解決するというアイディアは、本研究か

ら発生したまったく新しい考え方である。今後さらに検討を重ね、実際に有効だと考えら



5.4. 今後の課題と展望 

179 
 

れる支援策のアイディアを提案していくことが望まれる。また、単にアイディアの提案に

とどまらず、実際にユーザの問題を解決する効果があるか、実証する研究を行う必要があ

ろう。今後、この研究から全く新しいユーザ支援策が実現することが期待される。 
 
本研究は、実際のユーザをしっかりと把握・分析することを通して、真にユーザに快適

で満足度の高い利用体験の提供に役立つ知見の獲得を企図したものである。 
従来からのユーザビリティ活動は、ユーザビリティ・ラボで行う評価が中心であり、イ

ンタフェースをどれだけ使いやすいものに改善するか、という点にだけ関心があったとも

いえる。しかし、本来ユーザビリティが目指すべきは、日常における製品利用の現場にお

いて、単に問題なく操作できるだけではなく、よりよい利用体験を提供することにある。 
ところが、わが国ではUX やユーザ体験などの言葉は、未だ広く普及した概念にはなっ

ていない。また企業においては、ユーザビリティ担当部署が、マーケティング関連部署と

組織的な連携が希薄であるなど、実利用環境におけるユーザ評価に対しては、決して意識

が高いとはいえない状況である。超高齢化社会を目前にしたわが国において、こうした状

況を打開し、ユーザ指向の社会を目指すことは急務の課題である。 
 
本研究の成果が、実ユーザの利用体験をより快適で満足度の高いものとするために、わ

ずかでも貢献できることを願って、本論文を閉じる。 
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テーマ：「電子機器の操作」についてお伺いします 

 

このアンケートは、あなたの身の回りにある電子機器について、操作を覚えたり、普段操作

したりする時に感じる、自信の度合いや考え方をお伺いするものです。 
このアンケートでいう電子機器とは、液晶などの画面表示の指示に従ってボタンやリモコン

で操作するタイプの機器のことで、家電製品、携帯電話、パソコン、ソフトウェアなどが対

象です。（例：ビデオ、パソコン、デジタルカメラ、DVD レコーダなど） 
どの質問も、6 段階でおたずねします。あまり考えすぎず、あてはまるもの１つに○を付け

てください。 

 

 【すべての方に】 

 問１  電子機器の操作についてお伺いします。それぞれあてはまるものひとつに○を付けてください。 

 （それぞれ○は 1 つずつ） 

 

非
常
に
あ
て
は
ま
る 

か
な
り
あ
て
は
ま
る 

や
や
あ
て
は
ま
る 

あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い

ほ
と
ん
ど
あ
て
は
ま
ら
な
い

ま
っ
た
く
あ
て
は
ま
ら
な
い

1. どんな電子機器であっても、自分がやりたいことは操作できる自信がある 1 2 3 4 5 6 
2. 自分のやりたいことを実現するのに、どの電子機器やソフトウェアを選べばよ 

    いかわからない 
1 2 3 4 5 6 

3. 他の人と比べて、使いこなしていると思う 1 2 3 4 5 6 
4. 電子機器の機能が、どのように実現されているかに興味がある 1 2 3 4 5 6 
5. 思いがけないトラブルが起こったとき、自分だけでは対処できない 1 2 3 4 5 6 
6. 自分がやりたいことを実現するのに、必要な機能を選ぶことが、うまくできない 1 2 3 4 5 6 
7. 普段の利用で起こるようなトラブルであれば、だいたい自分で対処できる 1 2 3 4 5 6 
8. 自分には操作が難しいと感じても、あきらめないで、できるまでがんばる 1 2 3 4 5 6 
9. 分厚い取扱説明書やマニュアルを見ると、それだけで、読もうという気がなくな 

  る 
1 2 3 4 5 6 

10. 新しい製品や新しい技術に興味がある 1 2 3 4 5 6 
11. うまく使うには、まだ知識がたりないと感じる 1 2 3 4 5 6 
12. トラブルでサポートセンターに電話をするとき、トラブルが起こった状況などを  

   詳しく説明できる 
1 2 3 4 5 6 

13. 自分のやりたい範囲で、自分なりに使いこなせていると思う 1 2 3 4 5 6 
14. 身の回りの家電製品の中にも、操作できる自信のない製品がある 1 2 3 4 5 6 
15. トラブルが起こったときは、できれば周りの誰かに頼りたい 1 2 3 4 5 6 
16. 新しい電子機器を使うときは、その機器がそなえている機能全体を、 

   把握するように努力する 
1 2 3 4 5 6 

17. わからない機能やボタンを使うのは、不安なので、できれば操作したくない 1 2 3 4 5 6 
18. 電子機器を使うことは、なるべく避けたい 1 2 3 4 5 6 
19. 電子機器がそなえている機能のうち、どの機能を使えばやりたいことができる 

   か、だいたいわかる 
1 2 3 4 5 6 

20. もっと有効な使い方ができるなら、本や雑誌、インターネットなどからも 

   情報収集する方だ 
1 2 3 4 5 6 
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 （問１続き）  

 

非
常
に
あ
て
は
ま
る 

か
な
り
あ
て
は
ま
る 

や
や
あ
て
は
ま
る 

あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い 

ほ
と
ん
ど
あ
て
は
ま
ら
な
い 

ま
っ
た
く
あ
て
は
ま
ら
な
い 

21. やりたいことがあれば、自分からすすんで機能や使い方を探す 1 2 3 4 5 6 
22. 電子機器をよりよく使うために、自分なりに利用法を工夫したりする 1 2 3 4 5 6 
23. 個人情報やセキュリティなどの問題を考えると、インターネットを 

    使うのが怖くなる 1 2 3 4 5 6 

24. 新しい機能や使い方を自分で見つけて、できることを、どんどん 

    広げていける 1 2 3 4 5 6 

25. トラブルが起こったとき、原因を考えようとしても、まったく想像が 

    つかない 1 2 3 4 5 6 

26. 電子機器を使うこと自体が、楽しいと感じる方だ 1 2 3 4 5 6 
27. 故障やトラブルになるのが心配で、操作するのに不安を感じる 1 2 3 4 5 6 
28. トラブルが起こったとき、あわてずに原因を推測して、対処のしかたを

    考える 1 2 3 4 5 6 

29. どのボタンを操作すればどうなるかが、だいたいわかるので、操作に 
    不安は感じない 1 2 3 4 5 6 

30. もっと効率的な方法や使い方ができないか、調べたり考えたりする 1 2 3 4 5 6 
31. 電子機器を買うときは、やりたいことに適した機器を、選ぶように 
    している 1 2 3 4 5 6 

32. 操作に失敗して、電子機器を壊してしまうのではないかと不安になる 1 2 3 4 5 6 
33. 機能や操作がわからなくなったときは、自分で取扱説明書やマニュアル

    を読んで、理解できると思う 1 2 3 4 5 6 

34. 自分がやりたいことであっても、使うのが大変ならば、すぐにあきらめ

    てしまう 1 2 3 4 5 6 

35. 電子機器がうまく動けば、なぜそうなるのか、わからなくてもよい 1 2 3 4 5 6 
36. カスタマイズ機能（自分に使いやすいように設定を変更する機能）が 
    あれば使う方だ 1 2 3 4 5 6 
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テーマ：「家電製品の操作」についてお伺いします 

 
 【すべての方に】 

問1-1  画面の指示に従って操作する家電製品の操作について、あなたの自信の程度は10段階でどのくらい

ですか。あてはまるもの１つに○を付けてください。ここでは、パソコンは含みません。身の回りにある

家電製品を対象にお答えください（例：ビデオ、デジタルカメラ、DVD レコーダなど）。（○は 1 つだけ） 

問 1-2  では、パソコンの操作について、あなたの自信の程度は 10 段階でどのくらいですか。あてはまるもの

１つに○を付けてください。（○は 1 つだけ） 

 

 

 

自
信
が
な
い 

        

自
信
が
あ
る 

パ
ソ
コ
ン
は
使
っ
て
い
な
い 

問 1-1 画面の指示に従って操作する家電製品の操作 → 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10  
問 1-2 パソコンの操作 → 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

 

テーマ：「インターネットの利用」についてお伺いします 

【すべての方に】 

問 1 あなたは普段インターネットをお使いですか。 （○は１つだけ） 

1 使っている 2 使っていない → 次のテーマ（P  ）へお進みください 
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テーマ：「家庭における情報通信に関する商品・サービス」についてお伺いします 

【すべての方に】 

問１(A) 次にあげる情報・通信に関する商品・サービスの中で、現在、お宅でお持ち（利用）のものをすべて 

お知らせください。（○はいくつでも） 

(B) では、あなたご自身が現在お持ち（利用）のものを、すべてお知らせください。（○はいくつでも） 

(C) この１年以内に使用／利用をやめた（中止した）ものをすべてお知らせください。（○はいくつでも） 

(D) では今後１年以内にあなたご自身で購入（買い替えや買い増し）／利用を予定されているものをすべて

お知らせください。（○はいくつでも） 

 

※単身でお住まいの方は、（A）(B)は同一の回答になります。お

手数ですが、（A）(B)それぞれに○をつけてくださいますようお願

いいたします。 

(A) 
世帯で 
保有／利用

(B) 
個人で 
保有／利用

(C) 
過去１年 
以内に使用/
利用を中止し
たもの 

(D) 
今後１年 

以内に購入/
利用予定 

＜商品＞ 

1) 携帯電話 

2) ＰＨＳ 

3) ノート型パソコン 

4) デスクトップ型パソコン 

5) 1)～3)以外の携帯情報端末(PDA,Palm,ｻﾞｳﾙｽなど)

6) パソコン用プリンタ 

7) ファクシミリ／ファックス機能付き電話 

8) 家庭用ゲーム機器 

9) ゲームボーイなどの携帯ゲーム機器 

10) カーナビゲーションシステム 

11) デジタルビデオカメラ 

12) デジタルカメラ 

13) 携帯用ＤＶＤプレイヤー 

14) ＭＤプレイヤー 

15) 薄型テレビ（ﾌﾟﾗｽﾞﾏ、液晶ﾃﾚﾋﾞなど） 

16) デジタルレコーダー（DVD、HDD ﾚｺｰﾀﾞｰなど） 

17) ＢＳデジタルチューナー 

18) ＣＳデジタルチューナー 

19) ＭＰ３プレーヤー（iPod など） 

20) なし／わからない 

↓ 

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

19  

20  

↓ 

1  

2  

3  
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【問 1(B)で「１ 携帯電話」とお答えの方に】（それ以外の方は問３へ） 

問２ 次の中からあなたが現在ご使用の携帯電話をお知らせください。（○はいくつでも） 

1 ＮＴＴドコモ（ＦＯＭＡ） 

2 ＮＴＴドコモ（ＦＯＭＡ以外のｉモード） 

3 ａｕ（ＫＤＤＩ） 

4 Ｓｏｆｔ Ｂａｎｋ（ｖｏｄａｆｏｎｅ） 

5 その他

 
【問 1(B)で「１ 携帯電話」「2 PHS」とお答えの方に】（それ以外の方は次のテーマ（P  ）へお進みください）

問３ あなたは、携帯電話／ＰＨＳを使ってインターネットを利用（メール送受信、ホームページの閲覧など）したこと

がありますか。 （○はいくつでも） 

1 携帯電話／ＰＨＳから直接利用したことがある 

2 携帯情報端末やﾉｰﾄ型ﾊﾟｿｺﾝに携帯電話／ＰＨＳを接続し、利用したことがある 

3 利用したことはない 



付録-B 

210 
 

 
 
 
 
 
 
 



付録-C 

211 
 

付録-C 製品関与調査: 調査票 
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付録-D iPod製品評価調査: 調査票 
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